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まえカぜき

1976年，本北海道は激しい冷害に襲われた。北海道の場合は作況指数70(1976.10.15現在)

で1971年冷警の66につぐが，減収額は723億円で北海道農業史上最悪の被害となった。とり

わけ，稲作は被答の8割をしめ， もっとも打撃がひどい。

ここで見すごせないのは，現在普及過程にある稲作大型機械化「一貫」体系がこの冷害を激

成していることである。そのことは，機械化の進んでいる稲作中核地帯ほど被害の激しいこと

によって立証できる。

そのメカニズムは，兼業，出稼ぎ等による一般的手ぬきのほか，①手植の場合と異なり，最

近普及しつつある機械回植は稚苗横付のため，低温，日照不足の影響がとくにつよくでること，

②生脱穀機からコンパインに至る日本型の収穫の機械化で，藁の土壌還元が少なく，有機費不

足からその緩衝作用その他地力が低下していること，の 2つによる。

ひろく技術進歩の過程ではさまざ、まな試行錯誤が生起するが，現在ドラスティックにおこな

われている B本農業の大型機械化の場合は，今次冷害をはじめ見通せぬ問題を提起している。

ひとことでいえばそれは，現在の農業生産力が資本主義的生産関係と，小農的生産様式に規定

され，技術学的法則性(合理性)がいちじるしく歪曲されていることである。

具体的にいえば，(1)現在の農業機械化「一貫」体系は，ほとんど農業機械独占の開発にかか

わり，開発と販売の過程で，利潤本f立の歪曲性がみられること(とくに偲別労働過程を孤立分

断的に機械化する技術開発方向が追求きれ体系性に欠けていること)， (2)農民の側にも，省力と

増産が追求されるあまり，農業技術の総合性と，その機械化に当つての科学的位置づけと，技

能が不足していること，である。稚苗植付時期の未習熟もJ令書激化の一因であった。

もともと，現実の生産力は，その客体的契機である生産手段弘主体的契機である労働力が

労働過稜で十分合球的に運用するところに形成される o その意味で，一方で、は生産手段は一定

の科学・技術水準を前提とするし，他方，それを運用する主体はそれに照応する教育，科学・

文化水準ι技能・熟練を前提とする。
従来，長く手の労働によって農業生産をいとなみ，それに照応する技術水準にあった日本の

農業が，いまや始めて大型機械化「一貫」体系の段階に入るにいたり，そこで現実の農業技術

の性格と，農業(技術)教育の再検討が緊急な課題として提起されている，といわぬばならぬ。

本論は一一以上のような観点から一一農民教育の重要な一分野たる農業技術・技能教育研究

の準備として，第l意で農業技術論の方法論的開示，第2主義で北海道農業生産力の現段時，第

3章でその具体的形成過程， とくにその階層的技術構造の諸関連を明らかにし，あわせて補叢

で現行主要農業技術関係農民教育制度，機関の概況整理を試みたものである。

第1豪農業生産力と農業妓術

1.若子の理論的整理

まず，農業生産力の客体的契機である農業生産手段と農業技術の構造的な諸関係について理

論的整理をしておこう。

一般的に生産手段は，労働手段，労働対象，その他補助材料等の諸要素より成立ち，そのう

ち労働手段の体系が技術を構成する， という立場にわれわれはたつが，農業生産の場合は品種

改良，方自肥等，労働対象の生産カ形成にはたす役割の大なることから農業技術の規定には多く

の論議が交わされてきた。
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すなわち，有機生産たる農業技術の場合は労働対象をふくむとの農業技術特殊説，あるいは

種子，仔畜等を「対象fじされた技術」と規定する立論等がそれである(例えば育関金市等)。

生康カの形成に種子，肥料等の労働対象が少なからぬ役割を果すことはたしかに農業の現実

的な特徴である。北海道で稲作が可能になった前提の一つも耐冷品種の創出である。だが，

業生産の自然科学的農学的分析と社会科学的分析，さらに技術学的分析と経済学的分析は厳密

に匹別されたうえで，それらを構造的に関連させて把握することが大切で、ある。

たとえば，ドイツの SeelHorst はTraugottBerndtのデータにもとづき，世紀転換期50年間

の穀物粗収量増大の寄与率を，人工施肥50%，土地改良25%，品種改良15%，作付JI頂序の改善

10%と推計し，また日本でも松本五楼は施肥効果78.5%，品種改良，栽培法，病虫害防除の効

果21.5%としている (1939)。だが，そこでは期せずして増収ということが土地生産性の側笛か

らとらえられていて，本来的な生産力形成の主体的契機，労働力とのかかわり，つまり本来的

技術とのかかわりが正しく位置づけられていないという特徴をもっ。したがって，SeelHorstや

松本五楼の推計をもって農業技術の特性を全額的にとらえたものとはいいがたいであろう。(1)

もともと，、人憶は道呉をつくる動物、Toolmaking animalいわれてきたように，農業生産量カ

の形成においても，労働を労働対象に博える労働手段こそが生産力の客体的契機として決定的

に重要な役割を演じるのであって，農業労働対象の特殊性は一一技術論的には一一従属的現象

形態にすぎない。そうした諸問題について理論的に整理しおく必要がある。

農業における主要な労働対象，改良品種の種子，仔畜等，一般的に生物の生育過程は，(1)そ

の自然的環境，とくに気象的条件， macro micro climatic factors， (2)土性的条件 edaphic

factors， (3)さらに種子， 1子畜ないし作物，家高群みずからの狭義の内外的生態的条件ecological

factors，の三つに規定され，それらが広義の生態的状態 ecologicalconditionsを形づくる。

そこには揚光，温度，湿度，風その他諸条件の無数の組合せがあり，また未知の要閣が関連

しつつ働ししたがって，農業生産カの主体的契機たる労働力はそれらの生育睦止要因を除去

排除し，促進条件を創出，調整するために農業労働をおこなうのである。

フイジオクラートからアダム・スミスに:::E.るまで，あたかも農業が自然カに依拠するところ

大であるために生産的であるとの自然主義的な把握が克殺されずにその経済学の中にもちこま

れたが，農業技術に無媒介に労働対象を包含させる見解はそれと共通した誤りをおかすことに

なるだろう。

農業生産力は栽培労働，飼養労働の主体的契機によってはじめて形成されるという，一見当

然なことが改めて強拐されねばならない所以である。

そこで，農業労働の一般的性格を確認しておこう o それはつぎの2点である。

(1) 労働期間と生産期間の不一致(自然的被制約性)

いうまでもなく，作物・家畜の自然的生育過程によって，農業労働の態様は鏡定され，そこ

では異種労働が時間的(あれいは時季的)序列にしたがって継起する G したがって，それだけ

協業なり，分業なりがおこなられがたい。しかし，それは，自然からの被制約'1生が科学的に，

また技術的，経済的に克服される程度に応じて，雨期間のギャップは克服される方向にあるこ

と，栽培における水耕法，ないし燦耕法，家畜餌脊におけるウインドレス畜舎を考えただけで

わかるであろう。

むろん，作物，家畜群の生長にともなう異種労働の継起は必要だが，その点は佑学工業等に

おけQ反応、照序，速度，さらには機械工業における作業順序も関じことである。
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つまり，農業における白熱被告Ij約性は単なる被制約性ではなく，自然科学と，技術，経済に

媒介された上でのものであり，とくに農業労働の社会化が工業ほどに進まないのは現実にはそ

の生産様式に規定されてである，という関連が重要なのである。したがって，現実技術の性格

は一一技術学的合理性と問時に一一生産関係からの被告Ij約性をともない，その拘留の関連をふ

まえて分析的に把握されねばならない。つまり自然的被制約伎のみを孤立的に前提としてはな

らないのである。

(2) 土地利用，耕作労働の重要性

作物生育への労働の働きかけのうち，とくに土性的条件の改善に投下され，土地を通じて作

物に間接的に働きかける労働が大きなウエートをしめる(高産の場合は，その飼料生産を通じ

る働きかけ)。このように i土をつくり J，それによって「作物をとるJのが農業で，そこでは

土地への耕作労働のみでなく，装置としての農地を造成・改良する労働も大きな意義を有する

(そこに，単なる土地利用上の差額地代，絶対地代範鳴のみならず，開拓地代範礁が成立する，

というこり也制度とのかかわりがある)。

以上のように，農業における土地は技術的には装置としての性格をもち， したがって一般的

な生産条件(立、地)，労働対象でもある労働手段として根源的な性格をもっ。

だが，それも水耕法にみられるように，農業生産における土地は科学，技術，経済の諸条件

に規定されたものとして，現実にそうあることをとらえねばならない。

以上のほか，労働力と生産手段の具体的結合様式はその自然条件と科学・技術・経済の水準

によって多様な展開をしめす。それらの体系がいわゆる農法を形成するが，ここでも関様なこ

とが前提にされねばならないであろう。 (2)

これらの条件によって，農業労働は可変的な重層的体系をかたちづくる。そして，その労働

体系の生産性を高むべき労働手段の体系が農業技術の根幹を構成する。基本はあくまで，

労働である。ただ留意すべきは，農業においては労働手段のこ形態，筋骨体系としての農業機

械と，脈管体系としての土地装置との関連がきわめて深いという，機械工業にも化学工業にも

みられない特徴である。

では，種子， 1子高等労働対象は農業技術においてどのような地位をしめるであろうか。

それもまた生産力の重要な要素であることはたしかである。

だが， 11車肥技術が，一方で、は施肥労働の機械化として農業技術を構成すると同時に，肥料生

産における化学工業部門の技術発展と不可分の関係にあるのと同じく，改良種子， 1子畜の生産

労働における労働手段の体系がその中心技術を構成するはずで、ある。

だが， (1)品種改良ならびに改良品種種子， 1子畜生産そのものも広義の農業であること(育種，

種子生産の資本主義的社会分業の発援を考慮に入れれば明らかであろう。たとえば種苗会社，

ブリー夕、一等)0(2)現在，種子，仔畜は狭義の農業生産過認における突然変異および純系分離，

交配等の採種，育成労働によって，開時並行的に再生産される場合が少なくないこと(とくに

前者の社会的分業の未展開な小農的生産様式において格別の品種改良労働のしめるウエートは

低い，という特性が農業技術特殊説へ傾斜させるのであるが，本来それは分化し異種の労働過

程を構成するものであることに留意せねば論理的混乱をまねくであろう)。間

したがって，労働対象たる種子， 1子高の技術的性格は，本来，農業労働手段，寸なわち農業

技術そのものに規定されるのであって，品種改良一般ではなしその改良方向にこそ肝腎な技

術的関連性格がある(体系性の一つ)。そして，さらにいえば，その性格と方向はーーその生産
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における技術のみでなく一一現実適用の生産関係に鋭〈規定されざ、るをえないのである。

このことは，個別部門産業における技術を考える場合とくに留意されねばならぬ。

というのは，施胞が化学工業部門技術に規定されるのと同じく，前述の農地造成ないし改良

は土木部門技術に規定される等々，その他方では農業における生産諸関係に規定され，一定の

方向をもって現実化する。現実技術はその統一にはかならぬ。

したがって，部門産業の現実技術の，技術学的法射性(合現性)と，その現実化を規定する

生産関係による歪曲性と，その双方が構造的にとらえられねばならぬ。そこに，農業技術の一

貫性なり，総合性の意義があらためでとわれねばならない理由がある。

そのことを，藤史的に鞭括することによって，確認しておこう o

2.農業生康カ，技術ときた康関係

わが慣の近代的農業生産力が一ーその小農的生産様式と同じく一一長く半封建的地主的生産

関係に制約されて成立したことはあらためていうまでもないであろう。日本農業の現実技術も

それを反映して一定の藤史的歪曲性を刻みこまれて今日に至っている。

それはひとことでいえば水関口稲作中心主義であり，土地生産性追求への偏傍性，裸手労働

と，それらを反映した農業生産カにおける労働対象の地位の高き(逆にいえば，それは労働手

段体系の地位の低さの表現)を特徴とする。

そのコロラリーとして，畑作，畜康(技術)の未発達，地力維持の認識の低き等がでてくる

わけだが，そのメカニズムについてもう一歩立入ってみよう。

わが国の稲作技術が戦後初期まで，本質的には様子労働に依存する移植栽培としてほとんど

体系的な農法的・技術的変化をへずにきたことはすでに指撤されている(例えば古島敏雄)。

それは水田という特殊なこと地の装置性と裸手労働に照応して品種改良を徹底的に発展させ

る， という技術方向をとった。

したがってその第1の特徴は，用排水施設造成，管理における労働と技術発展であり，第2が，

先述の品種改良種子，肥料への生産力発展の偏情性，その他税穀鵠務労働の絞行的機械fじであ

る。

そこでは，とりわけ水の，土地装置不可欠の補助材料的性格の意義を大ならしめた。

水は，水稲の生態的環境のf足進的要毘としては，保温(水深調節と水管理労働の大いき)と

同時に肥料分，保肥カにも強い関係をもっ。

自然供給水の所要量は，(1)葉面蒸発41m3/ha(2)水面蒸発量42m3，(3)地下j参透量50m'，計133m' 

を要し，無栽土音放護の場合の倍量を必要とする。したがってそうした念大な水を保醸する用排

水技術，同施設造成技術の運用主体が支配階級であり，その技術独占を通じて，農業労働の編

制がおこなわれたこともあらためて指摘する必要はないであろう。

水は当然，土地ないし務設と一体化し，土地所有制度と不可分の関係にあり，その技術過程

を分離しうるような耕地整理は明治末の論争から大正にかけてはじめて絡についたといえるの

である。

他方，そうした貴重大な供給水は ha当り， 20-25キロの燐酸分， 13-15キロの窒素分を供給

する。こうして，土地制度とあわせ，土地生産性を高める方向で農業生産カが半強制的に追求

され，周倒な水管理労働のための小園制，連作の形態が形成された。水田の場合は，水利用に

よってそれが可能で、あり，したがって，わが国では商欧の農法にみられるような輪作による地

カ維持の認識およびそのための労働口技術と農法は十分には形成されえないできたのである。
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また，保肥カを高める保水の強化のため，床じめ労働， くろぬり労働等の重労働も加わる。

逆に吸肥カの多い品穣OlizaSativa Japonica (Indicaでなく)が，土地生産性を高める方向で

改良を重ねられていった。また，元肥と追肥の分鳩労働もおこなわれるようになった。

栽植密度， a植方式，何れも労働j集約的な方向で農法が追求され， しかもそれを規定する同
じ関係が労働手段の発展を限害した。

慕本的には，そうした生産力の諸態様のうえに，最近大型機械化「一貫」体系が導入されは

じめたのである。その条件はいうまでもなく農業労働力の流出，つまり集約的裸手労働体系を

支えた家族制度，農村地域社会の変fじであり，その過渡を媒介したのが道具的作業機械，小型
耕転機の普及である。

それは，一方で、は農地改革による土地所有制度の変化と，他方におけるMSA以来の方向づ

けをもっ日本資本主義の復活過程によって現実化され，そこには小農的生産様式と，それを規

定する資本主義的生産関係の刻印をもっ農業技術展開の軌跡が見られるのである。

その特徴を要約すればつぎの諸点が自立つ。

(1) 軍事産業技術の王子和産業への転換利用

箪需市場を失った資本が，園内市場において農業を対象領域として転換した例は少なくない。

戦時中の軍事産業技術，たとえば航空機エンジンの発達による小型高速空冷方式の利用が小型

自動噴霧機，撒粉機， ミスト機を可能ならしめ，毒カ、、スの生産技術が農薬に応、用された。農地

造成の土木技術にみられるブルドーザー，また耕転過程における小型耕転機もおなじである。

(2) 小農的技術体系枠としての小顕制

しかし，それらが小農的生産様式の中に定位せしめられるためには，いちじるしい技術学的

輩出が必要で、あった。というのは，小E鞘Ij一低所得という経済関係ともにーにあわせた動力耕

転機は動力における効率を十分発揮せしめえぬ「小型J(したがって浅耕)以上にでられなかっ

たからである。

またそれによって田植，収穫の二つの労働ピークは基本的にはくずされない(その農繁労働

が家族数の大きさを規定した)。動力税穀，ライスセンタ一方式で間接的にピークをくずすとい

う限界があった。

しかし，労力不足はそれ以上に進行し，こうして大型機械化「一貫」体系にいま半強制的に

誘導促追せしめられているのである。

以上のように日本農業の，本来的な意味での技術発展がいま苦渋にみちた形で追求されてい

るのだが，それを規定する土地制度および小農的生産様式が卒くから克服されている場合はど

うか，それをアメリカ農業における技術発展についてみてみよう o

アメ 1)カ農業もその労働予段からいえば，その植民地時代は鍬hoe，木撃 swingploughを

とし，ブラウの刃にブ1)キないし鳥踏の鍛鉄を着装する程度の水準であった。

独立革命に前後して，先行ヨーロッパの科学的農法，たとえばノーフォーク・システムが取

入れられたが，それはアメリカには根づかなかった。ノーフォ…ク・システムを規定するのは，

根菜の導入による科学的輪栽(地力維持)，それによる生産力発展で，それを農業革命として全

面的に苛うにはエンクロージャーという土地制度の改変が必要であった。そして，それにとも

なう労働集約化がやがて農業機械fじという農業技術の発展を必然的たらしめたのである。 (5)

これにたいし，アメリカの場合は，広大な「無点取地」への西漸のため，地力維持より労働

節約がより緊要で、あり，その結巣，(1)根菜類導入による労働集約的地カ維持より，玉もろこし
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の導入によるチスター・システムがとられ， (2)しかも，玉もろこしの中耕除草労働の増加を節

約するため，ストレートに畜力作業機が開発されていった。そのイニシエーターは機械好きの

農民，野かじ等で， 1800-1830 年にはブラウ関係の特許 124種，とくに 1800-1850年には援土

板の特許は 200種をこえる試作競争が壊関された。こうして， 1837年G・デービスや， J .ディ
アーの綱鉄プラウが完成されていった(それは鉄道建設にともなう鉄鋪業の発展とその技術的

開発，生産カ発壌を前提とする)。

収穫機も，当初の鎌 sickleから大鎌cradleへの発展後，マコーミックとハッシーが1833-34

年リーパーを完成した。畜カ中耕除草機は 1820年から開発され， 1840年には専用有輪中耕機

(50年代エスタ 1)の改良)がつくられた o

さらに 1840年にピットの脱穀機が実用化され，同じくべノックの条播機もつくられた。

こうして，西漸運動とともに， 1840年ころ富力作業機の技術的体系itが完成し，そのことが

また西漸運動を拡大し鍛鉄プラウその他による重粘土，芝草地帯の開拓の可能性を促進した。

このように，産業革命から産業資本の確立に接続して，農業の作業機においてもアメリカ農

業技術革命がおこなわれ，農業労働の資本主義的社会化の条件が早くもつくられていったのが

アメリカの農業技術の特徴である。その意味で，それは典型的な技術発展の道を歩んだといえ

よう。

こうして， 1830， 40-1900年がアメリカ農業技術革命の時期といわれる。前半は畜力機械化

一貫体系の完成，後半はその普及の段時である o イギ1)スのコーンローの廃止による小麦市場の

拡大，市民戦争による労力不足等がそれに拍車をかけたことはいうまでもない，

ここで特徴的なことを 2，3指摘しておくと，つぎのとおり。

(1) 産業革命の根幹が作業機にあったようにアメリカの農業投手f.j1存命もまず作業機を中心に

展開されたこと。

(2) それは土地生産性より，労働生産性へむけられるという本来的方向で追求，展開された

こと(その条件は前述のとおり)。

(3) したがって，土地単位面積当り収量は 1866年から 1900年迄1割弱しか上昇していない。

むろん，品種改良も行われたし，方面肥改善もおこなわれたが，それは何よりも作業機械化に適

合的な方向にむけて追求されたことが重要なのである。

品種改良でいえば，小麦の場合， 日本のように土地生産性を高めるため，施肥し，多肥に耐

える長秤種の開発でなく，逆に機械化に適合した短稗隣室，穂、丈の捕っ方向での品種改良で，し

かも施把は収奪肥料分を補給する程度であった(稲の場合は穂、重による倒伏をふせぐため草丈

の低いことが必要だったが，それは藁の利用と矛盾し，中程度のものとなった)。

したがって，裸手労働，多収を目標に改良を極度におしすすめた改良品種の種子をそのまま

に，大型機械化を進める矛盾がいまわが国では生起せざるをうないのである(そうした技術発

展の総合性の軽視が，今回の冷害激化の一国となったこと先述のとうり)。

ところで，アメリカでは市民戦争後の畜力作業機体系の確立と，西漸運動によって，アメリ

カの農機具工業=資本は早くも確立したのみか，産業資本主義の中で第 l級の地伎をしめた

(1880年の農機呉工場数 1943にたいし 1890年910工場と早くも集中過桂を歩み， U.S.ス

チールの合罰した翌年 1902年マコーミックを中心にインターナショナルハーベスター設立)。

こうして， 20 世紀は動力における内燃機関利用のトラクタリゼーションを中心に農業技術が

麗関する。



16 教脊学部紀望書 第29号

ここで特徴的なのはアメリカ的コンベヤー・システムをとるフォードがトラクタ一生産に乗

出し， 1917，8年から 1925年にかけてインターと載をきそい， (とくにホイール式)低廉な価格

で販売するが結局敗退することである。

というのは，フォードはトラクター専門生産量のみで，アタッチメントの作業機調達は他社依

存というのでは農場にとって非能率で，そのため総合農機生産資本であるインターナショナル，

J .ディアが結局市場支記をする(フォードは敗退する)。つまり，独占体制jの段階にいたり，
機械化「一貫J 体系が独占のイニシアティブによって形成されるが，それは本質的には農業資

本確立段階における畜力作業機体系の定成(いわば農工平等の交錯関係のもとでの)をひきつ

ぐものであった。この両面を見失ってはならぬ。そこには農業を中心とする技術の総合伎の側

閣が厳存するからである。

もう一つの特徴は，技術発達とともにトラクターの軽量化がおこなわれたことで， 1915年の

平均2.5万ポンドは 1917年の0.5万，現在の0.2万ポンドと重量はこの半世紀でl割以下に

なった。

そのことが家族的農業にも両大戦間にトラクタ 1)ゼーションを可能にしたのである。

そうした農業及ぴ関連技術の世界史的発展を前提にして，いま日本の水田=稲作及び北海道

熔作にも大型機械化「一貫」体系が導入されつつあるのだが，その「一貫」性は日本の農民的農

業から内発的に生成したものではなしそこに日本の農業技術の総合性という点から多くの技

術的矛盾をともなわずにはおかない一闘がある。

しかも生産関係(土地制度，市場関係)，小農的生産様式(とくに地毘)の異なる状態を

本的にはそのままにして行政的，セールスプロモーション的に大型機械化

められる O そこにつぎのようなさまぎ、まな問題がでてくるのである o

(1) 機械事故，農薬事故等，農業労働災害の多発

(5) 過剰投資と階層分解の激発(とりわけ，農民の借金自殺)

(3) 冷害被害の激化

体系がすす

われわれはむろん農業技術の発展の積極論を評価する。労働の社会化の必然だからである。

しかし，それにともなう諸矛盾が現実技術の歪曲性にもとづくとすれば，そこにはそれにた

いする対策，技術の現実的適用の条件の吟味と条件設定のきわめて不十分な点を重視せざるを

えない。むろん，本質的にはそれが小農的生産様式と独占資本主義的生産諸関係に規定されて

いるのであってみれば，そのこととのかかわりぬきには単なる糊塗対策に堕するが， しかもそ

うした点においてすら，その調整をすべき立場にある行政がそのことに配癒をおこたっている

こと，それのみか政治的経済的責任を回避した形での構造改善事業として大型機械化

体系が半強制的に導入されていることを指摘せざるをえない。

もともと，小農的生産様式を支配的形態とする日本農業にあって一一一それを規定した歴史的

生産関係は悶様に一一本来的技術発展を品種改良，施肥等の土地生産性の専一的追求のもとに

いちじるしく歪曲してきた。そこでは，篤農的な経験的品種模索から試験場における「科学的」

交配品種への発壊がみられ，そうした公的な技術支配と同時に，それに照応した公的技術教育

支配がおこなわれてきた、といってよい。

農地改革によって農民はそのかぎりにおいて小型耕転機の導入による生産力発展の端絡をとら

えたが，それは半封建的地主的生産関係にとってかわった従馬的国独資的生産関係のもとでで

あって，その結果の一頂点がいま大型機械佑 体系への誘導・普及の矛盾となっている
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のである。

そこでの大型機械はその体質において一一1960年の増価額 1，266億円から 1974年の 7，481

億円への一一拡大市場商品にすぎない。その技術合理性はそれが農民に無縁たりえないかぎり

でのものにすぎない。そして，行政がそれに従属する。

したがって，そうして導入された技術手段は農民の生産力を形成するうえで，さまざまな矛

腐をもたらさざるをえない。

しかし，そのことを現実の経験のなかから農民は学びつつある。大型機械とはいえ，その主

体的契機を無視しては生産力たりえないからである。

そして，そこに再び技術技能教育=学習における対抗関係が形成される。

そうした照応関係を，まず，農業生産力形成の現段階における構造的諸関連として北海道の現

実に却して明らかにして本論の定点としたいと考える(中心はむろん大型機械である)0 (引

注 1. R， Krzymowski， Geschichte der deutschen Landwirtschaft (Stuttgart， 1939) 

S196 -197 

この土地生産性を中心とするとらえ方がA，Thaer (1752 - 1828) Walffen (1788 -1853) ， Voght， v 

Thunen (1783 -1850)にいたる農業護学 St呂tikdes Landbauesの系譜のものであることはいうまで

もない。松本五楼「綜合肥料学J (1939)もドイツ系幾学の例外ではなかった。

注2. 1950年代半以降，加用俗文，飯沼二郎，熊代幸雄，の諸氏によって農法論研究が水準を濁して発展せ

しめられた。これによって，農業技術論は既述の「農業技術特殊説」等の始象論から，援史的，自然科

学的，社会科学的に豊かな内容を約束する研究方法を獲得したが，王見:tE，技術論との関係は逆に稀薄と

なり，主重要な第2の課題を提供しているように考えられる o

注3 現笑，品種改良は，したがって，行政的試験研究機関でおこなわれ，それは最近の大型機械化の進行

にともない，シードセンターと採種農家の体系的分業化へ移行しつつある。それらの統一的把握が農業

技術教育にしめる意義の高きは，そこに(同一経営内の労働の異種性)一つの原因をもっといわねばた

らぬ。

注4. しかも，ffl排水体系は個別経営のみでは支配しえず，そこに特殊な水利総設を中心とする共同体的関

係が成立し， しかも水利減設を造成するものの支配関係がそれに重重合する。この点も現:tE国家投資(大

型濁場整備)による農業技術支配の一条件となっている。

注5. 前述した農法研究の現到達水準は，それを①作付方式，②地カ再生産方式，③労働手段体系 r技術的

三車E礁j としてとらえる点にある。(たとえば江島一治「農業経営学と農法論農法展開の論理j幾

法研究会編，お茶の水警J;t.i1975，21HO がその一代表といえる。この規定は加用傍文氏の「生産カ=技

術検点からみた農業の生産様式，換言すれば農業経営様式または幾耕方式の発展段階を示す歴史的な範

鴎概念J との「幾法」規定を発展させたものであるが，生産力を技術と等置しているように，それは不

正確といわざるをえない。

第uこ，客観的な「技術」には生産量カの主体的契機は含くまれぬこと。第2に前述の r3範鴎」のう
ち労働手段の体系たる技術が中心的地位をしめる技術構造が王子板にとらえられている点を克服する必要

がある。土地の装震性にふくまれる「地カJは労働手段(本来的なそれは労働手段としての土地の双方)

によって生産体系の中に顕現して定位せしめられる。したがって，加用信文氏の理論的寄与，三樹制か

ら輪栽式への移行過程に毅慈式が位置つ。けられた点は，封建的三箇制による耕作強制からの農民の自主

的契機の指摘(労働手段は!日式)として高〈評{聞きれねばならないが，同時にその移行をさらに促進し

たのがJethroTul1の畜カ条播・中耕機drill-and horse叩 hoeという労働手段の開発・使用であって，そ

の主導伎がとりわけ強認されねばならないであろう。それによって根菜類の作付という「作付体系」と

縛耕による「地力再生産」が可能になったのであって，三範鴎は並列的なものではない， と雲表者は考え

る(加用{議文 f日本農法論jお茶の水害書房 1972.4. 123 Ji:参照)。
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主主6 本主撃における筆者の農業技術論の原裂は拙稿「農業技術学の方法論に衡する覚え警ー燦業技術と地価

統制一J(日本勧業銀行 f自彊d1943.5一以下6回連載)にある。したがって戦後の星野，武谷技術論に
たいする中村静治氏の批判と克服，農業技術論プロパーの分野てiま既述の農法論の成果の継承・発獲が

筆者の課題であるが，それは別途に男さされねばならないと考えていることを附記したい。

第2章北海道農業生産力形成の現段階

1. 北海道農業の展縄過程の特質

(1) 北海道農業の藤史的性格

北海道農業が本格的に形成・展開されはじめたのは明治期に入ってからである。この場合，

生産の拐い手はむろん本州、|からの移民であり，農民経営が支配的となったから，その生産力形

成・展開の基本的性格が，在来日本農業と軌をーにしていたことはいうまでもないが，北海道

の開拓が日本資本主義の「内閣植民地」的位置づけのもとに展開されたことは，北海道農業の

生産力形成を支配的に方向づけることになったといえよ 70明治期のa本資本主義にとって北
海道は経済的に「辺境」として位置づけられた。(1)すなわち，北海道は資本にとって「占拠され

ていない，自由な土地J(レ…ニン「ロシアにおける資本主義の発展ム『全集ゎ第 3巻 627ペー

ジーアイヌ系住人の権利は無視された)として存寂し，これと移住者を結合することによって，

当初から国内・世界(市場)を前提とする商業的農業が展開せしめられ，その麗開過程のなか

で合わせて罰内市場を拡大してきた。このような資本による北海道農業の当初からの位置づけ

は，その生産力形成，農業技術の現実的展開にも府県の場合とは相対的に異なった影響力をも

ったことは否定できない。

このような視点に立つと，北海道における畑作はその特徴をもっとも端的に示しており，資

本の要請に直接的に応える形で，作目としては加工原料農産物を基軸に，地力掠奪的に展開

された。しかし，このような農業展開はやがてそれじたいの内部的矛盾の顕在化と市場条件の

変化によってゆきずまり，その再編成をよぎなくされる。ωそのひとつの問題は，地力掠奪的畑

作農業が地力再生産構造をいかに由後するかということに帰着する。それは，具体的には畑作

に輪作体系を加味すること，あるいはその一環として畜産(および飼料作)を導入するという，

それじたい農業経営方式，農法にかかわる問題である。いまひとつの鵠題は，本州、|から移住し

てきた農民が主としてその生活を維持するための必要性から稿作を根強く志向し，それが北

海道に定着・展開する過程で，あらたに技術的，経済的諸矛盾に夜面したということである。

そして，畑作・稲作を基軸とする生産力構造のもとに寄生地主寄りが独自の展開をとげ，地主

による農民収奪が，生産力構造の危機をいっそう深刻なものとした。さらに，この過程で，

業生産をめぐる地主・資本と農民との対抗関係はいっそう激烈なものとなったが，これに対す

る地主・資本の側の政策的対応はもっぱら拓嫡政策を中心に展開された。しかし，第一次世界

大戦以降の時期に及ぶ北海道農業の再編成過穏は，このような地域農業の独自的課題に対応する

ことを許きず，むしろ，ますます国家統制が強まり， 日本農業全体にわたる国独資的再編成の

一環として進行したのであった。

戦後，農地改革によって半封建的土地所有が消滅し， 1950年以降，作付統制が撤廃されたこ

とにより，北海道農業が農民的商品生産として展開する新たな条件が与えられた。事実，その
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展開過程は， 1950年代前半の戦前の生産力水準への間後過程を経て新たな展開を見せるのであ

るが，それはほぼ1955年をひとつの頂点としてやがて小農的商品生産をめぐる矛盾の深まりの

なかでゆきづまり，その後はその資本主義的「打開」をめざ寸農業「近代化」政策によって支

配的に方向つ。けられることになる。

この場合，北海道においては，一農業「近代化」政策を基調としつつも一，その政策的意図

が「地域開発」政策の中に強く貫徹してきた点に詮居しなければならない。すなわち 1960年以

降本格的に展開されてきた農業「近代化」政策は，全体として農民に対する選別・分断を基調

としつつ，具体的には農業構造政策と農業市場政策を 2つの柱としてきた。前者は農業構造改

善事業，後者は貿易自由化の推進を中軸とする価格・流通政策をその主な内容としている。そし

て、このような農業「近代化J政策は北海道「開発」政策と一体佑しつつ，その政策目標をい

っそう明確に体現してきたのであった。

いうまでもなく北海道「開発J政策は，戦後の資源開発から産業再編成(スクラップ・アン

ド・ピルド)へとその基調を移すなかで，農業はしだいに開発の重点からはずされ(したがっ

て全体としては「スクラップ。化Jとして方向づけられ)，ごく一部の農家層を中心に「高生産性

農業J をつくるという，その意味で農業構造政策の北海道版として位置づけられてきた。しか

し，農業に対する「スクラップ。北」の方向は，畑作・畜産物の貿易自由化，米の減反政策など

によって強〈貫徹し，現に，北海道農業は，生産力構造，農家経済の再生産構造において重大

な危機に直面しているのである。

(2) 農業技術・生産力発援の特費

前項で指摘した北海道農業の歴史的性格を前提として，農業技術の形成およびそれを基礎と

する生産力発展，さらにその生産様式の麗史的過程としての農法の性格変fじに着目するとき，

北海道農業生産カの現段階の考祭に欠かせない視点として少なくとも次の諸点をふまえておか

なければならない。

まず，第1に府県農業技術の継承という点である。北海道の技術，農業生産カの展開の場は，

前項で指描したように，畑作を超点とし， J峯次，稲作，畑作，商産(一部に畑・畜混悶)の3部

門構成となった。このなかで農業技術は，おおむねそれぞれの部門ごとに形成・発展してきた

のであるが，この場合，前章で指摘された日本における農業技術の歴史的特徴はほぼそのまま

ひきつがれてきたといえる。すなわち，稲作技術における土地生産性への偏侍性(土地，水の

重視)，労働手段体系の地伎の{止さ，さらに畑作・畜産技術の未発達，などである。

第2に以上のことを前提としつつも北海道農業技術の相対的・独自的発展という側面カf指摘

されなければならない，それは大別して欧米畑作・富産技術の導入の可能性として存在したと

いう一面と，いまひとつ，それらの移植・開発をふくむ行政(試験研究機関) ・資本(主とし

て農産加工資本)の農業技術開発が進められてきたことに示されている。(品種，農機具など)。

第3に，稲作，畑作(およぴ畜産)のそれぞれについて，農民による新しい農業技術(直播

機などの農機具，品種)が開発されてきたという点も軽視できない。

また大要以上3つの農業技術がそれぞれ期途な発展をたどり，とりわけそれらが農民的農業

技術として十分に総合的・統一的に形成・発展きれなかった点が特徴的である。

農業生産力の形成・発展についてまとめるならば，これら農業生産力の客体的契機としての

農業技術(労働手段の体系)がその主体的契機である農業労働力と結合するさいに，資本主義的生
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産関係と小差是的生産様式が強い規制要因となったことを基本的な特徴として指描しておかなけ

ればならない。とりわけ，北海道では農業生産力の展開条件が行政・資本主導的につくられて

きたため，農業生産力発壊における小農的生産様式との矛盾もいっそう大きかったといえる。

そして，この過程で，農業生産力の発展における流通過程(貯蔵・保管・輸送など流通過程に

延長された生産過桂とともに)の諸条件が重きをなし，農協組織がひときわ高い位竃を占めて

きたのであった。

こうした条件のもとで，現在，農業機械投資を中心に形成された大型機械化「一貫」体系を技

術的基礎として，農業生産力をめぐる対抗関係がいっそう鋭くなっている o とくに北海道の場

合，すでに兼業農家が大半を占める府県の場合と巽り r専業農家Jを主たる構成部分とする農

民階層構成のもとで，その矛膚，対抗関係がより広範に顕在化しているといえる。

2. 農業生産力の現段階

(1) 農業生産力の不均等発展

農業生産カの歴史的発展過程は，①個別農業生産単位(経営)，したがって個別的生産過程にお

ける生産力の展開と，②社会的再生産過程における総体の農業生産カ，との統ーされた過程であ

るとみることができる。とくに後者については，単に農業生産部門内だけでなく，他の生産諸部

門との関連における農業生産力の水準・伎霊を明かにすることが必要で、ある o このような視点

からまず指摘されなければならないのは，農業生産力の不均等発展である。それは，第 lに工

業生産力との間の不均等発展としてあらわれる oこのことは資本主義社会に箇有の傾向であり，

臼本の資本主義発援のなかでも一貫した傾向であったが，最近の北海道においても，その近畝

的指標として生産指数をとると， 1970年を基準年次とする 1974年の数値は，工業117.2に対し

農業は 109.1とたちおくれている。また，北海道における農業と他産業との比較生産性を就業

者工人当り純生産についてみると， 1974年において，農業は他産業に対比してら4.0%にすぎな

い。第2に，農業生産諸部門間の不均等発援の鍋向が顕著になっている。ちなみに 1970年を基準

年次とする主な生産部門の生産指数は，耕種l∞.9，うち米84.9，麦類109.5，雑穀268.7，豆
類 111.3，いも類 84.9，野菜総合 140.3，果実 122.6，花~ 241.4，工芸作物(主としててんさ

い)81. 0，畜産127.8，うち乳用牛130.9，肉用牛336.0，豚153.0，ブロイラ-71.0，鶏卵 115.

5，生乳118.0，などとなっており，生産の伸び率の農業生産部門ごとの不均等が目立っている。

第3に，農業生産部門内における生産力の不均等発展は，さらに地域間，農民階層間において

も顕著になっており，地域間では生産部門ごとの主産地とそれ以外との格差としてあらわれて

いる。階層関格差についてはのちにふれる。

以上のような動向のなかで，日本の農業生産の総体における北海道の位蓋は，むしろ高まり，

とくに主要畑作物，乳用牛，牛乳などでは，北海道が最大の産地となっている。このことは府

県における農業生産量カの停滞fじないし後退が北海道を上回る速度で進行しているという日本農業

の危機的状態の反映でもある o さらに，農業生産力をめぐる不均等発展の諸相が，工業開発優

先の「地域開発J，農産物貿易自出化，農業構造改善事業を中心とする農業「近代化J政策の展

開によって促進されていることはいうまでもない。

(2) 労働生産性・「土地生産性」の践行的展開

農業生産Jj水準に関する計量的・近似的指標として，生産農業所得を専従業者l人当り，耕

地10アール当りについてみると図2-1のとおりである o この2つの指標をそれぞれ労働生産

性 r土地生産性」の近{以的指標とみるならば，①長期間にわたる趨勢としては r労働生産性J，
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労働生産性・「土地生産性」の推移図 2-1
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注L農林省「農業所得統計」によって作成

2.1970年を基準年次としてデフレートした数値

「土I也生産もとも上昇傾向をたどっている。②1960年代の前半期は労働生産性・「土地生産性」

はともに停滞的である。③1960年代後半は，調者が併進的に上昇している。④1970年代に入る

と労働生産性の急速な上昇，-土地生産'1'生」の停滞傾向がみられる。つまり，両者の披行的な

いし不均等な展開がみられる。

さらに主要作物の10アール当り投下労働時間を表2-1についてみると，各作物とも一貫し

て急速な減少を示している。他方，主要農産物の 10アール当り収量の推移をみると表2-2に

示したように， 1960年代，とりわけ 60年代の後半は，各作物ともおおむね上昇傾向にあったが，

70 年代に入ると，畑作物の10アール当り収量の停滞ないし低下額向がみられ，したがって労働

生産性指標との対比では不均等性があらわれている。このような傾向は関2-1の示す傾向と符

合しているといえる。このように 1970年代に入って顕著にみられるようになった「労働生産性」

と「土地生産性」の不均等な展開は，もともと農業の生産様式によってその意義を異にしている。資

本制生産のもとでは，そのことがかならずしも利潤率低下には結びつかないが，日本のように小農



22 教育学部紀要第29号

表2-1 主望号作物の10アール当り投j::労働時間の推移(北海道)

一作一一物~一一主f. 次 1臼61 (A) 1 970 1974(B) 日/A X 100 

会社 138.8 90.9 70.0 50.4 

変 34.5 26.8 6.2 18.0 

li h，、しょ 49.2 24.6 19.0 38.6 

f二 し、 ず 36.5 29.6 18.2 49.9 

し、んげんまめ 27.7 20.7 16.8 60.6 

てんさい 73.5 50.0 39.1 53.2 

i主1.農林省 r'iJ:産物生成~'t1(謝交」による。
2.単位:時間j

奇襲2-2 ::ì三喜芸作物の 10アール当り~X:誌の推移(北海ill)

王子4空 水稲 小麦 (まtLし、しょ 大 5l. 小'si.. 3奈良 牧 1fiア てんさい

1 960 4α) 207 2，015 1159 163 166 ※ 1，875 2，269 

6 5 334 167 2，380 130 120 151 2，280 3，040 

6 6 283 119 1.860 69 60 88 2，1号。 2，700 

6 7 453 281 2，530 170 175 156 2，810 3，320 

6 8 474 333 2，730 161 141 160 2，880 3，840 

6 9 351 294 2，460 137 119 163 2，920 3，540 

7 0 443 102 3，100 162 155 175 3，240 4，:310 

7 1 273 172 2，660 100 74 14官 2，740 4.050 

7 2 500 265 3，050 176 174 192 3.240 4，780 
7 3 479 268 2，920 182 174 185 3，190 4，780 

7 4 503 278 2，680 180 164 175 3，300 3，950 
7 5 446 239 2，930 195 134 158 3，150 3，660 

討=.1.gさす本Wril'物統計)による
2※牧却の1960年の械の以誌は1961年について

的生産様式が支配的な場合には，両者の併進が，その生産様式の中では，それに適合した生産

力展開の形態であるといえる。逆に，両者が相互に不均等に推移することは，それじたい，小

農的生産様式下の農業生産力機造をめぐる矛盾が深化していることを示している。以下では，

その内部構造について考察することにしたい。

(3) 農業技術の新段階一大型機械化「一貫」体系一

さきに農業生産力水準の指標について考察しださいに， 1960年代の後半と70年代とでは異っ

た動向を示していることに着目したが，このような農業生産カ水準の動向を強く条件づけたの

は農業機械化の進展である。(3)いいかえれば人カ・畜力用農機具から披行的機械化を経過する大

型機械化「一貫」体系への移行が現段階の農業技術の発展過程をもっとも端的に特徴づけてい

るとみることができる。ちなみに，表2-3は主要作物の投下労働時間のうち畜力・動力利用

時間の推移を示したものである。この表によると，いずれの作物も， 1960年代に入って畜力利

用時間が急速に減少し，逆に動力利F百時間が増大しているが，両者の利用時間の大小関係が相

互に入れかわるのは米に勺いては60年代の初頭，畑作についてはほぼ60年代の後半期である。

そして， 70年代には，いずれの作物についても畜力がほとんど清いられなくなっている。また，

表2-4は，主要農業機械の北海道における全般的な普及状況を示したものである O この表に
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表 2-3 動力・ 3主力利用時間(北海滋)(10アール当り時限)

医者
米 If tL ， 、しょ てんさ し、 あ ず 、託

苦手カ 動カ 省カ 重ifJ カ 畜カ 動力 議:カ 動力

1 957 9.7 2.8 11.0 0.2 9.2 0.2 6.9 2.1 

5 8 8.9 3.4 9.5 0.2 9.0 0.2 6.6 1.3 

5 9 9.1 3.3 9.1 0.8 9.7 0.4 7.7 1.3 

6 0 8.4 4.1 9.6 1.0 8.9 0.6 6.3 l.2 

6 1 7.6 4.8 9.3 1.3 8.8 0.8 6.2 1.0 

6 2 6.0 6.2 8.3 1.5 8.5 0.8 4.0 1.2 

6 3 4.6 9.5 7.4 1.7 8.1 0.8 3.8 2.4 

6 4 3.9 11. 3 6.0 1.9 6.6 1.1 4.1 l.3 

6 5 3.6 10.9 5.7 1.9 4.6 1.5 3.1 2.3 

6 6 3.0 10.9 5.1 2.1 4.8 1.7 2.3 1.5 

67 2.6 12.9 4.5 2.5 3.9 1.7 1.9 2.4 

6 8 l.6 13.1 4.0 2.8 3.0 2.8 1.8 2.7 

6 9 1.6 12.8 3.1 3.2 2.4 3.0 0.6 3.5 

70 1.1 12.8 2.0 3.2 2.0 3.0 0.5 3.6 

7 1 0.7 12.7 1.5 3.7 l.6 3.4 0.2 3.4 

7 2 0.6 13.6 1.1 3.9 0.9 4.1 0.3 3.2 

7 3 0.3 15.7 0.9 4.1 0.5 4.3 0.1 3.7 

7 4 0.1 10.5 0.5 4.6 0.4 4.5 。。 3.1 

注 農林省「慶長主物生産量費調査」による

表 2-4 主要農業機械の普及状況(北海道)

(単位:合)

長瓦一~ー土次 1960 1965 1966 1967 1968 1970 1971 1972 1973 1974 1975 
高 提終 殺 揮

農用}ラクター 1，810 7，597 9.563 13，168 
114，540 114，470 118，330 120，480 121，980 131，365 

動力耕うん機 13，200 72，720 77，730 82，110 
6，100 16，210 22，220 22，180 26，710 18，840 28，350 25，550 24，860 28，410 24，216 

力目j 散 粉 機 7，100 23，870 29，130 33，790 36，940 43，180 41，170 39，840 42，420 42，370 24，341 
機除 スピードスプレヤー 50 197 248 344 567 .. ... .. 
出 M 機 370 300 1，060 1，360 6，260 11，538 

揖 減

動 カ ;(11 取機 3 ... 945 11，730 23，760 16，760 31，670 37，840 40，930 43，430 37，155 
自脱烈コンパイン 1，410 2，200 3，940 4，540 6，510 11，714 

乾 燥 機 25，010 31，280 35，280 36，990 46，150 47，180 47，570 48，470 40，793 

一
主主 北海道E義務部「北海道農業統計重量」による ※は農林省i'農業動向総合把握」による。

よると，年次号Ij普及状況は機種によって異なるが，動力耕転機が1965年でほとんどの農家に普

及したのに対し，乗用トラクターは，それが本格的に普及しはじめたのは1960年代の後半に入

ってからである。いま，その階層別普及状況を表 2-5についてみると，動力耕転機とトラク

ターの普及をめぐる階闇別動向のちがいを明確に読みとることができる。すなわち乗用型と歩

行型とを合わせた台数(その大部分は動力耕転機)は 3ヘクタール以上!習で100%前後の普及

率を示しているが，乗用トラクター30馬力以上をとると， 10ヘクタール以上層で48.9%，15ヘ

クタール以上閣で87.1%と，そこに明瞭な階膚惹が存在する。つまり，動力耕転機がほとんど

全階層的な普及状況に達したのに対し，大型トラクターは，依然として中・上層， とりわけ上

層農を中心とした普及の水準にとどまっている。
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表 2-5 トラクターの幸子及状況はじ紅il'1)

;hh 総長芸家数(戸) 乗沼型十歩行型 乗用 30M~力以上
B/A (%) 

(A) 台数(会)ちB) (fi) (C) 

キ壬
tz 
耕
.ttT， 
盈i

j夫
耳目

-1 ha 25，460 3，690 

1 -3 24，730 19，380 

3 -5 28，980 31，040 

5 -7.5 23，880 28，000 
7.5-10 11，780 12，570 

10-15 11，600 11 ，450 

15ha- 15，300 15，850 

計 141，730 121，980 

注1.差是林統計協会「差是業機械統計」によって作成

2 . 1973ip 1月現在

50 

510 

1，500 

3，100 

2，920 

5，670 

13，330 

27，080 

飽2-2 差是業機械化の過程

14.5 

7.8 

107.1 

117.6 

106.7 

98.7 

103.6 

86.1 

人力・畜力差撃機兵→(蚊行的機械化) →大型機械化「一貫」体系

{動力幾重量機械
〈労働手段>1人カ・畜カ燥機共→{ →大型動力廃業機械・施設

(人カ.~若カ差是機具

〈労
{家族労働 {家族労働j

働>1i →{ 
i一部雇用労働 [一部尊重用労働

(家族労働
雇用労働

(家族協業
一→〈

C/A (%) 

0.2 

2.1 

5.2 

13.0 

24.8 

48.9 

87.1 

19.1 

く労働過程>1家族協業 →家族協業
l経営問共同労働(社会的協業の務茅)

以上の動向を基礎にして農業機械化の過程を鴎式fちするならば間2-2のようになろう。すな

わち，これまで日本の農業生産力構造の答体的条件であった人力・畜力農機具は，耕転過程の

動力化を基礎にして，蹟行的機械化を経て大型機械北「一貫」体系(大型流通・加工・貯蔵・

保管描設などがこれに連続する)に移持しつつあるといえる。ところで，入力・畜力農機具か

ら大型機械化「一貫」体系に移行する過程でたどる肢行的機械佑の段階は，すでに戦前段階で

脱穀・謂製過程の動力機械fじを出発点として進行しており，戦後は，その全自動化とともに耕

転過程，肥培管理過程の部分的動力fちが進んだ。その擦，その中軸的位置を占めた労働手段は

動力耕転機である。動力耕転機は，その機種によって性能を異にするが，その動力化の範囲は

おおむね耕栽過程に限られ，それも浅耕にとどまる o そして，内蔵する涼動機を他の作業機に

結びつけて動力化の領域を拡大することは留難であって，この点からも動力機械化は部分的，

践行的に進まざるをえない。この点が，のちに普及するトラクターの汎用性格と大幅に異なる

のである。

また，動力耕転機を基軸とする農業技術の現実的展開のいまひとつの特設は，それが基本的

に小農的生濠様式の枠内で、広範に普及で、きる技術的・経済的条件を有し，げんにほとんど全階

層的に普及してきたということである。 1960年代は，まさにその進行過稜であり，このことにより

農業機械生産資本は広大な国内市場を獲得することができた。しかし，この動力耕絃機を中軸

とする披行的機械化の段階は，その現実的展開の過程で，小農的生産様式との矛震に車部する。

そのひとつは労働力問題として顕在イちする。すなわち，敏行的機械化(主として耕悲過程)
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にともなう労働生産性の上昇は，それじたい経営規模の拡大を可能とするが，それは逆に機械

化きれない労働過患における労働のピークをいっそう激しくすることによって規模拡大の制約

条件となる。また，すでに兼業化を志向しつつある中・小農民は，部分的・季節的労働のピー

クにより，労働力としての農業からの離脱を妨げられ，経営内，農業内に束縛されてどーク時以

外での遊休fむを拡大する(そのような意味で潜夜的過剰人口を増大させる)。さらに，動力耕転

機は，従来の入力・畜力による耕転過程が動力化したにとどまり，生産力水準を飛躍的にひきあけ、

る技術としての条件を有していなL、。他方，農業機械生産資本の資本蓄積は，動力耕転機が一巡

した段階で新たな機械による市場拡大を求める。このような要請にこたえて出現したのがトラ

クターである。トラクターは，すでに欧米では半世紀前に新しい農業技術の中枢的労働手段と

して定着し， 日本(とりわけ北海道)でもごく一部の上層農に輸入機械として導入されていた

が，それが大量に導入されるようになったのは，やはり国産体制が確立してからのことである。

トラクターの技術的特質は，①大型化によって重筋作業の機域化の範囲が、一段と拡大し，深耕

をはじめとする土地改良的技術としての内実を有すること，(2)その内蔵する原動機に各種作業

等を連結することにより，動力機械化の範簡が著るしく拡大し，さらに各種労働遜程の連続が

可能となること，③以上の特質をふまえて農業生産における機械佑「一貫」体系が技術体系と

してはじめて確立しうるが，これを農業生産力発展の客体的条件としてみた場合，それは農業

の多面的な発展の恭礎的条件をなし(したがってのちに指摘するような現実の機械北にともな

う単作化は機械化の本来的性格にもとづくものではなく，むしろ資本主義的性格による歪曲で

ある)，農業生産カ水準を飛擢的に発展させる契機となりうる。

しかし，このような農業技術の現笑化は，実擦には，資本および行政主導で推進され，農民

的農業生産力の展開にとって著るしく歪曲された農業技術として，大型機械化「一貫」体系が

形成される。以下では，関2-3を基礎としつつ北海道における主要な生産部門，稲作，畑作お

よび野菜作，酪農について，大型機械化「一貫」体系の成立過程を特徴づけてみよう。

北海道における農業生産カの現段階

共河利用

大叡機械化「一食」体系への移行i助手長組2-3
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(調事長・加工)

作相刷

耕転

11斎カ差是機及

111トラクター
1 (動力耕主主機

IIIIトラクター

幾
業
技
術
段
階

貯蔵・保管

一
康
一

一
蔵
刻
一

一
断
崎
一

一
{
疋
一

収穫 選果・出荷(遂搬)

人カ燥機具 入力・トラ yク

入力幾機異 人カ H 

入力・動力農業機械

管理

人カ塁塁機主主

入力(動力)農機具

動力機械

くd)野菜作

耕車2

1 1，若カ際機具

11 動力耕うん機

III 動力耕うん機
(トラクター)

農
業
技
術
段
階

稲作作付税模君IJ反(10アール)当り労働待問(北海道)

日
1 9 5 5 1 9 6 3 965 1969 1 9 7 2 1 9 7 4 

指数 指数 指数 指数 指数 指数
実数(乎t'J 災数 (平均 笑数 (平均 (平均 実数 (平均 実数(平tOJ
=100) =100) =1∞) 1 i =1∞) =100 ) と 100) 

-1.0ha 157.0 125.5 135.5 116.5 124.5 115.5 104.0 128.2 96.9 138.4 
作 115.8 
1.0-2.0 135.0 108.3 118.3 101.7 106.6 98.9 87‘4 107.8 90.5 129.3 
{す 2.0-3.0 163.4 104.4 135.4 108.2 117.7 101.2 94.5 87.7 85.5 105.4 93.6 133.7 

規
3.0-4.0 122.3 97.8 116.4 100. 1 109.4 101.5 85.7 105.7 71. 0 101.4 

4.0-5.0 108.0 100.2 79.8 98.4 68.7 98.1 

核 5.0 -6.0 137.9 88.1 74ι 91.7 62.9 89.9 
111 ι 89.0 112.6 96.8 

日IJ 6.0-7.0 83.2 76.7 94.6 60.9 87.0 

7.0 ha - 73.1 90.0 55.9 79.9 

平均 156.5 l∞.0 125.1 10.0.0 116.3 100.0 107.8 100.0 81.1 100.0 70‘。 100.0 

表2-6

農林省「農産物生産費調査」による

(a) 稲作

稲作技術にとって装置としての土地の改良はきわめて重要な意義を有する o 戦後，かん排水，

暗渠，客土など、の土地改良が広範に行われるなかで，作物品種改良を中心とする労働対象の改良

がすすみ，それが多肥多労の肥培管理と結合して「土地生産性」志向の生産力展開を条件づけた。

事実1950年代の稲作生産力は，入力・畜力農機具の技術を中軸として単位函積当り収量増加を

志向して展開した。 1960年代に入ると動力耕転機が急速に普及したが，それは，基本的には人

力・畜力による労働過程を動力化することにとどまり，それにともなう生産力構造の大きな変

イちはみられなかったが，一部に，耕転労働の能率化，期間短縮による肥培管理の集約先(とく

に防除)が可能となった。このような動力耕証機を基軸とする披行的機械flJは，一面では，動

力耕転機の全階層的普及にともなって表2-6に示したように生産力の階層間格差を縮小した。

しかし，飽商ではこのことが，技術の披仔性(一貫した体系になりえない)と相まって，稲作上層農

の生産力自守優位牲とそれにもとづく上向的発展を十分に裏つ守ける条件となっていないという制約をも

っている。これに対し，1960年代の後半に本格化したトラクターの導入は，技術・生産力構造に大き

注



北海道における幾業生産カの現段階 27 

な変化を与えることになった。まず， トラクターの導入は，従来行われてきた土地改良に加え

て潤場繋備(水田区画の大型化，農道整備)を前提とした。このことは，盛場整備の進展にみ

られる階麗差，地域差がとりもなおさずトラクター導入の賠層差，地域差をもたらすことを意味

する。とくに関場整備，機械化に必要な資金の蓄積，借入条件の差が大きく影響することにな

る。このようにトラクターを基軸とする機械化は，その導入条件において階層差をともなって

いるが，それはさらに稲作生産力にも反映する。すなわち圏場整備を基礎とするトラクター耕

は，深耕の実現やそれによる労働生産性の上昇によって可能となった肥培管理労働の集約化に

よって，単位街積当り収量の増大に結び、っく。事実，1960年代の後半期は，すでに指摘したよ.

うに i土地生産性」と労働生産性が併進的に上昇しており，冷害は十分克服されていないと

はいえ，その最低収量水準が号iき上げられることにより，生産力水準の安定化も含めて，稿作

生産力水準が飛躍的に上昇した時期とみなすことができる。さらに，その内部では生産力の階

層差，地域差が拡大しはじめたことも軽筏できない。

稲作における大型機械化「一貫」体系が現実に導入されたのは 1970年代に入ってからであり，

蹴行的機械化のなかで残存していた田植，収穫労働の機械化が中心となった。この結果，表2-7

表2-7 稲作作業別労働時間(北海道)

工良 好
年次 1 965 1 974 地 お主

合 五十 119.5 70.0 ム49.5

(内 !ti¥ 用) (16.0) (9.5) (ム 6.5)

種 子 寸' t昔 0.4 0.3 ム 0.1

代 a'i 切 7.5 8.1 0.6 

本 E日耕起・守長 士也 7.4 3.2 ム 4.2

71: ~E 4.4 2.2 ム 2.2

夜 名義 1.2 

任l 手段 22.1 14.6 ム 7.5

Jt~l IlE 0.1 0.2 0.1 

草 24.4 12.0 ム12.4

かん排水管潔 9.1 6.6 ム 2.5

ド:)j 日全 1.3 l.4 0.1 

メIj.綴こき 38.5 17.8 ム20.7

もみ乾燥・もみすり 3.1 3.6 0.5 

注 差是林省iCl!:産物生産量'{U号交Jによる

表 2-8 水稲うるち作付品検耳IH乍f寸比率(北海道)
(.J:ti.f立:%)

代(出、々区とハ
196 7 1 9 7 3 1 9 7 5 

品穏名 上七 ヰ1 品給 t 上と 品種名 上七 2宇1

首~ 1佼 しおかり 23.6 ゅうなみ 18.0 イシカリ 30.2 

第2位 ほうりゅう 14.8 L1 -jりゅ 7 17.4 ゅうなみ 20.1 

第3位 イシカリ 8.6 しおかり 17.4 しおかり 10.4 

第4f立 ゅうなみ 7.1 イシカリ 14.8 さちは 6.6 

第5f.立 6.9 コカラ 5.4 6.1 

小計~ 61.0 ~ 73.0 ~ 73.4 

1-IOf.立Jfし~ 83.2 ~ 89.8 ~ 88.2 

注北海道食綴事務所資料による
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に示したように r稲刈J.稿こぎ」労勤時間が箸るしく短縮され，回桶労働の動力化による労働

節減も目立っている。そして，この大型機械化「一貫」体系の導入にともなL¥稲作生産力構造

に少からぬ歪みを生じている。その主な内容としては，(1)大型機械化「一貫J体系の導入が資

本，行政主導で排准きれているため‘機械化が農業生産力の多面的な発壊を条件づけるのでは

なしむしろ，逆に，機械の効率的利用を主眼として，特定品額への集中(表2-8参照)，コ

ンパイン利用の結果としての稿わらの焼却とそれによる有機震の不足，さらにそのことによる

地力低下，のちにのべるような農外就業の増大にともなう肥培管理労働の削減(いわゆる「手

ぬき J)，などにより単位面積きちり収量の停滞ないし低下や品質低下(表2-9参照)を招いてい

る。ニの結果， 1970年代に入ると「土地生産性」と労働生産性の腕行性が顕著になると同時に，前

掲表2-6に示したように，生産力の階層間格差も大きくなっている。

(b) 酪

酪農の生産過程は，大別して搾乳部門と飼料生産部門とからなり，そのそれぞ、れについて機

械化が進められてきた。前者にあっては搾乳の動力化がその技術を特徴づけているが，それが牛

乳搬出・出荷労働に結びつくことから，搬出・出荷労働過程における牛乳缶からバルククー

ラーへの移行が技術・生産力構造を特借づける条件になっている。他方，飼料生産部門におい

ては，人力・富力農機具から大型機械化「一貫」体系への移行のなかで、牧主主収穫労働過粧の機

械化が重要な位置をしめている。

以上の諸点をふまえて，酪農機械化の動向をみた場合， トラクター， ミルカーの導入は， と

もに 1960年代の後半に本格化する。そして，このことを容体的条件としつつ酪農における農業

生産力が発展したことを樺認しておかなければならない。まず，牧草の単f立面積さきり収量は前

掲表2-2に示したように 1960年代の後半に上昇し， 70年代に入ってやや停滞気味に推移し

ている。 1960年代後半期の牧草収量の増大は，トラクター導入にともなう深耕を基礎にして牧

草案の肥培管理が改良されたことによるところが大きいといえよう。また， 70年代に入ってから

の牧草収量の停滞は，牧草畑の規模拡大，労f動力の農外流出などによって，肥培管理が十分に

表 2-9i!l成米の等級別比率(%)

みlをと 総資 iニ数量 等 2 等 3 主事 1-3 号事 !司会問

1961 592 0.0 2省。 37.5 39.5 56.1 

62 532 0.0 0.4 20.1 20.5 70.8 

63 648 0.0 1.0 21. 2 22.2 57β 

64 。427 0.0 5.0 5.0 50.2 

65 634 0.0 0.8 18.0 26.0 61.6 

66 。567 0.0 18.6 18.6 62.8 

67 999 0.0 2.7 43.4 46.1 66.7 

68 1，095 0.0 l.8 39.9 41. 7 56.0 

69 。765 0.0 。.6 15.4 16.0 51.宮

70 769 0.0 0.5 27.4 27.9 52.3 

71 O 437 。。 0.5 11.3 1l. 8 46.4 

72 654 0.0 0.2 17.4 17.6 47.4 

73 586 0.0 0.4 25.3 25.7 52.9 

7li 681 0.0 0.5 24.5 25.0 
し一白山 」山町嶋 同一白血白血.L.-

注 北海道食後二事務所調べ Or:[lは凶作ないし不作
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表 2-10 搾乳牛 lJjti当り搾乳援の推移(北海道)

年 次 乳量(kg) 年 次 手し 主主(kg) 年 次 乳量(kg)

1 955 4，617 63 4，033 71 4，608 

5 6 4，527 64 4，050 72 4，764 

5 7 4，442 65 4，264 73 4，708 

5 8 4，214 66 4，325 74 4，627 

59 4，004 67 4，524 

6 0 3，869 68 4，524 

6 1 3，834 69 4，680 

6 2 3，899 70 4，609 

注 差是林省「牛乳生産費調査」による

苦笑 2-12 牛乳生産の投下労働時限(北海道) (単位:年間 19Ji当り時間)

U: 
9 7 1 1 9 7 4 

飼育労働 O&J料生産量労働 飼育労働 飼料生産労働j

5寺院指数 時限 指数 時間 指数 時間 指数

富司
1-2~ti 424 192.7 118 210.7 366 194.7 88 220.0 

71 
3-4 377 171.4 105 187.5 285 151.6 72 180.0 

~ti 
5-6 292 132.7 64 114.3 265 141.0 71 177.5 

数
7-9 242 110.0 73 130.4 217 115.4 57 142.5 

士見
10-14 214 97.3 55 98.2 210 111.7 46 115.0 

絞
15-19 201 91.4 44 78.6 176 93.6 37 92.5 

20-29 177 80.5 42 75.0 174 92.6 32 80.0 
日Ij

30~Þ以上 119 54.1 29 51.8 136 72.3 25 62.5 

平均 220 100.0 56 100.0 188 100.0 40 100.0 

主主1.指数は平均を100とする数値 3.飼料生漆は家族労働時間のみ

2農林省「牛乳生設費誠資」による

ゆきとどかなくなってきたことの反映とみることができる。また，搾乳牛1頭当り搾乳量の推

移をみると表2-10に示したように， 1950年代後半から 60年代の前半にかけては低下気味に

推移するが， 60年代の後半には漸次上昇し， 70年代に入ってふたたび停滞する。ここでは 1960

年代の後半にミルカーの導入などにより飼育管理労働の能率が向上するなかで，これと併進的

に1頭当り搾乳量が増大していることに注目する必要がある。しかし 70年代に入ると様相を異

にする。表2-12によって年間搾乳牛l頭当り投下労働時間についてみると，飼料生産労働の

方が摺層農が大きいこと，飼育労働の場合にはパイプラインミルカーの導入により階層葉がむ

しろ平準化していること，などが指摘できる O 酪農生産における大型機械化「一貫J体系が主

として飼料生産部門に導入され， しかもその導入が上層農家に優位に行われているため， とく

に飼料生産部門で階層差が大きくなっているのである。また，ここ数年らい，飼育部門でバル

ククーラーの導入がはかられ，すでに酪農専業地域の根室地域では53.1%(1975年現在)の普

及率を示しているが，この中で，その導入による搬出労働の軽減もさることながら(これは時間

的にはそれほど大きくない)，画一的導入によって小規模乳牛飼育農家を排除する方向で強い市

場規制力が作用している点に注目しなければならない。

このように70年代になって酪農における大型機械化「一貫J体系が急速に導入される中で
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生産力構造をめぐる矛盾が顕在化し，生産力水準の潜層間格差がいっそう大きくなってきてい

るO

(c) 畑作・野菜作

北海道における畑作は，十勝，網走地域を中心に展開してきており，両地域の畑作主産地と

しての地位は現段階も変らないが，その生産力構造は，畑作機械化の進展の過程で少なからぬ変

化を示している。そのような変化は主としてトラクターの導入を契機として生じたといえる。

すなわち， トラクター耕による深耕，動力防除機の導入などは，従来の浅耕・少肥・少労の豆

類単作から深耕・多肥・多労の根菜類(ビート，ばれいしょ)の導入を可能とし，むしろ後者

が基幹的焔作物として位置づいた。このような作付構成の変化は，表2-13に示したように

1960年後半に顕著になっており，はぽトラクター化の進展と符合している。このことじたい，

畑作の集約化を意味するが，さらに集約的作物としての根菜類の単位面積当り収量が， 1965年

以降急速に上昇し，とくに主産地において高し労働生産性と併進していることは， 1960年後半

期の畑作生産力の前進的側簡をあらわしているといえよう。

しかし，やがて 1970年代に入り，畑作の機械化が収穫労働の機械化をふくむ大型機械化「一

体系に移行するなかで，生産力形成・発展をめぐる諸矛盾がにわかに顕在fじする。連作陣

地力低下の問題，新たな病虫害の発生，およびそれらに起因する単泣面積当り収量の低滞ない

し低下の現象があらわれ，労働生産性と「土地生産性」の践行的展開が顕著となってくる。こうし

た傾向はそれぞれの作物の主産地においてとくに著るしい。それは，たとえば，ばれいしょ，ビー

トなどがともに加工原料農産物であって，その生産が工場周辺に過度に集中してきたこと，そ

のような地域において大型機械化「一貫」体系の導入が，資本・行政主導で促進されてきたこ

となどにより，生産力形成が歪曲されたためである o

野菜作は一般畑作よりは集約的であるが，それじたい露地栽培から施設問芸にいたるまで，

資金的にも労働投入の面でも著るしく集約度を異にしている o 北海道の野菜作は，たまねぎ，

ばれいしょなど一部の移出周作物を除けば，大半が道内消費用であり，消費地周辺に立地する

近郊野菜生産が支配的で，技術・生産力構造も概して閉鎖的であった。そのような野菜生産構

造に変化を生じてきたのは 1960年代に入ってからである o変化をもたらした条件は，動力耕転

機，防除機，ヒ、ニールハウスを中心、とする新しい技術の導入，野菜の消費構造の変化，脊巣市

場の再編成(とくに潟地的地方市場の再編成)，などであり，これらの条件が相互にからみ合う

中で野菜生産をめぐる産地問競争が激烈になった。この場合，その生産力構造は，耕転，防

除の動力fむなど機械化が一面において進展し，その点で一般畑作と共通しているが，他面では，

肥域管理，収穫労働など労働集約的な労働過程を残存せしめ，生産力形成において労働の保有

状態が依然として決定的な要国となっている。また，選別，出荷，貯蔵・保管などで大型描設，

交通条件が生産力発展で重要な位置を占めていることも特徴的である。

以上，主要な農業生産部門について，大型機械化「一貫J体系の現実化の過程とその特徴に

関してのべたが，これらを次のように要約することができょう。(1)北海道農業の生産力形成は，

1960年代以降は機械化，したがって労働生産性志向を中軸に進んで、きた。この過程で1960年代

の後半は r土:t1F.r労働生産性が併進的に上昇し，その点で北海道の農業生産カは一段贈高いレ

ベルに達したが，それがトラクター導入(その導入過程で階層差がある)を蒸礎として進行し

たため，生産力展開をめぐる暗層差が激烈となった。 (2)70年代は大型機械化「ー賞」体系の導

入が資本・行政主導的に進められるようになった時期であるが，この過程で生産力構造の内部
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表 2-13 主聖書作物の作付地域動向

トご
会j慈作付 会遂10アー

支庁別作付町長佼別会道比率 (%) 

証言穣(ha)
ル当りヰ二均

第 1f:ii: 
向 10アーノレ

第 2f立 第 3f立 言十収最 (kg) 収き当 り量註弓(Zkg括)ヨ

1950 134，618 325 空知 35.3 上)11 30.2 石狩 8.1 73.5 

ス'k 55 143，571 231 11 35.2 351 " 29.4 1/ 8.8 73.4 
60 197，100 400 11 35.7 406 " 27.6 " 11.2 74.5 
65 229，700 334 1/ 37.2 355 1/ 25.8 " 11.5 74.5 

本選 70 206，400 443 11 36.6 458 " 24.8 " 10.8 72.2 
75 185，300 446 1/ 43.4 444 " 20.7 1/ 9.0 73.1 

1950 25，546 146 網走 40.0 ... 上)11 16.9 十勝 15.6 72.7 
55 15，815 163 " 47‘8 176 十勝 15.0 上)11 14.7 77.3 

60 15.，100 207 " 58.3 237 1/ 14.5 11 6.6 79.4 

65 14，400 167 " 49.4 185 1/ 26.3 " 6.5 82.2 
さ長 70 11，700 103 十勝 55.5 68 網走 39.9 目呈f長 1.6 97.0 

75 23，100 239 11 55.8 235 11 31.8 上)11 5.4 93.0 

1950 78，102 162 十勝 46.7 砂..... 総定 16.4 上JlI 7.7 70.8 

大 55 54，498 171 " 44).0 169 1/ 16.0 " 7.1 67.1 
60 68，600 159 " 60.3 172 " 12.7 " 5.3 78.3 
65 32，900 130 " 65.0 136 H 10.6 " 4.3 79.9 

一区 70 10，000 162 " 74.2 173 1/ 7.0 渡島 4.8 86.0 

75 17，100 195 11 81. 9 206 上)11 4.8 空知 3.8 90.5 

1950 15，951 145 十勝 29.7 .. ZE知 13.9 上)11 10.5 54.1 
55 32，394 155 11 25.0 181 1/ 16.9 11 14.5 56.4 

60 61，000 163 1/ 38.6 192 j二JlI 15.3 ZE知 11.5 65.4 

65 44，200 120 11 46.4 110 H 16.8 網走 10.3 73.5 

互主 70 43，800 155 1/ 51.4 162 11 14.7 " 11.0 77 .1 
75 46，700 134 上)11 34.5 118 十勝 26.3 ZE知 10.3 71.1 

1950 71，269 1，518 網走 22.4 ..， 上 I11 22.0 十勝 16.3 60.7 
ば

55 68，340 1，358 11 22.5 1，418 11 17.2 11 15.5 55.2 
tL 

60 89，300 2，015 21.4 2，137 18.7 14.2 54.3 11 " 11 
し、

65 92，800 2，380 1/ 24.4 2，580 十勝 21. 7 上)11 19.0 65.1 
し

70 69，800 3，100 1/ 27.7 3，730 " 26.9 " 16 0 70.6 よ
75 71，400 2，930 1/ 33.2 3，300 1/ 31.2 11 11.1 75.4 

1950 14，666 1，230 網走 32.1 十勝 32.0 j二JlI 12.9 77.0 

て 55 16，200 2，216 " 36.1 2，370 " 22.1 
11 13.4 71.6 

ん 60 46，000 2，269 1/ 36.9 2，379 11 27.5 11 7.5 71.9 

さ 65 55，200 3，040 11 40.8 2，910 " 34.2 
1/ 6.7 81. 7 

し、 70 54，100 4，310 十1事 45.7 4，290 網走 34.4 11 7.7 87.8 

75 47，958 3，660 " 49.8 3，700 1/ 34.0 1/ 6.9 90.7 

注 資料:農林省「作物統計J，北海道会基本識変J

的矛盾がいっそう深まった。それはひとつには大型機械化「ー賞」体系が技術体系として護崩

されていることによっている。具体的には， (.イ)個々の機械(労鋤手段)が多くの場合，開発途

上にあり農業技術としてまだ安定的に定着しがたい状況にある o (吋とくに農業生産力の主体的

条件である労働力の諸条件(健康保全，事故防止装讃，操作のしやすさ)などが十分考巌され
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ていない。付すでに指摘したように機械は本来，農業生産力を多面的に発展させるための技術

的条件であり，機械じたいが多面的に開発されなければならないが，実際には，機械生産資本

本位の開発が行われている。いいかえれば技術開発にさいして地域農業の笑態や農民の要求が

ほとんど反映されていない。このような技術体系としての歪臨性に加えて，その導入がメーカー

や行政の強いイニシアティブのもとに推進されているため，それが現実の生産力形成・発農を

めぐる矛盾としていっそう顕著に具現しつつあるといえる。

3. 農民腫分解と農業共同化の現段階

(1) 農民諸階閣の動向

小農的生産様式における農業生産力は，生産手段を私有し家族労働力を基幹的労働力として

展開されるため，生産力構造の均衡的条件を求めがちである。そして，家族労(動力を中心とす

る労{動力の保有状況が生産力形成に決定的な意義を有する。このような視点に立って農業技術

の現段階 大型機械化「一貫Ji本系ーの導入による生産カ形成における労働力の構成変化につい

てみるならば次のように特徴づけることができる。農業労働力の構成が労働生産性の上昇のも

とで変化するに際しては次留のような場合が考えられる。このことと機械化の動向を結びつけた
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同一生渡部門の生産拡大にともなう労働滋:地大

問一生産部門の労働集約化

他の生産量部門の労働集約化

差是業労働力

雇用労働力

場合，入力・畜力農機具の技術段階では，農業生産の拡大・集約化はとりもなおさず農業労働

力の拡大(家族労働力，麗用労働力ともに)をもたらす。これに対し蹴行的機械化の技術段賭

では，機械化された労働過程においては投下労働が急、速に減少するが，他の労働過程において

は， とくに農業生産が内包的に麗関(集約化)する場合には，投下労鵠最は顕著な減少を示き

ない。 1960年代後半の北海道農業の動向はげんにこのような傾向を示してきた。すなわち表2

-14によれば，常麗は一貫して減少傾向をたどっているが， 1960年代後半の減少度合は比較的

鈍く，臨時雇はこの期にむしろ増大している。これは，この期に，農業機械化と農業集約化(た

とえば畑作において労働集約的なばれいしょ，てんさいの作付が増大するなど)が併行して進

んでおり，そのようななかで農業生産力が発展したことを示している。ところが， 70年代に入

ると，常麗が激減すると河時に，臨時履延人数も 70年をピークとして減少鰭向に転ずる。この

ことは大型機械化「一貫」体系が導入される中で，雇用労働力の排徐が急速に進んでいるこ

とを示している。同時に，この期に家族労働力も急激に減少している。このような農業労働力

(農業生産力の主体的条件)の急激な減少が，農業生産力構造の内部的矛盾(それは端的に収

量低下に示されている)を深めていることはいうまでもない 6 しかし，このような動向のなか

にあっても農業労働力の構成は農民摺層によって異っている。ちなみに，表2-15によると，

全体として農業雇用労働力が減少する中にあっても，経営耕地面積の大きい農家にあっては，

常麗がかなり入っており，臨時濯も l∞日を超える日数に及んで、おり，雇用労働力が農業労働
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表 2-14 農業雇用労働力の推移

月:
泌尿 臨時雇

)lllr耳~家数 単悶人数 1正月i農家主11ノヘ 泌当話j農極家限人l数戸 Ilt丹J農家1p
「起用農家数 緩用日数 雇用農家訓fT 当1))雇用日数

人 人 。。 人 人 T人H 。。 人1I

1960 19，483 31，299 8.3 1.6 102，333 5，628 43ι 66 

65 9，269 13.770 4.7 1.5 98，714 6，518 49.6 66 

66 白 7，991 11，102 4.2 1.4 86，322 5，985 45.4 69 

67 7，707 13，618 4.2 L8 87，213 6，224 47.1 71 

68 7，025 11，607 3.9 1.7 94，876 7，678 53.3 81 

69 6，166 11 ，510 3.6 1.9 96，668 8，554 56.2 88 

70 4，256 5，935 2.6 1.4 97，076 8，407 58.5 87 

71 3，466 5守428 2.2 1.6 82，072 6，593 51.9 81 

72 2，936 4，776 2.0 1.6 78，923 6，070 52.6 77 

73 2，503 4，330 1.7 1.7 72，330 5，367 50.0 74 

74 2，281 4，180 1.7 1.8 68，661 5守252 49.6 77 

75 1，640 2，944 1.2 1.8 68，971 5，233 51.4 76 

注1.~差益芝常磁は 7 ヶ月以上磁用したもの

2 . 1960， 65， 70年は「農業センサスJ，他の年次は北海i妥「農業ぷ本読まをjによる O

表 2-15 差是業雇用労働力の現況(北海道 1975) 

絞'8'耕地出 総農家数
農業常 )l~ 是主主芝臨 E寺麗

B/A C/B D/A E/D 

強広 j東軍Ij (A)(戸) 緩入iLJ:~主 災人以 数}雇(入DtL)農(戸家j のべ人日数 (人) (人) (%) (人目)
数¥B ) (Fi ) (C )(人) (E )(八日)

総数 134，263 1，640 2，944 68，971 5，233，859 1.2 1.8 51.4 75.9 

例外規定 872 68 166 6臼 11 ，420 7.8 2.4 7.9 165.5 

-l.Oha 26，512 43 84 2，952 82，498 0.2 2.0 11.1 27.9 

1.0-1. 5 6，045 32 62 2，342 90，506 0.5 1.9 38.7 38.6 

1.5-2.0 5，075 29 43 2，456 111，514 0.6 1.5 48.4 45.4 

2.0-2.5 5，735 35 47 3，135 162，617 0.6 1.3 54.7 51.9 

3.5-3.0 5，500 30 58 3，391 187，827 0.6 1.9 61.7 55.4 

3.0-5.0 25，538 151 241 17，774 1，148，157 0.6 1.6 69.6 64.6 

5.0-7.5 21，409 192 291 15，575 1，278，428 0.9 1.5 72.7 82.1 

7.5-10.0 11，138 171 225 7，660 751，287 1.5 1.3 68.8 98.0 

10.0-15.0 10，113 229 368 5，958 624，602 2.3 1.6 58.9 104.9 

15.0-20.0 6，252 173 274 3，216 298，934 2.8 1.6 51.4 93.1 

20.0-25.0 3，975 141 240 1，911 191，536 3，5 1.7 48.1 100.2 

25.0-30.0 2，471 103 206 1，027 115，700 4.2 2.0 41. 6 112.7 

30ha以上 3，634 243 639 1，505 178，833 6.7 2.6 41.4 118.8 

a二 農林省rftr:主主センサス」によって作成

カのなかで不可欠の構成部分をなしている o このことは，農業経営規模の拡大が，機械化のな

かにあっても，たえず労働力需要をつくり出していることを示している。

いまひとつ重要なことは，大型機織化「一貫J体系の導入にともなう労働生産性の上昇が，

かならずしも経済的有利性に十分に結びついていないということである。たとえば，表2-16に

ついて，米の生産費(第二次)，さらに表2-17について牛乳の生産費(第二次)をみると，そ

れぞ、れ，規模の大きい農家江ど生産費が相対的に低くなっているが，その階!曹関格差は，さき



34 教育学部紀望書 第29号

表 2-16 米の第 2次生産費の階層7]1]格差(北海遊)

kごご l 9 7 2 l 9 7 4 

5た 数 十旨 数 きた 数 指 数

- 1.0ha 21，783 133.7 12，368 139.1 

作
1.0 - 2.0 19，186 117.7 10，064 113.2 

{寸
2.0 - 3，0 17，517 107.5 10，460 117.7 

士見
3.0 - 4.0 16，590 101.8 9，048 101.8 

+長
4.0 - 5.0 14，819 90.9 8，327 93.7 

7]1] 
5.0 - 6.0 16，060 98.6 8，396 94.5 

6.0 - 7.0 15，663 96.1 8，449 95.1 

7.0ha- 14，764 90.6 8，465 95.2 

王子 士主] 16，294 100.0 8，889 100.0 

i主l指数は平均を100とする数値 2.幾林省、「差益産物生政資調査Jによる

3 . 1972ip= 150kg当り 1974王手 60kg当り

表2-17 牛乳生歳費(第2次)の土lI.校日1]格差(北海道)
OOOkg当り)

占官一------L% 197 1 間指数 1 974 向指数

1-Hfi 5，257 140.6 5，214 106.7 

喜司 3-4政 4，634 123.9 6，044 123.7 

干草 5 -6 gA 4，096 109.5 5，381 110.1 

~Jj 7 -9 Rlfi 3，792 101.4 5，164 105.7 

数 10-14頭 3，705 99.1 5，007 102.5 

規 15-19ll員 3，627 96.9 4，527 92.7 

+失 20-29~n 3，755 100.4 4，810 98.4 

7]1] 30頭以上 2，653 70.9 4，942 101.1 

王子 MJ 3，740 100.0 4， 886L 100.0 

注1.指数は平均を100とする数儀 2.農林省「牛乳生産費誠奄Jによる

表 2-18廃家経済の概婆(北海道)

ihι: 
E整業所得(千円) 向指数 農業所得率(%)

1972 1974 
(平均=100)

(千円) (%) 1972 1974 1972 1974 

平 土勾 1，859.5 3，405.6 100.0 100.0 62.1 66.7 

高官
-2.0ha 631.2 1，149.5 33.9 33.7 56.5 61.8 

1，328.7 2，297.8 71.5 67.5 62.2 65.9 

3.0-5.0 2，120.2 3，698.9 114.1 108.6 6l.0 67.6 

{乍
5.0-7.0 2，984.2 4，933‘1 160.5 144.9 63.7 67.7 

7.0-10.0 7， 93l. 7 232.9 66.0 68明2

10.0ha- 68.8 

弓Z 土今 1，880.6 2，734.3 100.0 100.0 39.9 37.1 

酪 -H良 372.8 19.8 44.5 

育頭飼
5-9 1，11l.4 l. 352. 2 59.1 49.5 40.1 42.0 

10-14 1，716.5 2，518.8 9l.3 92.1 4l.0 36.7 

差是 数 15-19 2，628.1 3，21l.1 139.8 117.4 40.9 37.9 

20類以上 3，010.6 3，793.7 160.1 138.7 33.9 30.8 

主主 幾林省「農家の経営形慾7]ljtこみた農家経済」による
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にかかげた労働生産性(単位当り投下労働時間)の格差ほど大きくはない。また，米の場合に

は4ヘクタール以上になると作付規模による格差がほとんどなく，牛乳の場合には最上膚(飼

養頭数規模30頭以上)になるとかえうて割高になっている。このように生産費に関しては，か

ならずしも上届優位の傾向にはなっていない。このことには多くの要因が考えられるカミ最も大

きく作用している要国は，大型機械化「一貫」体系の導入が農家の資金蓄積の進行度合に先行

し，その導入にあたり借入金への依存度を高める結果，農家の経済的負担を大きくしているこ

北海道における農業生産力の現段階

図2-4農業生産力の階層構造
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表 2-19 経営耕地樹被広狭7JIJ農家戸数の推移

K 4  総戸数 -1 ha 1-2 2-3 3 -5 5 -1.5 1.5-10 10-15 15-20 20ha- 1p当1)経営耕地蔵積(ha)

i: 
1960 233，634 61，141 25，159 31，947 56，857 32，824 14，320 9，361 五夜E 3.5 

65 198，969 46，970 19，014 23，780 48，180 30守567
1143，，69334 7 
11 ，919 

附 37，6l05叩 5
4.1 

遂
70 165，978 36，365 13，903 14，694 34，867 27，773 13，547 5.1 

75 134，263 27，382 11，120 ]]，231 25，538 21，409 ]] ，138 10，113 6守252 10，080 6.8 

7xb 二 1960 34，105 4，671 3，999 6，635 12，986 4，621 1，020 160 
、何i3ωJ

3.3 

知 65 30，266 3，465 2，839 ι564 12，106 5，587 1，408 262 35 3.8 
水 70 26，090 2，800 2，071 2，489 8，537 

市}
2，108 607 113 4.5 

間
) 75 22，578 2，341 1，729 1，938 6，213 2，623 1，001 127 113 5.0 

1960 23，254 1，865 681 853 2，761 5，168 4，928 5，454 1，314 230 7.9 
勝 65 19，761 981 499 583 1，624 3，494 4，352 

同開剛5幽幽闘99胸48開2閉7剛
1，816 463 9.2 

畑 70 16，239 676 358 371 984 1，790 2，379 
h嗣.32""，，'71開2閉1岡3剛

1，567 ]].5 
作

75 12，790 554 294 314 696 930 1，208 2，646 3，435 14.9 

+民 1960 5，261 947 227 216 596 1，115 984 1，054 101 21 6.3 
ニ5詰量二 65 4，324 682 116 157 324 682 689 

1，25328 1 346 90 8.0 

~ 70 3，447 166 81 99 110 184 167 
62496 2 
1，423 14.1 

農
75 2，857 69 32 35 51 93 59 141 2，128 28.7 

2.1ヘクタール未満には例外規定差是修司をふくむ注u差林省「農業センサス」による
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とである o したがって機械を重点的に導入している上層農家においては，むしろ，収益性指標が

低下しているのである。この点については，表2-18によってたとえば農業所得率の動きをみ

ても明らかである。このような生産力および農家経済についての階層構造を閉式化するならば，

国2 4のようになろう。すなわち，入力・高力農機具から肢行的機械化の過程の前半期にかけて

は，生産力の階層差がそれほど大きくなくむしろ縮ノj、の傾向がみられるが，その後は，階!普差が急

速に拡大する。また，収議性に関しては一貫して階層間格差がみられるが，それは生産力格差

ほど大きくはない。このような動向は，農民の階層部動向にも反映している。表2-19は最近

の農民諸階層の動向を概括的に示しているが，これによると，分解纂軸が1960王子から 65年に

かけては 7.5ヘクタール層， 65年から 70年にかけては 10ヘクタール層， 70年から 75年にか

けては 15-20ヘクタール層と，5年ごとに 1ランクずつ上昇している。この点は，水田と畑作・

高産とでは地域的にややその様相を異にしているが，分解基軸が著るしく1:界するという点で

は双方が間じ足どりをたどっている。そして，このような激しい農民膚分解の過程で，一方で、は多数の

農民を離農，兼業に追いこんできていると同時に，地方では一部の農家替がたえず上向的発展を

志向し，新上層農ともいうべき階層を生み出している。それは，稲作に関してはほぼ10ヘクター

ル以上題，畑作では 25-30ヘクタール以上層，酪農では搾乳牛30頭以上層にみられるといえ

よう。しかし，これらの農家騒がたえずJI演説に上向的発麗をとげているわけではない。その技

術的・生産力的条件となっている大型機械化「一貫」体系にそくしてみるならば， (1)生産力的

には，大型機械化「一貫」体系は従来の家族協業の枠をこえた協業，労働組織を求める。(ロ)経

済的には，大型機械化「一貫」体系を個別農化の段摘で自己完結的に導入することはたとえ新

上層差是といえども困難である o いいかえれば，農業機械の共同利用はこれら新上層農にとって

も現実的課題となってくる。まして，それ以下の農家賠層にあっては，措層によって異なると

はいえ，共同化に対する志向がいっそっ強まっていることは否定できない。

(2) 農業共同化の現段階

農業共同化をめぐる諸問題は，資本主義下の小農的生産様式のもとでの農業発展とその生産

様式の塵史的変化にかかわる基本問題である。しかし，ここでは課題を限定して，現段階(

として 1970年以降)において現笑化した大型機械化「一貫」体系を農業に導入する過程での問

題を中心にして共同化の意義にふれることにする。重量2-20は最近の共同経営の動向を概括的

に示したものである。この表から(1)総農家数に対比して「協業経営組織Jはその数，構成農家

数などからみて副次的位量にとどまっている。 (2)その設立年次は 1960年代が大半で， (3)参加戸

数は 10戸未満が庄倒的である。 (4)組織形態としては農事組合法人，任意組合が多い。 (5)部門部

には，北海道では稲作，酪濃部門が多い。いずれにしても，経営の共開化は， 1960 年代に農業

「近代化J政策の推進のなかで一種のブームの様相を毘しつつ設立された時期をのぞ、けば，概し

て停滞的に推移しており，解散した事例も少なくない。

これにたいし，機械・施設の共同利用に関しては，協業経営組織に比べて急速なひろがりを

みせている。たとえば表2-21によると大型トラクター，各種収穫機などについては共同所有

(したがって共同利用)が急速に増大している。このように，農業機械の共同所有，共同利用

が1970年代に入って急速に増大したことは，ほぽ大型機械化「一貫」体系の導入と時期を同じ

くしている。そこで，このような機械・施設の共同利用組織について概括的に表示すると表2

ー訟のようになる。この表から，(1)設立年次)jljには大半が65年以降である。 (2)参加世帯数別に

は10戸未満が圧倒的で、ある(また共罰利用組織の総利用面積は 50ヘクタール未満が過半を占
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音質 2-20 協業経営綴織の概要

よ?とご
5た 数 i1kIJ 合(%) 一「

全国 jヒ治~j1il: 都府県 全国 北海道 者f)J1f県

A支 1959ip以前 202 5 197 4.5 1.6 4.7 

lL 1960-64ip 1，443 83 1，360 32.0 27.1 32.3 

if. 1965-69年 1，978 157 1，821 43.8 51.3 43.3 

次 1970年以降 888 61 827 19.7 20.0 19.7 

耳目 五十 4，511 306 4，205 100.0 100.。 100.0 

参 -10戸以下 3，469 281 3，188 76.9 91.8 75.8 

力自 11 - 20戸 585 14 571 13.0 4.6 13.6 

fを 21 - 50戸 333 8 325 7.4 2.6 7.7 

子苦 51 -100戸 89 3 86 2.0 1.0 2.0 

数 100戸以上 35 35 0.7 0.8 

号Ij 五十 4，511 306 4，205 100.0 100.0 100.0 

一一
30 3 27 0.7 1.0 0.5 

へij; 人終業組合法人 1，380 172 1，208 30.6 56.2 28.7 
理

会社 253 57 196 5.6 18.6 4.7 

i返 ;.t'!f:辺主主集j容 146 145 3.2 0.3 3.5 tす ゴf' H: 組合・凶
三五 i去 {本 1，876 53 1，823 41.6 17.3 43.4 
{本 y、特殊グルーブ 826 20 806 18.3 6.6 19.2 日IJ 等主長問

ー十 4，511 306 4，205 100.0 100.0 100.0 

水 467 107 360 10.4 35.0 8.6 

来 樹 974 3 971 21.6 1.0 23.1 

や 昔、 し、 103 3 100 2.3 1.0 2.4 

三E
その他作物 309 38 271 6.8 12.4 6.4 

きのこ書長 584 16 568 12.9 5.2 13.5 

総設 i溺芸 130 1 129 3.9 0.3 3.1 
{乍
養 蚕 552 552 12.2 13.1 

手L 用 主ド 339 87 252 7.5 28.4 6.0 
院
i会j 用 とド 194 9 185 4.3 2.9 4.4 

豚 399 19 380 8.8 6.2 百.0
5j1j 
J呆 卵 気} 370 22 348 8.2 7.2 8.3 

ブロイラー 78 78 1.7 1.9 

その他畜産量 12 l 11 0.3 0.3 0.3 

計 4，511 306 4，205 100.0 100.0 100.0 

注 農林省「差是業生産組織議資J (1972年 8月1日現在)によって作成

める)0 (3)専従者のいる総織数が総数の約3分のl強を占め，またオペレーターのいる組織が大

半を占めていることは，共同利用組織内の新たな分業化の進展を示す動向として控目に値する。

(4)指導を受けている組織数が大半をしめ，主として市岡I村，農協がこれにあたっているという
ことは，共同利用が行政主導で推進されていることを反映している。

げんに大型機械・施設の導入，共同利用は農業構造改善事業をはじめとする補助・融資のと

もなう政策的措蓋によって進められている。このことを恭礎に，ー衝では，大型機械・施設の共

同利用が現実に無視できない動向として拡がりつつあると問時に，他面では，その進行過程で
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表 2-21主要農機具合数(北海道)
(単位:会)

汁〈工
総数 (A) 個人所有(B) 共向所有(C) C/A (%) 

共i湾所 1台当 1)
有農家 農家数料

1970 1975 1970 1975 1970 1975 1970 1975 1975 1975 

動機ク 総 数 114，541 131，365 109，029 122，321 5，512 9，044 4.8 6.9 21，506 2.4 
カ農タ -30，¥号カ 101，773 98，506 100，285 96，990 1，488 1，516 1.5 1.5 3，741 2.5 
耕羽 i

30-50 10、689 18、819 7、491 15，342 3，198 3，477 3.0 1.8 10 ，294 3.0 ヲト
んラ 50馬力~ 2，079 14，040 1，253 9，989 826 4，051 39.7 28.宮 14，306 3.5 

耕うん・整地機類 42，942 57，491 35，205 50，394 7，737 7，097 18.0 12.3 
7 

ク 地 sE ・Jま稜機類 5，108 21，114 3，522 16，400 1，586 4，714 31.0 22.3 
タ 中耕・除草用具 5，291 12，311 4，347 10 ，309 944 2，002 17.8 16.3 
牧草類用収穫機 11，542 38，549 8，469 31，839 3，073 6，710 26ι 17.4 

付属
根菜類用収穫機 2，385 6，259 1，082 3，639 1，303 2，620 54.6 41.9 
機
穀物類用収穫機 1，172 3，461 1，070 2，842 102 619 8.7 17ヲ呉

走行式動力防除機 134 9，776 52 6，647 82 3，129 61.2 32.0 16，504 5.3 
そ 動 カ 噴霧機 18，841 24，216 14，802 21，632 4，039 2，584 21.4 10.7 10，361 4.0 
の 動 カ 散粉機 43，184 24，341 39，740 23，106 3，444 1，235 79.8 50.7 4，486 3.6 

他 動 カ 倒 級機 368 11，538 344 10，466 24 1，072 6.5 9.3 2，976 2.8 
E塁 ノ、 イ ダ 37，155 -・ φ 35，668 ... 1，487 4.0 3，958 2.7 
用 自脱型コンハイン 1，045 11，714 1，313 10，716 92 998 6.5 8.5 2，917 2.9 
機 ミルカγケyト殻 33，448 

0.2 0.1 
1.5 

35，659 28，256 39 50 77 
f戒 パイプライン恕 2，161 

米麦 ffl 乾燥機 36，987 40，793 36，666 40，217 321 576 0.9 1.4 1，136 2.0 

注農林省「農業センサス」による

共同利用をめぐる諸矛盾がしだいに顕在化しつつあるといえる。

さらに，農業共同化について考察するさい，それは多くの場合，農業生産過程の共悶化に限

定されがちであるが，すくなくとも流通過程の共同fちを視野に入れることなしに，今日の共同
化の動向の総体を正しく把握することはできない。げんに，現在，もっとも進んだ農業技術と

して進持しつつある大型機械化「一貫J体系は，それじたいのなかに，流通・加工・貯蔵・保

管・運搬施設を含んでおり，それらを含めて「一貫」体系を形成している。また，このことを

物質的基礎として政策的に推進されている農業の「装置化・システム化ω」では，農協が中叡

的役割jを担わせられるべく位置づけられているのである。他方，農民の側からみても，農協組

織は，農民じしんによる流通共同化の現段捕での到達点を示しており，むしろ，農業の生産・

労働の社会化は生産過桂に先行して流通過程で広範に進行してきたとみることができる(5)。こ

の結果，げんに農協には広義の流通にかかわる農業技術が蓄積されていると同時にJ資産」と
して現実化し，それが労働力(専従労働者)と結合して，地域的・集罰的な農業生産力形成の

一側面を示している?表2-23はその動向を鰐略に示したものであり，農協資産は，農家資産

に対比して約2分の lに相当し，その金額，増大率からも，農業，農村にあって重要な位置を

しめているとみることができる。そして，この流通共毘化の動向が農業生産共開化と直接的に

関連し，農業生産共同化の性格，動向を強〈条件づけているのである。

以上のべてきたように，北海道における農業生産力の現段階は，基本的には，大型機械化「一

貫J体系への移行過程として特徴づけられるが，さらに農業生産力の現実的展開は資本・行政

主導の中で歪曲されており，かかる歪曲l生を克服するための主体的努力が，農民諸階層の中に
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表 2-22共同利用綴織の概況(北海道)

77之ご¥稲 f乍 議i 産

部門 土地の共同機械の共同胞設の共[ii] 繁郁子f成 計
利用組織利用品:[t織利羽まli.織センタ

設 1959主F以前 6 16 8 24 
す 1960~64 33 9 37 9 55 
年
次 65 - 69 486 75 204 l 87 367 
5j1j 70以降 503 9 156 2 27 194 

-10戸以下 547 25 299 3 12 339 
ヲg民， 

11 - 20 270 22 73 17 112 
力自
t詮 21 - 50 188 31 24 34 89 
f苦 51 - 70 15 9 13 22 
数
思日 71 ~ 100 2 12 14 26 

100戸以上 6 10 l 41 52 

ゑ目点 法 市町村・農協害事 2 44 1 108 153 

王里 差是李総合法人 14 2 3 1 4 l 

立互
人 会社 l 3 5 

営
非 農業集務 87 5 28 4 

ミE
体 法 任意組合・団体 811 56 345 9 410 
最!J
人 特定グループなど集団 114 2 19 3 25 

手け作組 三十 147 6 31 2 1 40 
労の業織

全戸出役 122 4 17 2 l 24 
!動共実数
だi司前面 一部農家の出役 25 2 14 16 

専伎者のいる組織数 274 37 67 l 88 193 

特レい 言十 802 14 128 l 37 180 

定 lる 機 成 J~ 796 8 127 24 159 
のタ組

産主 用 6 1 1 百 17 オ|織 6 

ベの数 そ の f也 4 4 

組導( 指て数 都道府言語 54 2 44 9 55 

織機関Bij E室 導を いる 市富I村 308 57 194 63 314 
lニ緩

対す組上員十 受組
農協 644 41 365 l 34 441 

't.織 その他 213 17 1 1ヲ
る織)

指数 指導をうけていない綴織数 158 28 396 2 42 78 

組織数(1972年 8月現右) 109 397 3 131 640 

主主 原資料，農林省「農業生産組織絢公報告番J(l972$f 8月謝主主)

北海道における農家・農協資産量
(参考}

云q 農家資産(千円) 農協資産(101意向) B/農家数

金額(A) 向指数 金額(B) 向指数 (千円)

1 968 5，589 100.0 341 100.0 1，915 

7 0 7，037 125.9 451 132.3 2，716 

7 3 10，370 185.5 758 222.3 5，227 

主主 農林省「総会農協統計表J，I廃家経i斉調査」による
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表 2-23 J~~ 哉の資産形成
(単位lOf立内)

ドミ
ft 主主 間定資成: 有形回定資産

全 凶 北海 iU: 全 凶 北 I伝送 二pヒ、、 [:)iJ 北海 i蕊

5，22ヨ 341 345 33 280 25 

数 70 7，565 451 513 47 426 37 

73 14，027 758 816 65 680 52 

100，0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

叙一 70 144.7 132.3 148.7 142.4 152.1 148.0 

73 268.3 222.3 236.5 196.9 242.9 208.0 

J主 農林省「総合農林統計表j，r農家経済調査」によるの

みられることもたしかである。この点は現実の農業・農村の中で実態をふまえて検討されなけ

ればならない。

注1 北海道立総合経済研究所 f北海道農業発達史~ (1961 ip，中央公論卒業出版社刊)参熊

主主2 保志?旬 r戦後日本資本主義と廃業危機の構造~ (1975年，御茶の水警察湧)， とくに第三矯，第二章，

第二節参照。

注3 農業機械化については七戸長生 r幾業機械化の動態過程~ (1975年，亜紀童書房)で詳しく展開されて

いる。とくにこのやで，小農経営のもとでの農業機械化の敏行性が指主義されている。それとの穏係で大

型機械化「一貫」体系を佼鐙づける必要がある。

注4 農業の装5量化，システム化については山国定市「農民的生産カの基本的性格j(北大『教育学部紀要』

第26号， 1976 ip)を参照されたい。

注5 農業共同化を流通共同化をふくめて把握することに関しては，前掲，山田論文を参照されたい。

注6. 前掲， l幻自論文を参照されたい。

第3章 地域農業のきた産カ形成過程における構造的関連分析

まえカマき

全道的な農業生産力の到達水準についてみてきたわけだが，その形成過程における客体的契

機と主体的契機の構造的な諸関連をより具体的に明らかにするために，稲作，酪農，畑作(そ

きい園芸)の三部門について士別，別海， ?陪爺の地域分析をこころみる。

その何れも，大型機械化「一貫」作業の段階への移行期にあるといえるが，そこにおける農

民の対応形態， したがって矛震の発現形態はむろん一様で、はありえない。

そこに，むしろ，われわれは主体的，集団的対応の重要性をみるものだが，さしづめ，農業

生産力の賠層講造に焦点をあてて，三地域における濃業生産カ形成の容体的，主体的契機の関

連に接近していく，という方法をとりたい。

1.稿作地格一士別布における農業生産カ形成の特質

一一士郎市T地区の事例を中心に一一

士別市における稲作の作付は屯岡村入植直後からなされていたが，大正期に土功組合が組織

されて，なかでも大正末期に急速に開田がなされてきた。

その後，排水・客土による土地改良がなされ，あるいは耐冷性の品種改良，温冷床荷代方式

の導入など，資本投下および、生産技術の改良がはかられてきた。

戦後は，食糧不足および米備の相対的安定という社会的条件の下で，一貫して水凶作付面積

の増大が見られ，.また品種改良，化学肥料の増投などにより，王子均反収の向上も実現されてきた。
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1960年代に入ってからは動力耕転機・小型トラクターの導入を中心とした新たな生産カ段

階に移行し，さらに 70年代に入ってからは，機域化「一貫」体系への移行が顕著に認められる。

以下，このような生産力形成の中で呉体的に生じてきている諸問題を士別市の実態に却してと

らえていこうとするものである。

(1) 機械化「一貫」体系への移行

1970年代の稲作の農業生産力形成の特質として，機械化「一貫」体系への移行が挙げられる。

機械化「一貫」体系は，従来の耕怒過程で、の機械イ七一一一畜力による耕転から動力耕転機・小型

トラクターによる耕転への移行一ーから，さらに移植過程・防除過程・収穫過程まで稲作の基

本的な労動過程における機械化が実現された技術体系を詩う。そして，従来の多肥・多労的で

土地生産性を重視した技術体系に比べ，著しく労働生産性を重視した技術体系となっている o

この機械化「一貫J体系への移行は，行政および資本主導でなされていることを特徴として

いる。すなわち，独占機械メーカーによる強引な農民への売り込みと，基盤整備事業への国家

投資および共同化にともなう機械化「一貫」体系への移行を，財政補助によって誘導しつつ展

開されている。

機械化「一貫J体系への移行は，農民の資金蓄積条件の違いによってーーサ、農的生産権式に

規定されて一一階層関格差をもたらしながら，提来の土地生産性重拐の技術体系から労働生産

性重視の技術体系に移行する中で，様々な問題を生じさせてきている。

以下，近年急速に機械化「一貫」体系に移行してきている士別市T地区における実態に即し

て論じて行くことにする o

表3-1に示すように，ゴご5}ljr告を含む北海道食撞事務所名寄支所管内(士別市，名寄市，和寒

町，剣湖沼J，朝日町，風連町，下Jll町，美深町，中川町を含む地域)においては， 1963年に奨

励品積に採用された「しおかり」に， 60年代後半以降急速に統ーされてきた。これは，①技術

表 3-1 名寄地域における作品種の推移(うるち米)

年次 第 1 位 第 2 f立 第 3 f立 その他計 合計 l

1963 ふくゆき 37.4 北海116号 8.6 農林 20号 5.3 48.7 100 I 

1964 ふくゆき 24.2 しおかり 15.7 きさはなみ 6.7 53.4 100 

1965 しおかり 27.4 ふくゆき 22.7 岩系 15号 20.7 29.2 100 

1966 しおかり 40.0 ふくゆき 21. 7 きさはなみ 7.4 30.9 100 

1967 しおかリ 49.0 ふくゆき 16.宮 きさはなみ 8‘5 25.6 100 

1968 しおかり 50.3 ふくゆき 13.2 きさはなみ 7.3 29.2 100 

1969 しおかり 59.5 うりゅう 10.5 上菅294号 3.2 26.8 100 

1970 しおかり 60.8 うりゅう 11. 9 なるかぜ 5.9 21.4 100 

1971 しおかり 72.6 なるかぜ 8.4 うりゅう 6.0 13.0 100 

1972 しおかり 81.3 イシカリ 7.9 うりゅう 3.2 7.6 100 

1973 しおかり 89.0 イシカリ 3.5 うりゅう 1.8 5.7 100 

1974 しおかり 91.1 イシカリ 3.3 うりゅう 1.4 4.2 100 

1975 しおかり 85.9 イシカリ 9.2 うりゅう 1.2 3.7 100 

1976 しおかり 80.3 イシカリ 15.7 うりゅう 1.0 3.0 100 

注1.北海道食糧事務所調べより名寄支所について作成。 (%) 

2.数字はそれぞれ作付商積の比率を示す
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図3-1 10 a当平均収量の推移

ー-----~滋平均

一一一七日柿王子均

193040 50 55 60 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 (年)

注 「士}]Ij市史J(I930-60年まで)および農林省北海道統計情報事務所競べ

より作成

的にみれば，トラクタ…の普及によって中生品壊の適期作業(耕転代掻について)が可能となっ

たこと②経営的には，耐冷性に1憂れた品種であるが故に生産力の安定した発展を求める農民の

要求に合致したこと，を意味している。しかし，この品種への統一は，同時に「限界地」にお

ける生産技術それ自体の脆弱性を意味するものであり，移植・ i収穫過韓の労働力需要を一層拡

大し， したがって農業労働力の減少にともなう機械化を促進する条件を形成していったともい

いうる O

士号Ij市の平均反紋の変化は罰 3 1に示すとおりである。ほほ全道王子均と需じ数字を示して

いるが，冷害の年次には極端に反収が少なくなっており i限界地J農業としての生産技術の脆

弱'往が明瞭で、ある O

農業機械の普及状況(1975年度)を見ると，表3-2に示すとおり明確に時層差が存在してい

る。すなわち，トラクター，田植機，自脱型コンパインの普及は上揮になるほど高い。したがっ

て耕転過程から収穫過程までの技術体系は，階層簡において格差が存在している。上騎 (6況以

上)においては「トラクター十回構機十自脱裂コンパイン」の機械化「一貫」体系がほぼ、嘩立

し，中!習 (4持以上6持未満)においては耕転過程でトラクター導入がなされているが移植過程

では機械植えと手植えが併存し，また収穫過程で、はパインダー刈と自説型コンパイン刈の併存

が見られる。下層(4認未満)においては耕転過程でも動力耕転機とトラクターとの併存であり，

移組過程は手植えで，収穫過程はパインダー刈ないし手メIJという技術体系になっている。
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表3-2 主な農業機械の普及状況(共問所有も含む)

ha 

。~川 幻;) 

3- 4- 5- 6- 7- 8- 百~ 10- 全体

動力耕運機 10 8 39 81 31 34 17 12 13 12 263 
(41. 7 (61. 5) (81. 3) ( 68.6) (63.3) (68.0) (54.8) (70.6) (76.5) (66.7) (66.4) 

トラクター
4 18 85 36 41 29 14 16 16 262 

(8.3 (30.8) (37.5) (72.0) (73.5) (R2.0) (93.5) (82.4) (94.1 ) (88.9) (66.2) 

a 様 機
7 35 13 18 8 13 9 111 

(7.7) (14.6) (29.7) (26.5) (36.0 ) (25.8) (41.1) (76.5) (50.0) (28.0) 

パインダー
1 3 8 34 89 38 41 27 15 13 11 I 280 
(ι2) (27.3) (61. 5) (70.8) (75.4) (77.6) (82.0) (87.1) (88.2) (76.5) 

自脱裂コンパイン
l 1 6 22 14 25 20 

(581.0 8) (8214 4) 
8 I 121 

(4.2) (7.7) (12.5) (18.6) (28.6) (50.0) (64.5 ) ( 44 . 4 ) I (30. 6 ) 

注l 北海遂農業基本識変 (1976.2.1)より T地区について作成

2. 上段は所有農家戸数(実数)，下段は普及率(所有農家戸数/総農家戸数一%)

3. 規模は経営耕地面積による。

IXI一一町一一一

m ‘一一一一一一2一一

VHI-

VI 
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" 2 
w 
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1971 1972 1975 1973 1974 

図3-2 
機械体系の披行性と

階層照格差の推移士lJlj市T地区一

OI-IXは機械体系の類裂を示す。
耕主主~穏移半島~f.'E五収穫過緩

I. ~富 力一手うえそF 刈

II.動力耕主主機一手うえ そF 刈

III.動力耕転機一手うえーパインダ-

N. トラクタ一一手うえ一手 刈

V. トラクタ一一手うえーパインタ-

VI. トラクタ一一手うえ-5ン嬰ィぎ
VH. トラクター-ElHtt機一手 )(1] 

VIn.トラクタ一一沼様機パインダ一

弘トラクタ一回総機一号ン興ィぎ

O各類型の上段は機械の共有をしている

もの，下段は個人所有によるものを示

している。

01-20は農家番号，番号が若いほど土

地面積1立大きい。

00--0は稲作の技術体系の典型的類

恕の推移を示す。

第一段階

畜カ耕十手うえ+チメIJ

第二段階

(動力耕+手うえ+パインダー
トラクター耕

第三段階
自脱裂

トラクター耕十機械:直十
コンパイン刈

注 北海道農業主まヱド識変偲票より作成。
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鴎3-2は， T地区のある笑行組合における各農家の5年開の技術体系の推移を示したもので

ある。機械化「一貫」体系への移行の過程で蹴行的な技術体系の存在と，階層構格差が認めら

れる。すなわち，第 2霊安に示した生産力段階の麗史的段階差が，階層関の生産力格差としてあ

らわれているのである。

このように階層間に技術体系の差異を持ちながら，行政による上からの農民の組織化が行な

われ， したがって共同生産総識の農民間において，生産技術の混乱を必然的にもたらす。

機械化「一貫J体系に移行する時期の生産技術の混乱として次の諸点が挙げられる。

①耕転f-t描一一機械移植に適した土の状態にするには，手植えに比してより高度な代撞労働

の技能が必要とされる o 代撞の状態が悪い場合には定植が不安定で、，補植労働が多量に必要と

されて来る。②育首 手植えよりも均質な苗の育成が必要とされる。したがって脊首過程にお

いて，催芽・施肥方法・二ヒ性についての知識などの新たな技能の習得が必要とされる。③肥培

管理一一稚苗育苗方式の機械植えの場合，気象条件が成育に大きな影響を与えるので，より撤

密な肥培管理方式の確立が必要と零れる。ゆ現在広範に作付されている「しおかり」品種には

苦があり，これは収穫・乾燥過躍において機械の労働能率を低下させている。したがって機械

の労働能率を向上させるためには機械の性能の改良か新たな品麓の採用が必要とされる。とく

に後者の場合，新たな脊恵方式や肥培管理方式の提用が不可欠となってくる。⑤機械佑「一貫」

体系の機械それ自体の機能として，労働生産性と土地生産性の均衡のとれた発壌が阻害される

条件も生じている。すなわち，自脱型コンパインの導入は従来稲ワラを堆肥生産に使用してい

た農家に堆肥づくりを放棄させ，地力問題を主主じさせてきている。(1)

つぎに，機械化「一貫」体系への移行の中で，農民層分解がどのように進行しているかを

る。

表 3-3 農業労働力の推移

常 康 臨 辞寺 凝 一戸当り農業従事者数 戸当 150B著書以数J二i 
盤整業従事

年次 会道上)11士別 会道上)11士別 会道上)11 士別 全道上)11 士別

1967 
4.2 4.4 3.8 42.6 56.4 59.4 
( 1.8) ( 1.5) (1. 5) (74.6) (62.5) (66.7) 2.66 

2.77 2.80 2.01 2.25 2.29 

1968 
3.9 3.6 2.9 53.3 69.5 71.0 
(1. 7) ( 1.4) ( 1.4) (80.9) (68.0) (84.5) 

2.73 2.84 2.90 2.03 2.31 2.37 

1969 
3.6 3.4 2.8 56. 2 73.8 73.5 
(1. 9) ( 1.4) ( 1.4) (88.5) (77 .0) (90.0) 2.75 2.90 2.90 2.06 2.25 

2.34 

1古70
2.6 2.2 2.4 58.5 79.3 81. 3 
(1. 4) (1. 3) ( 1.4) (86.6) (74.7) (83.2) 

3.00 3.25 3.13 1. 79 2.03 2臨13

1971 
2.2 1.6 0.9 51.9 68.9 71.2 
(1. 6) (1. 5) (1. 3) (80.3) (70.1) (68.4) 

2.68 2.87 2.80 1.86 1.97 2.091 

1972 
1.9 1.5 0.8 52.3 68.0 72.1 

1.981 
( 1.6) ( 1.5) ( 1.3) (76.9) (67.0) (63.4) 2.68 

2.84 2.79 1.83 1.89 

1973 
1.7 1.2 0.9 50.1 61.7 60.6 
(1. 7) ( 1.5 ( 1.3) (74.2) (62.7) (57.5) 

2.70 2.80 2.76 1. 78 1.69 1.81 

1974 
1.6 1.0 0.7 50.0 58.1 59.1 
( 1.8) ( 1.8) (1. 5) (76.6) (63.5) (56.3) 2.70 

2.76 2.78 1. 76 1.62 1. 74 

1975 
1.2 0.7 0.4 51.4 64‘6 60.6 
(1. 8) (1. 6) (1. 3) (75.9) (64.2) (53.4) 

2.78 2.83 2.76 1.54 1.39 1.47 

注1. 北海道農業基本調査およびセンサス(1970，1975年)より作成

2. 雇用については，上段は雇用の麗入れ農家の割合(%)，下段は麗入れ農家1戸当人数をあらわす(入)
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① 農業労働力一一60年代以経いわゆる高度経済成長期に入って，農業労働力は大量に商工業

に吸収され，農業内藤用および家族労働力の存在形態は大きく変わってきた。麗用労働力では，

60年代後半には常麗という形態の農業内麗用は急、速に減少し，70年代に入ってからは臨時麗と

いう形態の雇用も急、速に減少してきている。また家族労働力においても農業従事者が漸減して

きており，基幹労働力 (150日以上の農業従事)は急速に減少してきている。そこで析出された

労働力は農外労働力市場へ吸収されている。このような農業労働力の減少は，一方では機械化

促進の条件となり，他方で機械化の結巣として作用している(表3 3)。

② 階層間の土地移動一一土問市T地区における 1971年2月1日から 76年2月1日までの

5年間の階!曹関土地移動の動向は表3-4に示す通りである。

表3-4 1971-1976年のF皆様関土地(水図面積)移動

X 
o 1 1 2 2 3 3 4 4 5 5 6 6 7 7 8 8 9 910 1011 11 {5入r 

j:)、h未a haha haha haha haha haha haha haha haha haha haha ha 
以来 以未 以来

上以満来
以来 以来 以来

上以満来
以未 上以満未

以
上i筒 上満 上j椅 上j詩 上満 上i筒 上満 上j務 上 言十

O以上 13 5 1 1 l 21 
2ha未満

1 ha以上 5 1 2 2 10 
3ha未満

2ha 以上 9 3 I 13 
3ha未満

3ha 以上 1 3 30 12 46 
4ha未満

4ha以上
l 2 10 92 8 2 115 

5ha未満

5ha以上 2 3 1 7 33 3 49 
6ha未満

6ha 以上
2 7 10 22 3 1 I 46 

7ha未満

7ha以上
3 5 13 6 4 31 

8ha未満

8ha以上 2 3 2 1 5 l 15 
9ha未満

9ha以上
5 3 1 2 4 1 16 

lOha未満

1αla以上
2 l 1 2 l 7 

llha未満

llha以上 1 1 l l 1 5 
l::1la未満

l::1la以上 1 2 3 6 
l:l!a未満

l:l!a以上 l 1 
14ha未満

14 ha以上 1 1 

l口入 計 13 14 19 50 128 67 49 17 13 4 4 4 382 

(ha) 

l-3

1 

1 ~; 127-136-1 :: 154-164-174-1計
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この特徴を階層別にまとめると次の諸点が挙げられる。(イ)76年を基準としてみると上層 (6

説以上)の農家はこの5年間に土地拡大をすることによって上昇してきた農家が支配的である o

この傾向は 7~8;:.~以上のより規模の大きい農家において顕著である。とりわけ，刊誌以上層は

8 戸から 20 戸へ増加し，しかもそのなかには 1971 年にはみられなかった 12~以上層が 8 戸形

成されていることが控目されるべきである o(ロ)中膚 (4認以上6持未満で)では，土地拡大して

きた農家も一定緯度存在しているが，多くは5年間土地の拡大も縮小もなかった農家である。

付下麗 (4将来満)では，拡大も縮小もしなかった農家より，縮ノトあるいは離農した農家が多く，

停滞ないし下向的である。表にみられるように，分解基軸はすでに 7持層におよぶが，過去5年

についていえば，従来の中堅4況がもっとも不安定層となるにいたったのである o 以上要約す

れば上騒がこの5年間に急、速に拡大されてきているのに対し，中層では現状維持が多く一一こ

のこと自体下向的要因を含んでいると考えられる一一，下層では下向の傾向が箸Lい，という

ように階層分解が促進されてきているといえる。離農率を見ると，この2-3年に急激な階層分

解進行の状況をよみとることができる(表3-5)。

表 3-5 離差是E容の推移
(%) 

年次 全 道 上 )11 土 lJlj 

1968 3.7 2.7 3.4 

1969 3.3 3.0 3.1 

1970 3.5 3.5 3.2 

1971 4.8 3.2 2.7 

1972 4.5 3.2 2.2 

1973 4.3 2.9 2.4 

1974 4.2 3.5 4.9 

1975 3.2 3.1 4.5 

注 センサス(1970，1975)および北海道農業基本

本調査より作成。

(2) 機械化「一貫」体系と共同生産組織

T地底は稲作主幹作経営が支配的であり， した

がって水朋面積の大小がそのまま生産力格差に

結ぴつく。そして以上見た土地規模の格差は，

同時に機械の普及度合(資金蓄積の違い)に照

応している o

ところで，現在の機械化「一貫」体系は，各

種の機械の効率的(経済的)利用をしようとす

れば，一定の土地所有の偶別的な機械化

体系への移行は過剰投資にならざるを得ない。

このようにして，中層以下での個別的な機械化

体系への移行は，農民層分解を促進す

る方向で作用せざるをえないのである。

すでに見たように，機械北「一貫」体系への移行の中で生産技術上の混乱と生産力格差が引

きおこされてきているが，この矛盾を内包しながら，行政によって上から共同化が促進されて

きている。

T:t也IRの場合には，道営翻場整備事業を基礎とし，構造改善事業として共同化=集団的な機
械化「一葉」体系への移行が計画され，実施されてきた。しかし，この実施の過躍で，すでに

いくつかの間題が指摘できる。①地縁集団である部落実行組合を基礎として 100誌を基本単位

とする集団化が計画化されたが，地域的に組織率は不均等を示している O それは，上からの組

織化が，農民の要求と直接に矛盾し，定着していないことを意味している o ② 100 ;...:.を単位と

した集団の内部にさらに実際の労働過程における労働力と機械の結合・運用を単位としての作

業政が存在する。そして，利用料や出役賃金等の決定すなわち共同生産組織の経済面での運営

も作業庇単位で独立している。このことは，農民的共向における生産単故(労動力・機械・土

地等の結合)と上からの組織化における生産単伎との付立に起因するものであるといえる σ

このような上からの組織化に対して，農民は共珂生産組織を傭別経営の補完的手段として位

置づけている。そして，そこでは明らかに階層差が認められる。①上層農においては，一方で



表 3-6 士号IJ市T地区における生産組織化の事仔IJ

差是 家族学働力(人) 産量用労働力(入) 1975年における幾業機械 兼業従事(人) 共の 5土
家 従事者 150日以上 ぬ711f.I 1976年 動力耕トラク田植機 パイン自脱型 1971年 1976年 化同。事E 年関地移ha番
号 男女男女 男女男女 転機ター ダーコンパイ f豆動 出稼人夫・日雇憶動 出稼人夫・日産量 へ加 の動)
1 2 2 1 1 190 150 O O O 1 O 5.3 

7 
2 2 1 1 1 51140 O O O O 1 1 × 1.4 

O O O O 3.7 
ha 

3 1 2 56 1 1 
以

4 1 1 1 l 11 169 200 O O O O O 
…上5 1 1 1 l 180 30 O O O O l 1 × 

6 2 2 160 20 O O O O 1 1 O 7 

7 1 1 1 170 30 O O O O 。 1 1 × 2.1 6 
8 2 1 1 70 60 O O O 2 1 X ム 0.7 6 

O O 1 O 9 l 1 90 1 ム 0.4 5 
10 2 2 1 1 41150 30 O O O O 1 1 × 

11 1 2 官。 O O 1 1 2 O 
12 1 1 1 41126 100 O O O 1 1 X 0.3 5 

13 1 2 1 1 90 50 O O 1 1 O 
14 2 2 1 1 140 40 O ム ム A × 6. 0.9 

15 1 1 130 O ム ム O A 1 1 × 
16 1 1 120 O l O 4 

17 2 2 1 1 70 30 O O 1 × 

18 1 1 1 1 21 77 30 O O O O O 1 X ム 0.7

19 2 1 100 O 1 2 × 
20 2 2 60 O O O 1 1 2 O 4 
21 2 60 O ム 1 2 O 
22 1 1 1 70 15 O ム 1 1 O 
23 2 1 80 O O 1 2 2 O 
24 2 2 60 O ム 1 2 O 0.5 3 

25 l 2 60 O ム 1 1 2 O 
26 1 60 O ム 1 O 0.5 3 

27 1 l 1 40 30 O 1 O 
間嶋削嶋輔ら圃旬

注1. 1976王手7月，北大社会教育研究室識変および北海道農業基本調査鏑禁より作成
2. 機械において 0=鏑入所有，ム=共有:値動=恒常的勤務
3. 5年間の土地移動については0.3ha以上についてのみ記した。
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は自己兎結的な機械化 体系に移行しているため二重の投資を避けて共開化に参加しな

い農家があり，他方では部分的な機械導入をしている農家(既に 60年代にトラクター耕段階に

入り， 70年代には田植機かまたは自脱型コンパインのどちらか一方を他別で導入している農

家)が，機械への過剰投資を避けて共同北に参加し，一層の資金蓄積，規模拡大を志向してい

る。②中層では，全体として機械導入が遅れており，しかも土地拡大も余り行なわれておらず，

自己完結的に機械化「一貫J体系に移行できるほどには蓄積していない農家が多い。共同化に

対しては，比較的労働力が安定しており， しかもすでに田植機または自脱型コンパインを導入

している農家はそれ以上の過剰投資を避け，そして自己完結的な機械化 r-~J 体系を志向し

て不参加である。逆に，図柄機・白税型コンパインの等入をしない農家では共同化に積極的に

参加している。同時にこのような農家は現住兼業に従事しており，やがて安定的兼業を維持す

るかあるいは規慌拡大により専業化の道を追求していくか，次の段階で選択が迫られると思わ

れる。③下層においてはトラクターの導入率も低しまたノくインダーも共同所有という形態が

支持己的で，資金蓄積条件に乏しい。この層は共同化に加わることによって機械化「一貫」 体系

への移行をなそうとしている。いわば委託経営化の性格を強く持っている。つまり， 内己完結

的な機械導入が不可能なことにより，共同化に加わることによって農業を維持しつつ，安定し

た兼業に従事することを強〈志向している。 1971年に比べ1976年には兼業への従事者が絶対的

lこ増大していることからも明らかである(表 3 6)。

このように，共同化に参加している農家は一定の資金蓄積を基礎として規模拡大を志向して

いる上層と，すでに生産力格差が存在する中で，いわば半強制約な機械化への対応としてあるい

は安定した兼業従事をめざしての中・下層とに分離している。

共関生産組織の内部で農民層間の科書の対立を含んで、いるので，共同生産組織の運営におい

ては生産技術上および経済上のさまざ、まな問題が生じてきている。

稲作中核地帯に位置する月形町の共同生産組識(第一次構造改善事業による共同化を基礎に，

さらに次の段階として 1973年より共同化育苗を開始し，機械化「一貫」体系に移行している)

の場合，次のような問題が挙げられる。①育苗部門においては， (イ)共同育苗に移行することに

より作付品種は統一され，個々の農家は共同出役以外には基本的に脊苗過程から解放される。

(ロ万世方，育苗の専任者は4丹末から 5月末まで，毎日の管理に追われる。しかも育夜方式は，

機械移植であることにより機密な管理が要求され，脊苗の専任者は共同生産組織内の労働配

分・労働評価に不満を感じている。③経営問題については，農業経営費の内容をなす主要な事

墳は共同生産組織の専任者に委ねられ，側々の農家が経営からも排除されてきている。

T地区の例では，①階層差にもとづく技術体系の違いから，育商過程などの主要な生産過程

が専門化すると他の農民の技能が発揮されなくなるという問題が存寂する。このことは，農民

の集団的な生産力発展の閤害条件となっている。②生産組織内でオペレーターが確保しづらい

という問題が生じでいる。これはオベレーターとしての出役賃金と兼業従事の賃金との格差が，

階層簡の利害対立として反映したものである。

このように上からの組織化，それに対する農民の階層間の対応の違いから種々の問題が指摘

されて来た。しかし，機械の共同所有・共用利用および労働過躍の協業化を基礎として，既存

の共同生産組織を農民的共同化の中に位謹づける条件も存在しうる o ①生産技術の商では，労

働の社会化を基礎として技術・技能を交流することにより集団的生産力発展の道の探究が可能

であり，②経済的な利害対立も，共同生産組織内の民主主義的力量の形成によって一定程度緩
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和できる o また，国家独占資本主義段階の今日，小生産者としての連帯を基礎として地域的な

集団すなわち農協という組織単位での，高次な民主主義的カ量の形成によって独占資本と対抗

して行くことも考えられる。農協組織においては，今日農民層分解{足進的に導入されている機

械体系をより農民に有利な条件で導入する諸形態も可能で、あるだろうし，土地規模の格差に起

因する生産力格差についても援合経営等の展開により，中・下層の生産カ発展を図ることも可

能であるだろう。いずれにしても，農民の民主主義的力量の形成が関われてきている。

2. 酪農地帯ー別海町における酪農生産力の発展

(1)別海酪農の形成と機械化の進展

根~II草地酪差是専業地帯の中棋をなす別海町においては，耕地面積 20 持以上の農家が地区内全

農家の83.7%を占め，また成牛30頭以上を飼養する農家が全餌養戸数の51.0%，20頭以上を

含めると 81.1%に達する(いずれも 1975年2月1日現在，北海道農業基本調査)。従来の副業

的酪農経営と複合的酪農経営との併存構造が上述のような本格的な転換をとげるのは， 1960 

代の酪農「近代化」政策のもとで農業構造改善事業別順次全町的に進められ，急速な規模拡大

が進行しでからである。

この地域のような草地酪農の場合，規模拡大のためには，乳牛飼養頭数の増大とそれに対応

した自給飼料基盤を拡大することが前提条件となるが，そのさい拡大した経営を家族労働力を

基礎条件として維持しうる省力技術の採用が不可欠となる。

したがって，別海賂農においても，飼料生産労働過程と乳牛飼養管理労働過程(出荷労働過

程もふくむ)の両部門で急、速な大型機械化が進められた。

i 飼料生産労働過濯における機械fむの進援

飼料生産労働過程(栽培，収礎調整ー乾燥・運搬・貯蔵)において中軸となる労働手段はト

ラクターである。別海町におけるトラクターの普及の状況は表3-7のとおりである。

表 3-7 別海町におけるトラクターの普及状況

総 数 30馬カ未満 30 - 50 50馬力以上 所有農家寧

実戸数 台数 戸数 台数 戸数 台数 戸数 台数 億人 合計

1967 偶人有 82 183 41 41 41 42 
4.2 16.2 

共有 235 69 21 7 226 62 

1969 個人有 248 249 76 77 112 112 60 60 13.6 47.9 
共有 496 131 6 2 309 72 225 57 

1971 個人有 579 618 78 98 228 228 288 292 34.5 61. 9 
共有 461 192 10 4 322 91 281 87 

1973 個人有 858 939 107 108 59 60 533 540 53.4 85.9 
共有 523 234 2 1 239 73 359 160 

1975 偶人有 1046 1307 86 86 240 247 839 894 66.2 86.1 
共有 316 218 4 1 71 19 381 198 

設 農林省「農業センサスメ1975)1北海道幾業基本調査」より作成。

大型トラクターの普及は，60年代に入ってから，当時すでに成牛20頭レベルに封達しつつあっ
た少数の上庸農家への個別導入形態と戦前入植者の多い地域から順次開始された第一次構造改

よる中上層農家の共同所有の導入形態で始まった。

表3-7によれば1967年の時点においても個人所有4.2%，共同所有16.2%の普及率にすぎ

なかったが，それはこのような事情争示すものである。

しかしそのように大型トラクターが上濁農家・中層農家に導入されることをも一つの条件と
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表 3-8 Z;IJ海町における酪農生産カ構造諸指標の捻移

1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 

手L 牛 AA 数 24，161 28，543 34，680 40，180 45，802 48，244 51，376 56，193 64，259 

うち成牛頭数 16，065 18，385 22，481 29，162 29，467 30，992 33，712 36，582 45，420 

AIJiil対前年比 114 122 130 101 105 108 109 124 

乳牛鈴養農家戸数 1，752 1，710 1，686 1，696 1，620 1，569 1，531 1，439 1，463 

総手L:1量(トン) 58，543 72，714 82，041 99，879 112，229 124，681 132，013 139，691 152，681 

雨対前年比 124 120 115 137 III 106 106 109 

頭農 10頭未満 482 288 173 184 186 148 III 96 61 

B 数規家 10 19 937 879 654 865 767 597 438 324 174 

模戸 20 -29 295 466 617 484 538 599 648 616 440 

別数 30頭以上 38 87 242 113 119 206 309 436 746 

手L4'ft寄養戸数率(%) 89.4 89.5 92.6 92.6 96.4 95.4 95.3 90.8 92.5 

耕地頭穣 (ha) 28，120.0 22，087.0 24，710，9 35，236.3 36，0029 39，061.9 41，077.3 43，887.0 49，6おー7

同年隠増加面積(ha) 6，644.3 ム6，033.0 2，623.9 10，525.4 766砂6 3，059.0 2，015.1 2，810.0 5，738.7 

C 採主主牧牧地爾積(ha) 16，335.0 25，674.6 24，746.3 11，704目3 16，388.4 14，675.6 11，732.9 10，053.7 2，723.9 

関1f.湾地加部穣(ha)ム7，474.0 9，399.5 ム928.2 ム13，042.。 4，684.1 ム1，712.8ム2，942.7 ム679.2ム7，329.8

トアクター台数 152 254 380 623 810 1，008 1，173 1，427 1，525 

ミルカーパケット(台) 3，018 3，058 2，698 

D 戸数 1，336 1，280 1，165 

パイプライン戸数 119 162 2印

ミルカ一計 戸数 1，455 1，442 1，415 

乳成牛牛l1E噌員当Jりj 1.8 1.7 1.4 1.2 1.1 1.1 1.0 1.0 0.8 

ha) 2.8 2.6 2.2 1.6 1.8 1.7 1.5 1.5 1.2 
ト当ラクタ-1
合り (ha) 292目5 188.0 130.2 75.3 64.7 53.3 45.0 37.8 34.3 

農従者(人) 2.7 2守7 2.6 3.0 2.9 2.8 2.9 2.9 3.0 

うち 150日以上 2.3 2.3 1.9 2.4 2.4 2.5 2.5 2.3 

耕地地・採草放仏a牧) 22.7 25.0 27.2 お目4 31. 2 32.7 32.9 34.0 33.1 

耕地ffii積(ha) 14.4 11.6 13.6 19.3 21.4 23.7 25ι 27.7 31.4 

トラクタ一台数 0.08 0.13 。目21 0.34 0.48 0.61 0.73 0.90 0.96 

金雇導入農家数(戸) 29 26 21 17 23 34 20 44 30 

G 臨時簾導入農家数(戸) 221 440 1，幻1 510 416 451 416 379 430 

j湾l戸当り延べ人数 43.6 43.0 19.0 50.8 53.8 54目3 57.0 53.2 61.2 

I~~I…数 6.6 8，1 11.5 11.2 12.1 12.7 14.2 17，5 
日

耕地問 5.1 5，8 10，1 8φ? 9.8 10.1 11.1 13.5 

成牛l頭当押し最(kg) 3，644 3，955 3，649 3，425 4，240 4，023 3，916 3，818 3，362 

1 牧草反収(kg) 1，840 2，140 2，850 3，6∞ 2，430 3，320 3，220 
L由自由

主主1 農業基本調査・農業センサス(Iヨ70，1975)より

2. 耕地面積・採草放牧地逝穣については，センサスと基本調査の数字が異なっているので単純比較

できない。

3. 成牛 lii員当り乳量iム総乳量を成牛頭数でわった。

4. 牧草反収は，回熔保「北海道麟農の現状とその問題Jr農業総合研究J30-2. (1976. 4より号|用

「北海道農林水産統計年報」による根皇室地IRのものである。
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して，酪農毒事業農家としての再生産が可能な基軸規模が，成牛20頭段階へ上昇し，それに対応

する牧葱畑面積の下限が20~前後に至った現在，従来畜力体系に依存し，またはトラクタ一所

有上層農家との賃耕関係を結んで、いた中下層農家にも大型トラクターが導入されるにいたって

いる o これにはおりから開始された第二次構造改善事業が大きな役割を果たした。 8年後の75

年には，個人所有のトラタターがほぼ3分の2の農家に普及した。まだこの段階では， 50馬力

以上のトラクターを 2台以上個人所有するような農家が少くとも 50戸を越えていることも

取できるが，これらの農家は自給飼料基盤としての土地を急速に拡大し，多頭fちの最先端を担

う農家である。これは特記すべき現象である。

また表3-7によれば，共同所有によるトラクター台数の比率が減少し，したがって参加農家

の減少も同時に進行しており，共同所有の解体→儲入所有という現象が進んでいることがわか

る。

トラクター化を基軸として，従来の労鋤過程は①牧草栽培(耕転:畜力耕今トラクター耕)

②牧草収穫調整休日取:畜カモーア→トラクター・モーア，反転集草:人力→トラクター・テッ

ター，梱包:従来は梱包せず人力で堆損するか畜舎2階へ収納→トラクター・ベーラー)等を

主内容として変化していった。従来の技術体系は大きく変容し，単位時間当りの作業量は大き

く増大した。それに加えて苗力体系のもとでは容易に進まなかった永年葱地の牧草畑化・更新

年限の縮小・深耕等による肥培管理の強化と化学肥料の大量投入，刈取回数の増加が可能とな

り，飼料生産の省カ化と集約化とを併進させうる条件がきり拓かれた。

表3-8に示された 1戸当り耕地蘭積の昨年14.4haから 75 の31.4haへという 2倍を越

える増加と採事故牧地の耕地化(1戸当り採箪放牧地67年8.3h仕--75年1.7ha)とは，大型ト

ラクターを基軸とした機械化の進援を背景としていたのである。

この結果，牧草の単作化とあいまち， 67年の時点では 1，000kg台にすぎなかった牧草反収は

70年には実に 3，600kgに達し，こうした省力化とトラクター深耕による集約化とが併進したの

であった。

ii} 乳牛飼養管理労働過程の機械化の進展

餌養生産労働過程におけるトラクターリゼーションを基軸とした技術体系の変化と問時に，

多頭数飼養管理に対応した飼養管理労動過程の機械fちが進んだ(給鯛・給水，搾乳，牛乳処理，

牛乳運搬，敷料搬入きゅう肥搬出，ふん尿処理，今体の手入れ，畜舎の清掃・消毒L

これは当初ミルカーの導入を主内容としていた。別海町におけるミルカーの普及は， 60王子代

のこの地域の電fじを契機として大きく広がっていく。まず最初に，パケット式ミルカーが上層

農家に導入された。続いて会階麗的な普及・ 1戸当りの台数増加の段階を経て，パケット式ミル

カーがほぼ全酪農専業農家に一巡した70年前後から，上層農家へのパイプラインミルカ…の導

入が進んでいる。当然ミルカーの普及によって l頭当たり乳牛飼養管理時間が減少した。

70年代に進行しているパイプラインミルカーの導入は，搾乳，牛乳移送，貯乳，搬出の省力

化を一挙に実現するが，新しい事舎の建築と局時に仔なわれる場合が多しその際のパーンク

リーナーの導入により，従来スコップ・一輪車式で人力によっていたふん尿の処理が省力化さ

れつつある。

以上の総結巣として， 1頭当りの乳量についてみると， 67年には3，600均， 71年には4，240

kg (表3-8)で， 60年代の上昇傾向がうかがえる。

iii) バルククーラーの導入と集送乳過程の合理佑
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表 3-9 5jlji制Iにおけるバルククーラー導入計画

農家戸数 導入数 保育台数 普及率

1969-74 270 270 

1975 1，389 381 651 44.9 

1976 1，391 534 1，185 85.0 

1977 1，395 172 1，357 百7.3

1978 1，398 28 1，385 99.1 

ミルカー・パーンク 1)ーナーの導入と

は，その意義を異にして，現在新しい設備

投資としてバルククーラーの設置が急速に

進んでいる。1975年度までに44%の酪農家

に導入され，計画では78年度には，ほぽ全

戸に設霊が完予する予定になっている(表

3-9)。

注別海町幾業委員会資料より。
搾乳牛が30頭を越え，乳かんによる生乳

の移動・保管・運搬の労働負担がすで、に限

界に達している農家にとってバルククーラーは，省カ化の意義をもち，またノfイプラインミル

カ→バルククーラーというそれなりの技術の体系的完結性を実現できる。

しかし，バルククーラーはそれ自体が生乳の流通体系のかなめ，独占資本主義的市場編成

の地域拠点となるものであり，現在はまだ地域集乳所，クーラーステ…ションまでの個別集荷

主主と主管工場までの大型タンクローリーの「重複路線」が併在しているが，それだけに乳業資

本の立場から，その調整・合理北をめざす新しい集送乳体系確立の一環として，全戸への半強

制的設置が位置づけられている。明らかに資本の農民包摂の中での労働の社会化の過程である。

バルククーラーの設寵は現在構造改善事業(半額補助)，農協系統による「リース事業J(5-6 

年の年賦償還)として行なわれている。しかし@三棺電気・農道・処理室などの付帯設備・整

備を事すること。②新たな集送乳体系は，対象地域の全酪農家を包摂するために，乳かんを利

用した既存の集乳体系が残きれないことが計画され，③「乳質改善」の規制により，落等乳を

出，しではならぬという強制jが加わることから，小規模の農家は，過剰投資の危険性をおかして

導入するか，搾乳を止めるかという岐路にたたされている。

iv) 刻海町における規模拡大と機械化の笑相

前述した機械化の進展を基軸として規宇鄭広大が急速に進み，激しい農民層の分解が結果した。

別海町中春別A地区を事例としてその実態について検討する。

この地区は，第二期拓殖計画による戦前入植者の多い地区で、あり，離農跡地に戦後開拓農家

(9番農家)や分家入植農家 (2番から 5番が分家)が散在している。

農家の規模拡大と機械化の展開の概況は図3-3に示すとおりである。

I階膳は 72年から 74年にかけて成牛30頭の段階を越三た階轄で，それに対応する牧草畑の

拡大を他階濁より比較的早い時期に行なっている。そのためには大型トラクターを中心主した

機械化においても優位を保つことが必要とされ， 1番農家は共同で， 2番農家は個人で，それぞ、

れ65年に導入している。 3番農家は最初の導入こそ遅いが，いずれも現在2台の大型トラク

ターを所有している。 70年前後に現荘の多頭数鯛養に耐えうる畜舎を新設し，いずれもパイプ

ラインミルカーを導入し，さらに l番農家にはパーンクリーナーが設置されている。 74年には
いずれも 2，000.eのバルククーラーを装備した。

II階層は成牛20頭の段暗の農家であり，30頭の段階に達するためには，牧主主畑・富合あるい

はそのいずれかの投資を必要としている。トラクターは現在それぞれが1台所有しているが，

4番農家が中古の機械を個人導入した他はすべて第二次構造改善事業で導入したものである。

ミルカーはパケット式でバルククーラーは， 4番から 7番までが1，200.e.. 8. 9番が800.eの

ものを劉臆している。
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隠 3-3 中春別A地区における規模拡大と機械化の展開

階層 農番号家 1買 目 1965 66 67 68 69 70 71 72 73 74 儀 考

乳牛頭数 12 →16 吋 17 →19 →32 →23 →32 →30 →44 72年，臨麗30日
耕地怒積 16.2" ー 一一一一勾勾戸 多20.9却制句切一一一 は1.0.一一…叩一一一一一吋2.0

① 農業専従者 2 
→4 日P5→94もm' →3 

機 械 T 1 →2 C 2，000 ~ 
総 設 C H 792m' 

乳牛頭数 20…ー 一一一一一 一一→17 →17 →23 →27 →35 →40 71年，臨麗23司
耕地菌検 27.7 命一一ω …参24.0 一一一→33司5.... 一一一一 +36.6

② 農業専従者 4 +3 →2 →3 → 
機 械 T 1 →2 → C 2.000 ~ 

P 

施 設 H33um' C H 6601ぜ

乳牛頭数 3 →3 →5 →10→15 →26 →25 →33 72年，臨縫40B
耕地蘭積 6.5"ー 一一ーや勾 参8.3ωw 一一ーペ5.0匂一一一時 ω一一一一ーペ2.0

③ 農業専従者 2 叶 l →2 → 
機 械 T 1 →2 P → C 2.000P 
施 ヨ員又凡 H198m' C 

乳牛頭数 7 →10 →16 →20 →25 →27 パケット式ミルカー
耗地面稜 6.0一一一一一一一一一ー 参7.3一一一一一 今16.7一一ωh一一一ω時一 +27.0
③ 農業専従者 2 →3 → 
機 械 T 1 →2 C 1，200P 
施 設 C J H 495m' 

乳牛頭数 9 →10 →15 →17 →22 →20 68年lこ②から分家
耕地謡穣 11.1一一ー 一一一一令27.0

⑤ 農業専従者 2 → ノ、ケット式ミル力一
機 械 T 1 仰向参 C 1，200P 
総 設 H66m' C 百 248m'

乳牛頭数 4 今6 →7 →9 →15 叶 17 →21 →16 →30 
耕地面積 5.2ω 一一一...... 8.7....一一一歩13.8一一一一一一一一ーは6.0

II ⑥ 農業専従者 2 →3 → 
機 械 T 1 叩.. C 1，200P 
総 設 H 149m' C H 274m' 

乳牛頭数 ヨ →13 →10 →18 →22 →20 →23 →26 パケソト式ミルカー
耕地面積 9.4匂M 一一一一一一一句ー '15.6'"“一一一一.25.0"ーー一一一一ーは3.0

⑦ 農業専従者 T 1 → 
機 械 担132m' C C 1，200f 
施 1員2九又 H 264m' 

乳牛頭数 6. 一一“夢 7 →8 →15 →18 →23 →22 
耕地蘭穣 5.1……一一一→12.3…一一一一一一……一一一一一歩25.1一一一一一→25.0
③ 農業専従者 2 →3 → 2 →4 →3 →4 
機 械 T 1 一一歩 C 800t 
施 設 H248m' C H 248m' 

乳牛 E員数 6 →7 →8 →10 →9 →11 →16 →17 →19 パケット式ミルカー
耕地面積 11.6......一一一一... 多 9.5一一命令守一一'12.3一一命一一一“一一ω診19.1

③ 農業専従者 3 →4 →3 →2 →3 →4 →3 → 
機 械 τl → C 800 Q 
施 部a又 C H (26頭収容)

乳牛頭数 5 →6 →7 →10 →11 →13 →14 →18 →18 .í!; 2~ 
耕地面積 5.8......"".. 6.0 一一一ー ー一一今少13.5一一ー 一一一一一歩16.0 パケ yト式ミルカー

rn ⑬ 農業専従者 2 → l → 2 一今
機 械

絡 ;員ュ又" 

乳牛頭数 12 .i!;H員
耕地蘭積 15.0 ミルカ-~~し

⑬ 農業専従者 2 
機 械

務 見号凡凡

一 一一一 一
主主1. 乳牛5員数，耕地面積 (ha)，農業主事従者(人)については，農業センサス(1965.70. 75)，農業

纂ヱド調重量級蒸より。

2 機械脇設と{務J号機jについては， ききとり。 T:トラクター， P:パイプラインミルカー， B:ハ
ーンクリーナー. C:バルククーラー，日:衛合。
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III階!習はまだ20頭の段暗に到達していない農家であり，耕地m穣も 20haに達していない。依
然，畜力労働手段体系の段階で，とくに 11番農家は手搾りの段階であり，いずれもバルククー

ラーの地域的導入のなかで，まだ導入しえておらず， 10番は導入が迫られた場合は，搾手しをや

め育成経営への一本北をさえ考えている。

それぞれの階層的な性格を規定すると Iは中農上層， IU土中農中・下層， IIIは貧農である。

これらの農家の機械化と規模拡大はいずれも，補助事業や制度資金に依存して行なわれてお

り(図3-3)，1番農家・3番農家は 72年に総合資金の借入れを行ない，多額な資本投下を行

なっている。したがって借入金の総額もほぼ階層に対応して大きくなっており，平均がそれぞ

れI-978万円， II-608万円， III-130万円となっている。このことが第 2章でみた労轍生産

性格差の大きさに比し，生産費格差がそれほどでない条件の重要な一つをなしている。

次にトラクターを基軸とした鶴料生産労働過程の機械佑と作業編成について簡単にふれてお

く(図3-4)。

I階}習では，サイレージ調整過程がチョッパーによって行なわれている。チョッパーは，メ日

取り・細断・運搬部へのはね上げの三つの過程を同時に符ない，モーアよりも一歩進んだ労働

手段である。 II階濁では，個別作業においては依然モーアの段階であるが， 5番農家がI階層の

2番と，また 4・6・8番農家がそれぞれ共同でチョッパーを導入・利用している。後者の共関作

図3-4 大型トラクターの導入方法とサイレージ調務機械の体系一中毒手別A地区の毒事例一

番号 トラクターの導入方法と年次

1 c)) 構造改善(第 l次)1965 
② 11 第2次)1972 

c)) イ限 人 1965 

2 2 共 同 1968 

@個 人 1973 

l 道貸毒事業(共 同)1969 
3 @ 機造改善害(第2次)191D2 

@偶 人 1974 

4 1 草食事業(共同)1969 
②倒 人 1973 

1 共同 1968 
5φ  構造改養(第2次)1972 

1 道食事業(共同)1969 
6② 構造改善専)(第 2次)1972 

1 共向 1970 

7③ 構造改善(第 2次)1972 

1 遂貸事業(共同)1969 
8 @ 構造改革察(第2次)1972 

9 = 
構造改警(第 1次)1965 

② 11 (第2次)1972 

f殴別作業・チョッパー利用

鍛別作業・チョッパ一利用

共同作業・チョッパ一利用

共同作業・チョッパー利用

{降車Ijf乍業・モア・レ…キ

い一一一一一偲別作業・モア・レーキ

2次構に名目のよで参加
10 
終 2

みの
ア
刈
モ
賛
カ
一
道
タ
・
ク
業
ラ
作

L
i
H
U
 

n
h
q
 

(
偶

11馬 1 ←一一一一一吋個別作業・畜カモア

注1. 1974年8月，ききとり識変。

2. トラクターの番号のO印は，現在所有しているものを示す。
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業は 1969年の選有貸付けトラクターの共同導入を契機として発展したものである。III階層は畜

力体系を基本としているが10番は刈取りについてのみトラクターの賃耕関係を結んで、いる。

このようにサイレージ調務過程に隈っても作業編成は複雑多岐であり，共同作業も存在する

が，罰 3 4に示したように， トラクターの導入が最初ほとんどについて共同形態で行なわれ

たことを考えるならば，むしろ現在は個別作業化の方向が全体の傾向として卓越する局面と

なっているといえよう。だが，その過想で階層分解が一躍激しく顕在也することはいうまでも

ない (1)

(2) 別海酪農における規模拡大進行下の諸問題

別海町における労働力構成の展開をみると(表3-8参照)， 60年代後半から 75年にかけて，

家族労働力は平均2.7人から 3.0人前後に推移する増加傾向にあり，年間 150日以上の農従者I

についても 2.5人弱の高い数を維持している。一方雇用労働力は，全農家のほぼ3分の 1，つま

り搾乳牛30頭， 40頭クラスの上騨農家が年間のべ2ヵ月程度の臨時麗いを麗用している。

これは，この賠の経営規模拡大の結巣，家族労働力2-3人が必要であり，しかもなお最も繁

忙な夏季の牧草収穫調繋労働の時期には，2ヵ丹程度の臨時麗いがトラクターを中軸とした労働

編成を維持する上で，不可欠となっていることを示している。

根~IIにおいては，この麗用労舗はいわゆる実習生という特殊な低賃金労働力によって担われ

ている。またすでに最上層では常雇をもっており，これらの農家は資本装備の点でも最先端を

ゆく農家である o

草地酪農における農業労働は，前述したょっに乳牛飼養管理労働と飼料生産労働の二部門に

大別されるが，後者のうち最も主要なものが牧草収護労働である。それは関場作業として行な

われるが，同一経営の内部で牧草収穫労働と飼養管理労働との関係を配分・謁援することが，

規模拡大段階における個別経営の重要な課題となる。

朝晩2国の搾乳・給餌・ふん尿処理などの飼養管理労働は通例鋼別作業として行なわれ，牧

草収穫労働は，共同作業と個別作業の併存として行なわれる。

夏季には，男子基幹労働力が圏場でトラクターを駆使して，牧草収穫労働に専従し，女子基

幹労働力は畜舎での前養管理労働と牧草収穫における補効労働を主に担当するという家族内の

協業・分業関係が重要な意味をもっ。

自給鈎料基盤の拡大と乳牛飼養頭数の増大は，両部門での労働最の増大を必然化するが(表

3-10)，乳牛飼養管理労働は毎日，一定時間を必ず充当しなければならず，また牧草収穫労舗

は，気象条件，主主生の帝1]約によって一定期間に克了させる必要があることから，この二部門の

労働量の増大は，両者の競合を強める。

表 3-10 頭数規模~Ij乳牛飼養管理および飼料作労働待問(l戸当り)(全国)

1O-14li頃 15-19頚 20-29lij 30頭以上

1972 
年間乳牛飼養管理労働時間 2，604 3，270 3，972 4，800 
年間飼料作家族労働時間 588 657 823 1，021 

1973 
年間乳牛餓養管理労働時間 2，616 3，115 4，049 4，042 
年間鈎料作家族労働待問 604 665 819 1，270 

1974 
王手間乳牛車帯養管理労働時期 2，667 3，062 4，089 4，719 
年間飼料作家族労働時間 584 614 752 867 

し… 一一

注1. 単位:時間

2. 前掲，沼畑保論文よりヲ!沼，回焔氏が農林省「牛乳生産後誠一俊」より作目立したものである。
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このような競合の結果，牧草収穫の繁忙期に労子葱幹労働力が，早朝から闘場に直行し， ト

ラクターのオペレーターとして収穫労働に暗くなって作業が不可能となるまで従事し，婦人と

補助労働力が関場の補効作業を担当すると同時に，畜舎にとってかえし，朝晩の搾乳，給飼，

畜舎の清捕などに従事する。それが夜間作業その他，時間的な圧迫を生みだし，乳牛飼養管理

の粗放化すら結果する。そのうえパイプラインミルカー・パーンクリーナ一等の省力技術の普

及は，逆に多額化による乳牛の十分な儲体管理を国難にすることとあいまって，深刻な状況を

もたらしている。それは技術体系の総合性というよりは「混乱J といってもよい状況にある。

またそれは，農繁期における長時間労働と短時間の睡眠を連続させ，労働負担の過大な傾向

をも生みだした。

次に土地の問題を検討する o 別海町における規模拡大は自給飼料基盤たる土地の急、速な集

中・集積を条件としていた。

それはさ当初，第 1に，それまで粗放的にしか利用されていなかった山林牧野・未墾j:tT.を利用し

た箪地造成。第2に，中T層農家の跡地集中による外延的拡大としで行なわれた。しかし最近
はこれらの内包的・外延的拡大の余地も次第にせばめられ，耕地と採主事故牧地1戸当りの部穣

は67年-71年には 8.5ha増えたが，71年-75年には1.9haの増加にとどまり，放牧地の耕地化

も線界に達している(表3-8参照)。

これにたいして，乳牛飼養頭数は-70年代初めの乳価の低迷・経営費増加などによって若干

伸び率が減少したものの一貫して増加しており， したがって逆に成牛一頭当りの閥横は67年

の2.7haから 1.2haへと減少している。しかも牧草反収は， 60年代の上昇傾向にもかかわらず，最

近では 3，000kg台で停滞しており，自給飼料の基盤はけっして十分とはいえなくなった(表3

-8参照)。

牧草炭i技の向上がトラクターの導入にもとづく深耕と先学肥料の大量投入・メ日取り関数増加

等によって追求されてきたが，その結果として地力抵下が進んだ。それは反収の停滞というこ

とにのみあらわれるのではなし草質の低下にもとづく乳牛の病気ーとりわけ産前産後の起立

不能症ーの多発をもたらしている。(3)

その主要な原因は窒素・カ 1)多投型の施肥が土壌のマグネシウムやカルシウムの不足状態を

生みだしていることにあると考えられている。技術体系の歪みの一典型である。

また従来かなり広範に存夜したデントコーン・かぶ等の牧草以外の飼料作物の作付が，大規

模化と牧草の収穫調整労働の機械化とにより駆逐きれ(表3-11)，牧草の単作北， トラクター

リゼーションによる一面的な草地利沼の集約化により，地力の再生産の条件が崩れつつある。

明らかに農法の歪みであるが，その起点は，労働手段， トラクターの孤立的導入に端を発して

いる。

表3-11 飼料作物作付の変化一別海町

1957年 1961年 1965年 1967年 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年

長司 デント 413.0 429.8 571. 5 152.7 48.0 15. 5.1 5.3 18.5 

料作需4寸
コーン 100 32 32 34 104 349 

飼料
304.3 66.0 872.1 

886.5 697.5 511. 9 322.5 236.5 214.0 
根菜 100 29 73 64 73 90 

言語 牧主主 21，903.3 32，721.3 34.668.5 38，267.7 38，267.9 43，390.5 
干資 100 149 106 100 106 107 

i主1. 単位:ha 2. 1965， 70年は「襲業センサス」その他は「農業総本調査Jより作成。
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次に農家経済の状況をみると，号IJ海町における多頭化・競模拡大は，もともと自己資金の蓄積条

件が十分で、なかったところに，政策的に多頭鯛脊の目標が示され，大量の制度資金が投入され，

構造改善事業，根iJlIノfイロットファーム政策を経て最近では新酪農村計画にみられるような政

策的強制により，下層零細農家の離農の激発をf足しながら，急速にすすめられたのであった。

それは個別農家にとっては規摸拡大資金を専ら外部資金， とくに制度資金に依存してきたため

に，不可避的に負債を累積させ，それが酪農経営への圧迫を生みだしている。

もちろんこうした制度資金を生かしながら，労働手段装備のバランスを保ち，経営拡大のベ

ースを維持した極めて少数の上層農家と，そのような政策的展開にもとづく一面的な規模拡大

の方向にとらわれることなく自主的な対応をはかつてきた一部の農家も存在したのであるが，

負債償還のための多頭化→負債の増大→多頭化という悪循環に大部分の農家がとらえられてき

た。別海町における酪農生産力の発展は，こうしたメカニズムを経営内にはらんだ農家群によ

って担われてきたといってよい

表 3-12 農・関協の購賞品耳元扱高の推移 別海町一

L 
目包 料 自司

矯 E雪 高 イ申 (J' Eド 務 E雪 1旬

1971 1972 1973 1971 1972 1973 1971 1972 1973 

中毒手厚!J
52，182 60，524 126，241 100 116 242 75，639 93，620 133，789 

長塁 協

宇良昌IIPF 
102，500 221，884 186，618 100 216 182 225，000 296，452 515，764 関協

顕著手別
55，603 72，798 89，792 100 131 161 144，7百2 179，936 308，216 差是 協

別海農協 139，879 187，656 251，574 100 134 180 290，978 362，270 556，576 

注1 金額の単位は1000向。

2. 中春別農協と綬釧PF関協は1975if.に合併，線量IIPF中毒手別農協となった。

3 各年次の椴家管内「幾協要望主」より作成。

表 3-13 別海部Iにおける挙家離農

1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 

隊差是助成対策戸数 29 45 30 30 13 27 21 

費
士，地積条件劣懇
前i 狭少 23 35 18 1 2 3 1 

苦数の型
乳牛の毒事故

l 1 2 病気
家族構成員の病

4 2 9 18 8 15 13 
気・けが

毒 死 亡 2 1 1 2 

グコ 考 令 1 I 1 8 2 6 3 

J コ
1 1 

flニf 後継者なし

離婚

主主1. 関妬者離農効成対策移転方法議より作成。
2 木村純修士論文「機農地帯における挙家離燥の笑態と性総」より。

料

f中 び ヰE

1971 1972 1973 

100 124 177 

100 132 229 

100 124 213 

100 125 191 

1972 ~t 

13 208 

83 

2 7 

9 78 

6 

22 

1 5 

1 1 
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また前述したような自給鯖料基盤の制約と牧草の単作化とにより，購入飼料への依存度が増

し，化学肥料の大量投入による肥料費の増大によって経営費が膨張し，所得率の低下が一層進

んだ。

3-12は1972-74年の別海町管内農協(開拓農協を除く)の肥料・飼料購買額の推移を示

したものである。これらが儲格の高騰をともなって， 2年間のあいだに約2倍という激しい上昇

をみせている。

このような矛震は，酪農民の離農の実態の中にも端的にあらわれている(表3-13)。同

(3) 泉)11地区における酪農の特散と自主的発展

別海町の泉川は，戦後開拓地亙で，泉)11開拓農協 (76年西春別農協，西春別関協と合併)に

ぞくする。

この地震では， 70年からや春別地匿を皮切りに別海町一円にII演次着手されてきた第二次構造

改善事業がまだ実施されていないことに示されているように，制度資金の大量投入をうけず，

政策主導があまり貫れなかったために，生産カの自主的な展開の続芽がみられる。

75年のl戸当り生産乳量の分布をみると 50トン以下層が21.1%，150トン以上層は77戸のうち

1戸のみで (50トン以下層P.F中春別農協8.0%商春別13.9%，150トン以上層P.F中春別22.

9%，西春別7.5%)，全体として中小規模の酪農家が多く，別海町全域で進んだ規模拡大とは大

分様相を異にしている(表3-14)。

これは 69年に泉JII開協が多額の負債をかかえ，財務内容の悪化に直面したとき，第一次構造

改善事業への参加による下層農家の「強制離農J に反対し，全農家による再建をめざしての農

協運営の健全化をすすめてきたこと。そのさい政策的一語的な規模拡大の方向をあらため，農

家の生活を重視し，農家の条件にあわぬ多頭化・機械北を極力おさえ，自主的な生産力形成を

めざした結果である。

1戸当りの負債額についても図3-5で示したとおりで(那海町全体の平均1.020万再にたい

し)592万円であり r規模拡大J型の農業近代化資金の借入も少なし総合資金導入農家は一

戸もない。

このような結果は，農家経済にもあらわれており，表3一誌のように他地区農家との収支構

造の相違が明らかである。

表3-14 慶・間協の生産乳量別戸数l.HJ海面I

50トン未満 50-100 100…150トン 150トン以上 計

泉)11 関協 23(29.5) 41(52.6) 13(16.7) 78(100% ) 

1973 際春7JIJ幾協 24(13.3) 106(58.9) 45(25.0) 5( 2.8) 180( 100%) 

P.F 中華手別重量協 43(13.1) 137(41.8) 113(345) 35( 10. 7) 328(100% ) 

泉)11 幾協 20(26.3) 38(50.0) 17(23.7) 76(100) 

1974 西春別産量協 28(15.1) 90(48.4) 57(30.6) ll( 5.9) 186( 100) 

P.F中春別農協 40(12.3) 108(33.3) 133(41.0) 43(13.3) 324(100) 

泉)11 間協 16( 21.1) 39(51.3) 20(26.3) 1( 1.3) 76(100) 

1975 酋毒手別農協 26(13.9) 77(41.2) 70(37.4) 14( 7.5) 187(100) 

P.F中華手別幾協 25( 8.0) 87(27.7) 130( 41. 4) 72(22.9) 314(100 ) 

注 各年度の「根室管内牛乳出荷者名簿」より。



農家番
家 手し

族

号 数 i量

1 1 4 150ント

② 7 1 146 

3 1 6 146 

4 1 6 140 

5 1 4 109 

⑥ 4 1 107 

7 1 5 107 

③ 4 1 100 

9 1 5 100 

101 5 94 

@ 4 89.5 

⑫ 4 70 

13 1 5 60 

⑬ 3 38 

1，000万円

500万円

北海道における差是業生産力の現段階

1E3-5 農家一戸当負債額の推移

一別海町一
吋艮事IIPF中毒手別

企西春初

ρ泉JlI

1965 1970 1975 
注1. 各差是・防協別の推移
2. 各差是・間協年次毎の業務報告著書より作成。

霊祭3-15 別海町泉川地g農家と他地区農家の経営概況

業農をE 農所 所 幾 業経営費

支払1金E 貯金共済

家

収 得
肥料機械鶴飼料養畜伊

2十
業入 業得 E事 計 費

14，000 5，600 40目。% 8，400 2，500 1，640 700 2，000 1，000 600 不明 1，000 1，200 
14.400 6，800 47.2% 7，600 1，170 380 940 3，800 700 610 530 4012，900 

10，450 3，545 33.9% 6，905 2，000 425 710 2，300 610 860 3，360 1，250 2，000 

13，200 1，900 14ι% 11 ，300 1，400 1，100 300 5，000 2，QOO 1，500 4，000 1，600 1，500 

8，600 3，120 36.3% 5，480 1，400 1，200 700 1，800 750 1，130 520 1，170 不明

8，700 5，475 66.0% 3，22511，080 150 16 919 420 640 700 300 1，800 

10，825 4，698 45.9% 自，127i 937 96 680 2，973 500 941 1，361 850 1，500 
10，380 5，380 51.8% 5，060 750 301 890 1，790 490 1，050 1，510 250 2，124 

9，800 3，510 35.8% 6，290 1，000 800 350 2，700 470 970 300 220 2，000 

7，340 3，810 51.9% 3，530 6501 350 330 400 1，500 300 500 520 1，400 

8，140 4，806 59.0% 3，334 733 553 57 964 316 7lI 540 287 1，700 

6，850 4，518 66.0% 2，250 660 661 203 823 701 430 860 332 2，500 

5，000 1，760 35.2% 3，240 810 270 220 1，300 220 420 860 680 1，200 

3，450 1，806 52.3% 1，644 207 801 470 1，116 241 230 582 1511 960 
---I一一

注1. 金額の単佼は1，000円。

そ支

の

他出

5，400 

2，950 

1，348 

225 

2. 01"11が泉)11関協管内農家，その他は燐綾する西春別農協・繍協にぞくする農家である。
3. 1976年 2月の「酪農経営技術研究集会Jに提出された資料による。
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過

不

足

66，棚

380 

ム1，侃9

ム5，200

ム3，1∞
190 

987 

440 

990 

1，390 

931 

1，447 

ム 987

113 

泉)11の農家は，所得率が高<，家計仕向け分が多い。負債のEf迫が少ないのは，構造改善事

業とその一環として別海町全域で進められているバルククーラーの導入にさいしても農家の実

態にみあった計画のもとに画一的な実路をさけてきたからである。

また所得率の高さの要因になっているのは購入銅料費・肥料費の少なきであるが，自給飼料

を辱保し，ふん尿の還元に努め，地カづくりが重視されてきたこと等がその主な条件になって

いる。
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中春別地区の事例が示しているように，別海酪農においては，構造改善事業によって組織化

された共河利用は，一部を除いて，個別経営による発展の追求という方向に移行しつつあり，

農協による流通過程の共同北がまず進んでいる。

泉川地区の事例は，このような位置にある農協の民主的運営によって，個別経営を主体とし

た生産カの発展がはかられ，多頭化→負償の増大→多頭fむという悪循環を断ち切ってそのよう

な規模拡大の方向に起留する地力・労{動力問題の解決がすすめられなければならないことを示

している。しかし，その方向転換は現在の号1]海賂農の到達段階とそれがはらむ矛盾の大きさを

考えたとき容易なことではないだろう O

しかし，この町で地域の労働者(農業改良普及員・農協職員・獣医・教師・保健婦など)を

も重要な担い手として開催されてきた労農学習会やこれを受けついだ泉)11地区をゆ心とする酪

農経営技術研究会のような農民の自主的学習運動によって，地域酪農の発展をめぐる矛盾とそ

れを解決する方向が集団的に探究され，自主的発展の方向が自覚されはじめていることは重要

である。

3. 畑作・そさい地帯
一一洞爺村における農業生産力形成の特賞一一

(1) 澗爺農業の展開過程と現段階の特質

「高度経済成長」下の都市への人口集中，食生活の変化による食糧需要の変化にともなって，

従来，都市近郊を中心に，副業的作目としておこなわれてきた野菜作が，地域的拡散をおしす

すめながら，地域的・作目的専門化を進めつつ「野菜の主産地形成」を展需してきた。「高度成

長J下の全関市場の拡大・深化は，北海道をも，そうした動きの中にくみこんだ。

農業「近代11::;J政策のもとで，大規模に展開されつつある施設溺芸は，農業生産の季節性を

克服し，周年栽培を可能にした。ビニールの普及，ハウスの大型免，温度調整機能の装備等の

工業技術の適用によって，自然的条件からの影響を減少させ，飛躍的に生産力を高めた。近代

的施設関芸は，第 1に高度な技能，第2に巨額な経営資金を必要とする。さらに，独占資本の

価格誘導による，生産価格の急騰，下落にみられる不安定性が絶えずともなっている。

一般的に独占資本による市場支配と消費農産物の生産・流通における全冨的再編成のもと

で，農民の技術・技能上の格差，資金蓄積の大小によって必然的に農民層分解は激化されるが，そ

のなかで洞爺農業は，野菜・碗設彦君芸の急激な伸長によって，大消費都市ニ札輯むけの，そ菜の

主産地形成をおこないつつも，階層分解をある程度，緩和することに成功しているユニークな

地域といってよい。

a，野菜主産地の形成・展開過程

1955王手当時，この地域一帯は，在来の一般焔作「高級菜豆の主産地」をなしていたが，連作

障害，台風被害等により経営不振に陥った。さらに，大豆・ばれいしょ等の一般畑作も貿易自

由化政策による低価格によって経営の不安定性は激化した。こうした中で，一方における大型

機械の共同導入と他方における新たな方途としての一部施設園芸の先進的模索がおこなわれ

た。

「野菜の主産地」化の画期となったのは， 1966年に会員20名ではじめた「洞爺村そ菜歯芸技術研

究会Jである。さらに 1971年から開始された第二次構造改善事業による碁盤整備，大型ハウス

導入によって，野菜作の急激な伸長をみ r野菜主産地」の地位をつくってきた。今や，その比

重が洞爺農業生産の 3割を越えていることは，洞爺村農産物販売実綴推移(鴎 36)でみること
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ができる o また，年次別作付面積変化(関3-7)からも，小豆の上昇，てんさいの安定した作

付に対し，ばれいしょ・いんげんの作付は 1967年当時の3苦手j及び4割に減少し，それと対照的

にトマトの作付が3倍にも伸びていることからもその動向をうかがえる。

関3-6 潟爺村農協作目別販売比率の推移
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注1 促成トマトは「朝日農業賞推薦調査証察」より加工

2. 他は「北海道燦林水産統計J(北海道農林統計協会)

より加工。

1975年
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b 洞爺農業の生産力構造の特質

全道的な畑作の動向をみるならば， トラクター化を基軸とした生産力展開がみられる。すな

わち，技術的には，トラクター耕・トラクターによる肥培管理・機械収穫の方向に，作業的には，深

耕・多杷・防除・収穫の棋に，作物的には深耕・多肥に適した摂菜類の方向へ展開L，現在はトラク
ター化を中軸とした大型機械化「一貫J体系の導入それ自体が階層間格ままを激{じきせ，一方で、はよ

り高い生産力を基礎に規模拡大をめざし，他方では，兼業化・離農が進行していくという方向

で暗層分解が激化している。生産力の側部からみると省力化を中心とした機械化の進展の中で

畑作においてはとくに地力関題が深刻化し，とりわけ70年代に入って土地生産性と労働生産性

との披行的展開が進んで、いることは，北海道の畑作生産力構造の危機的矛盾の露呈をあらわし

ているといわねばならない。

こうした会選的な畑作の危機的状況のもとで， 1同爺農業の生産力構造の特質として，第 lに

あげられるのは，土地性産性と労働生産性との並進的な伸長がみられることである(図3-8，

表3-16参照)。とりわけ，土地生産性の上昇は顕著で、，てんきい・小豆等一般畑作の反収は全

関 3-8 土地生産量性f労働生産't':!:j の指数変化

指数

400 

300 

200 

100 

「土地生産'除j (10 a当りの差是業生産所得

。一一一0全遂(1965年100として)

×一一一×洞爺村

「労働生産性j ( 1人当りの幾業生産所得)

O ……---0会遂(1965年100として)

×…ー ×洞爺村

1965 1966 1967 1968 1969 

注1 表 2 16をグラフにしたもの。
1970 

表3-16 土地生産性jr労働生産性」の推移

1965 66 67 68 69 

土生
産
全道 実数(千円) 11 10 19 20 16 

地性 洞爺村 笑数(千円) 18 23 24 17 18 

労主主 会道 会 i箪 266 229 455 491 482 
産
働性 調査告村 洞爺村 408 584 481 370 498 

注1.北海道農林水産量統計」北海道農林統計協会より引用。

1971 

70 

20 

21 

609 

568 

1972 1973年

はと
15 30 

一26 29 46 

492 805 1134 

673 700 1118 
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道水準をはるかに上まわっている。野菜基幹作自のトマト・セルリ・マスクメロンについても，

それぞれ1968年当時の2.2倍， 1. 2 f音， 1.3倍と規摸の増大とあわせて反収を増加させてきてい

る(表 3-17，罰 3 9， 10参照)。

第2の特質として，肉牛導入農家比率が，盟鴻，大滝，虻田等の近隣町村と比較してずば抜

けて高いことである(全農家の 32.2%に達している。)これは，役馬府高舎の利用による肉牛導

入で堆肥生産にカをいれ(したがって畜舎新設投資は抑制)，地力対策を講じているからである o

図3-9 小豆の反収変化
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図 3-10 てんさいの反収変化
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0一一一会遂平均反収

O一一 O洞爺村平均反収

0--0全道平均反収
凡 l
O……O洞爺村平均反収

例 10一一一0#耳爺村誠盗塁塁家

i平均反収

1，吋~ー~
1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 

注l“ 表 2 17より作成。

表3・“・・11 作目別反収の推移

注1. 表2-17より作成。

てんさい(t) 豆 (kg) トマト (kg) 促トマ成トセル1)マスンク| メロ

年 胆振 1寄爺
調査農家

a!!振 洞爺
議査農家

殿様 洞爺 溺爺 濁爺
全遂
地域 村 平均変化

全道
地域 村 平均 変化

全道
地域 村 村 村

次 係数 係数

1968 3.84 3.77 4.44 % 141 150 168 % 2，540 1，950 4，050 

69 3.54 3.33 4.03 119 133 180 2，170 1，900 

70 4.31 ι48 5.22 5.30 9.2 155 138 180 240 8.5 2，530 2，640 6，300 5，900 1，650 

71 4.05 4.09 4.92 74 129 191 2，570 3，710 3，000 

72 4.78 4.45 5目49 174 190 237 2，990 3，890 5，110 

73 4.78 4.46 5.91 6.0 11.0 174 168 225 258 2.5 2，950 3，830 4，900 

74 3.95 4.84 6.03 6.1 7.7 164 170 215 252 13.2 3.130 3，830 4，650 

75 3.66 4.03 5.38 134 146 164 3，180 4，000 5，000 9，110 7，100 2，210 

注1. 1足成トマト，セル 1)，マスクメロンは「朝寝農業賞推薦調査察」より引用。
2. てんさい，IJ、立の調査幾家王子均反収，変化係数は1975年度社会教育研究室実態調霊長より作成。

3. トマトは「北海道農作物市町村}jIJ統計」より引用。

4. 他は「北海道重量林水産統計」北海道農林統計協会より引用。
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表3-18 雇用労働，肉牛導入， トラクター所有，施設の経営概況

-¥ヱー三 1967 1968 1969 1970 1971 

巌 E呈 宇庫者裏 戸(人数数) 
284 258 271 196 149 

華麗 (510) (518) (495) (337) (315) 

淘
地
常犀重 戸(入数数) 

2，853 3，843 3，748 3，995 3，267 
域 (177，477) (231，962) (252，523) (269，156) (194，527) 

労 字離書 戸(人数数〉
35 28 22 17 10 

1関 (42) (35) (29) (20) ( 17) 

働
宇爺J 
臨時 戸(人数数) 

148 182 176 177 208 
(9，818) (12，688) (12，119) (12，260) (9，617) 

F(Z議 数聾主) 
30 71 82 82 90 

肉 村査調若
(144) (316) (340) (308) (314) 

導(入1戸差是当司王政比数率) 
8予6 19.8 25 24‘。 27.5 
(4.8) (4.5) (4.1) (3‘76) (3.49) 

霊詩堂書
ド(語員 数数) 

8 11 8 12 11 
(16) (25) (14) (23) (26) 

牛
導(入1戸居塾当家頭比数率) 

2.2 2.1 置I 1(。25) 4‘4 2.5 
(2.3) (1. 75) ( 1.92) (2.36) 

戸{頭 数数) 
1 1 1 2 1 

華事
世と (1) (2) (3) (12) (]) 
阪

導(入1戸幾当家綴土数七本) 岡I O {‘3 1) 
0.3 0.5 0.8 0.4 
(2) (3) (6) (1) 

入

大罪
戸(綴 数数) 

15 17 21 24 25 
(18) (88) (41) (179) (185) 

導(入1戸農当家主頁比数率) 
9.3 11.0 14.6 16.6 19.4 
(1.2) (5.2) ( 1.95) (7.45) (7.4) 

個人
142 164 170 214 241 
( 147) (170 (177) (229) (256) 

10 28 25 34 9 
P.S 共同 (15) (13) ( 17) (4) 

t筒 10 個人 15 13 17 21 33 

ト
(15) (13) (17) (21) (33) 

30 3 7 2 5 
P.S 共同 (1) (4) (1) (3) 

爺 30 億人 17 10 10 9 10 

ラ
(J7) (10) (10) (9) (10) 

40 59 24 43 41 43 
P.S 共 i湾 (19) (7) (8) (6) (10) 

キ寸 40 イ樹 人
7 8 9 10 

ク
(7) (9) (9) (10) 

50 
共悶

35 35 52 63 

日 P.S (12) (11) (14) (15) 

数 50 綴人 1 5 5 4 

タ台
(1) (5) (5) (4) 

数 P.S 共 lfiJ
27 52 73 115 
(5) (12) (15) (23) 

個人 174 195 210 258 298 

長十
(179) (20]) (218) (273) (313) 

共同
90 118 166 180 221 
(35) (4]) (49) (52) (48) 

竪田語草I 

f殴 64 130 167 202 221 

再斤
戸数(台数〉 会i苛

(66) (133) (171) (212) (228) 

63 51 39 30 19 
(11) (8) (11) (13) (6) 

生亡
4吉富 66 85 106 120 138 

有 磁 戸数(台数) 当人七
(66) (86) (108) (126) (151) 

間丁 6 9 13 12 18 
I司 (3) (4) (5) (7) (6) 

大t寺竜す

f殴 18 27 35 32 38 

戸数(台数) 会向 (18) (27) (35) (32) (38) 

23 37 19 15 
(2) (3) (3) (4) 

4~6m n;1~ キ車 127 248 ノ、
ウ m' 18，800 38，000 

ス
8~lOm ~l~ 本車施

量生 ロ"
士見

MT12m '¥'1 キ車幸美 m' 
t…ーしー

注1.北海道農業主基本識変」より引潟および加工。

2. 1970年. 1975年は農業センサスより引用および加工。

3， ハウス施設規模は「戟B農業推薦事務奈望書」より引用。

1972 1973 

175 168 
(365) (307) 

3，321 3，083 
(205守766) (189，738) 

9 4 
(13) (7) 

160 153 
(11，129) (9，780) 

93 82 
368) (386) 

29.8 28.0 
(3.96) (4.7) 

17 19 
( 101) (134) 

4.1 4.9 
(5.9) (7.]) 

2 3 
(3) (35) 

0.9 1.5 
( 1.5) (11.7) 

20 21 
(145) (176) 

18.2 19.1 
(7.25) (8.4) 

211 179 
(231) (189) 

8 9 
(4) (4) 

45 48 
(44) (48) 

12 25 
(5) (11) 

9 10 
(9) (10) 

30 37 
(7) (7) 

11 7 
(11) (7) 

72 57 
(16) (18) 

10 9 
(10) (9) 

108 100 
(26) (36) 

286 253 
(305) (263) 

230 228 
(58) (76) 

204 209 
(225) (228) 

29 20 
(9) (8) 

145 158 
(183) (203) 

13 22 
(6) (9) 

39 49 
(42) (49) 

17 32 
(4) (5) 

1974 1975 

160 118 
(316) (255) 

2，814 2，679 
(172，361) (160，847) 

3 3 
(5) (5) 

139 100 
(7，173) (5，286) 

82 86 
(492) (715) 

30.7 32‘2 
(6) (8.3) 

19 13 
(191) (136) 

州司目・ E 崎町μ仲司・ー.

5‘5 3.9 
(10.]) (10.5) 

8 15 
(61) (51) 

4.2 8.3 
(7.6) (3.4) 

22 24 
(198) (261) 

20.4 22.2 
(9) (10.9) 

199 210 
(210) (221) 

7 3 
(3) (1) 

18 35 
(18) (36) 

20 25 
(9) (13) 

30 22 
33 

5i0 (22) (33) 

P 
76 56 

S (22) ( 17) 

10 16 
(10) ( 16) 

111 95 
(30) (30) 

249 294 
(260) (306) 

214 179 
(64) (61) 

233 207 
(245) (264) 

18 17 
(8) (5.)) 

170 146 
(192) (213) 

22 8 
(8) (2) 

47 53 
(47) (60) 

27 17 
(4) (2) 

236 

37，700 

75 

27，900 

73 

36，200 



表 3-19 専兼別，規模別農数，義幹的従事者数の推移

t世 年
A 総農家

専兼)JIJ農家数(戸) 導% 経営耕地支是模日IJ 農家数(戸) 基幹的従事者数

兼業農家数 業B 例外 0.5- 5.0- 7‘5- 10.0- 15.0- 20.0ha- c 一労 C

数
専家:数農 第1種 第2穣

/ 5十 努 女 戸当 刷問/A 

域 皮 (戸) 率A 規定 0.5凶 1.0 3.0 I 5.0 7.5 10.0 15.0 20.0 人 人 人 リカ人

'65 198，969 99，896 46，932 52，141 50.2 771 33，117 13，082 42，794 48，180 30，576 14，934 11，919 2，871 734 367，918 177，773 190，145 1.85 

会i70 165，978 81，147 43，049 41，782 48.9 1守081 24，677 10，607 28，597 34，867 27，773 13，637 13，547 6，397 4，795 297，245 150，165 147，080 1. 79 
71 158，072 76，044 39，259 42，769 48.1 1，023 22，253 9，946 27，205 33，312 26，515 12，952 12，615 6，598 5，703 293，421 142，515 150，906 1.86 

72 150，981 67，769 40，985 42，227 44.9 940 20，170 9，571 26，055 31，111 25，206 12，063 12，029 6，680 7，156 276，836 134，136 142，700 1.83 

73 144，518 63，191 41，928 39，399 43.7 975 19，098 9，050 24，919 29，363 23，968 11，490 11，029 6，628 8，268 257，332 123，965 133，367 1. 78 

道 74 138，559 58，854 41，48 38，224 42.5 878 18，106 8，633 23，817 27，570 22，439 11 ，031 10，415 6，383 9，287 243，340 117，209 126，131 1.76 

75 134，263 57，491 38，634 38，138 42.8 872 18，543 7，967 22，351 25，538 21，409 11，138 10，113 6，252 10，000 232，142 118，526 113，616 1. 73 

'651 8，146 3，928 1，821 2，397 48.2 43 1，391 626 1，768 2，271 1，280 424 244 31 18 14，099 6，682 7，417 1.73 

胞 3，276 1，791 1，907 46.9 77 1，088 522 1，269 1，818 1，328 469 254 92 57 12，004 6，386 6，518 1.85 

振
71 6，584 3，100 1，576 1，908 47.1 69 964 469 1，238 1，702 1，327 460 232 68 55 13，090 6，190 6，897 1. 99 

72 6，212 2，892 1，607 1，713 46目6 66 832 449 1，139 1，574 1，322 449 243 74 64 12，457 5，912 6，545 2.00 
t車 73 5，958 2，704 1，687 1，567 45.4 73 772 426 1，142 1，463 1，261 432 232 87 70 11，777 5，565 6，212 1. 97 

域 74 5，687 2，566 1，680 1，441 45.1 66 721 413 1，087 1，422 1， l7l 412 237 76 82 11 ，064 5，258 5，806 1. 95 

75 5，601 2，417 1，584 1，600 43.2 65 745 434 1，071 1，332 1，150 425 208 74 97 9，258 4，615 4，643 1目65

'65 372 296 46 30 79.6 8 14 53 111 III 59 15 910 432 478 2.45 

洞 70 341 248 65 28 72.7 10 13 53 90 96 65 14 795 387 408 2.33 

71 327 250 52 25 76.4 8 13 49 96 95 55 10 808 384 424 2.47 

爺 72 312 236 52 24 75.6 1 7 14 47 89 83 54 16 781 375 405 2.50 

73 292 213 55 24 72.9 l 12 12 49 74 84 42 15 3 703 327 376 2.41 

出お7 197 42 28 73.8 2 20 58 56 77 43 9 2 632 297 335 2.36 

267 205 32 30 76.8 10 13 69 48 75 40 8 2 1 582 287 295 2.18 
」←…ー

注l 北海道農業泰本調査より引用および加工。

2. 1965年， 1970年， 1975年は農業センサスより引用および加工。

ι
円
務
縦
一
い
仕
之
が
同
榊
拙
阿
川
知
附
辻
、
)
州
伊
得
議

o'l 
01 



66 教育学部紀聖書 第29号

反収増加はその結果のーっとみられる(表3-18参照)。

第3の特質として， トラクターの所有形態が他町村と比較して，共同所有形態が在倒的に多

いことが指摘できる。これは過剰投資を避けて，共同利用による効率的運用，省力化をはかっ

ていることを示している。また他地域でみられる共同所有=利用の，個別化の退行傾向も弱い

(表3-18参照)。

特4の特質として，農業生産力の担い手としての家族労働力は，全道的に 2人をわっている

中で，基幹労働力(年間 150日以上従事者)2人をこえる比較的豊富な労働力を機保しているこ

とがあげられる(表3-19参照)。

C 農民膚分解の特徴

以上を踏えて，農民!喜分解全体の様相をみるならば，それが部分的なものに留まり，分解

をおしとどめ緩和しようとして一定の成栄をあげているといってよい。すなわち，表3-19の

経営耕地規模剥農家数をみると， 3ha以下層の場加と 7.5ha以上層の停滞の傾向がしめして

いるように，比較的小規模農家が多数存在し，しかも，全体としてきわめて高い専業率を示し

ている。このなかで離農ちたどっていく農家は，立地条件のごく悪い地域での観光資本の土地

の賢い占めによるもので，総じて部分的・局地的なものといえる o

調爺村の農業経営の動向は，立地条件の違いによってことなり，洞爺i坊に蘭した摺鉢状の南

下りの傾斜地の多い，規模の比較的小さい下台地区では，ハウス毘芸が展開され，学蹄山麓の

比較的平担な規模の大きい高台地亙では一般畑作が展開されている。

1975王子7月に社会教育研究室で実施した農家実態調査の農家経営概況(表3 20)による

と，高台の一般畑作地域ではトラクタ-{むを中心にした機械化が進展している。しかしその機

械fちへの対処の仕方は，前述のように共河科用によって，その導入に伴う経営庇追を最小娘に

とどめ，効率的運用をはかるとともに，畜産の導入による堆肥生産にカをいれて畑作物の反収

を高めている。この結果，てんさいと小笠の反収の変化係数は比較的小さく安定的である(表

3 17参照)。また階層調格差も小さし各階!曹とも高水準で、安定した反収をあげてきているこ

とがわかる。

一般畑作に野菜作(かぼちゃ・根菜類などで，地元では「高原野菜」と称している)を導入

している農家が目だつが，これはトラクタ-{ちによる，余剰労働を新部門にふりわけ，より

い収入を実現しているものとして住自すべきことである。この結果，中題農の畑作農家より土地

面積の小さい農家で前者と苅程度の収入をあげている。附こうした高台畑作の動向は，十勝，網

走など他の畑作地帯にみられるように，機械化を契機とした暗層間格差が激化する方向で富農

層を形成し，他方で離農・兼業化をおしすすめるという方向ではなく，むしろ，機械化による，

より高い生産力を全体として実現し，それを基礎に余剰労働を新部門導入と結合し，収入の増

加をはかるとともに，家族内完全就業を実現してきている。

下台では，土地蔀積の小規模農家がハウス中心の経営によって上層群を形成し，比較的土地

規模の大きい農家では従来どおり一般熔作を行ない，中規模農家で露地野菜の導入によって収

誌を高めようとする方向が追求されている。下台の小規模農家は，一般には，零細経営のゆえ

に機械北・規模拡大を蒸軸とした農業「近代化」政策のもとでは，離農・兼業fじを強いられる

のであるが，調爺村では，急激に需要がのびてきた野菜の導入による経営集約化にその克服の

道を見い出したといえる。施設園芸は小規模農家でも可能であり，規模拡大にとって，他の作

自ほど所有国穣に制約されることがない。したがって規模拡大を可能にせる資金蓄積が行わ



表 3-20 農家経営概況 潟爺村一

号農家番

耕地函積 (10a ) 牛内
ト l 廃業相1 部門別収入割合% 農業 各穏目割合% 農業 農業所 導入 書記 篠 尊重用労

Z戸斤 時宜 主主 戸月 f尋 戸斤 干尋 f尋主幹 資金 学i部~1J 動的べ
言十 畑作事葉支ウ主的 数d亘

タ有 (千円) 熔作野菜資産品の (千円) 労賃 代肥料 f農t業 資費材 他その (一千円) % 人 人 日数

2一一1 143 86 48 360m' 8 7 2/1 15，059 49.6 45.8 4.6 o 14，061 17.2 37.1 5.6 40.1 10，998 73.4 2，178 4 206 
2 I 185 137 10 。 38 18 111 11，531 73.7 22.4 3.9 o I 5，492 12.7 58.3 5.8 23.2 6，039 52.4 7，288 4 140 
3 I 114 100 10 。 4 自 1/3 9，250 86.5 10.8 2.7 o I 2，000 。 55.5 12.5 32.0 7，250 78.4 50 3 。
4 I 117 117 。。 O O 3/4 8，340 100.0 O O o I 2，210 。 58.8 9.0 32.2 6，130 73.5 ? 3 。
5 I 116 60 20 10 36 47 1/10 8，220 51.8 12.5 35.7 o 13，720 4.3 32.3 6.7 56.7 4，500 54.7 2，528 4 40 
6 I 116 110 18 116 5 。1/5 7，300 100.0 。 。 o I 2，300 。 39.1 12.7 48.2 5，000 68.5 690 5 O 
7 I 108 65 23 O 20 25 3/4 7，000 ? ? 17.1 。 ? ? ? ? ? ? ? O 4 。
8 95 90 5 82.5 。 11 1/2 6，460 89.6 O 10.4 O ? ? ? ? ? ? ? ? 5 。
_9  108 90 O O 12 9 3/6 6，430 77.1 7.3 1.6 14.0 2，700 O 37.0 11.1 51.9 3，730 58.0 809 3 。
言語10 77 70 O 66 6 5 2/5 5，590 92.5 2.1 5.4 O 1， 740 O 40.2 20.1 39.7 3，850 68.9 1，394 2 O 
11 80 72 2 178 6 。1/4 5，910 89‘7 5.1 。 5.2 2，000 。 42.5 17.5 40.0 3，910 66.2 311 3 O 
12 80 80 。。 。 2 2/6 5，800 86.6 13.4 。 。 ? 。 31. 7 7.3 61.0 ? ? 355 3 O 
13 99 90 。。 9 。3/4 5，500 100.0 。 O O 3，355 5.3 37.4 11. 3 46.0 2，415 39.0 2，148 2 50 
14 127 120 2 。 日 。1/1 5，471 100.0 。 。 。4，000 3.0 30.0 ? ? 1，471 26.9 1，009 3 35 
15 105 95 5 。 5 3 1/1 5，310 90.4 7.5 2.1 。2，300 。 43.5 1す 4 39.1 3，080 56.7 198 4 。
16 105 80 5 O 20 1 1/4 5，300 76.0 19.1 。 4.9 2，500 4.0 40.0 8.0 48.0 2，800 52.8 1，607 3 30 
台 17 72 71 1 O O 。2/6 5，267 96.2 。 3.8 O 1，820 。 44司O 13.7 42.3 3，447 65.4 2，845 2 。
18 85 75 10 O 。。3/6 5，210 42.6 57.4 。 。3，055 9.8 32.0 6.5 51.7 2，155 41.4 3，410 4 100 
19 74 70 O 。 4 5 2/4 5，200 94.8 1.3 3.9 。2，052 O 73.1 12.2 14.7 3，148 60.5 1，515 2 O 
20 88 75 4 。 7 1 1/4 5，114 96.9 3.1 。 O 2，047 。 48.8 14.6 36.6 3，067 60.0 137 3 O 
21 85 77 3 O 5 4 2/4 4，650 80.8 14.0 2.4 2.8 1，700 。 58.8 11.8 29.4 2，950 63.4 1，183 2 40 
22 86 80 3 。 3 2 3/6 4，347 95.6 4.4 。 。 1，365 。 47.6 18.2 34.2 2，982 68.6 337 4 。
23 68 64 165 3 。3/6 4，315 89.7 7.2 。 3.1 1，720 。 58.1 11.6 30.3 2，595 3 。
24 71 65 2 165 4 。2/5 4，270 73.1 3.5 23.4 。2，125 2.8 32.9 9.4 54.9 2，145 56.6 I 768 3 120 
25 117 97 o 100 20 8 3/4 3，257 100.0 。 。 。 1，865 。 48.3 13.0 38.7 1，662 47.1 1，199 2 。
26 100 。。 O 100 44 1/1 500 01 0 100 O 590 O 50.8 。 49.2 90 18.0 774 1 。
1-1 235 206 l 。 28 45 3/8 13，568 20.1 0.6 。 20.6 6，340 0.9 20.5 39.4 。 26.6 7，228 53.3 600 5 O 
2 70 60 5 4653 O O 1/1 11，513 O 13.0 87.0 。5，106 13.8 13.6 3.4 42.9 26.3 6，407 55.7 1，137 3 常巌 32 
3 38 8 o 3300 27 O 1/2 10，320 0.7 43.5 55.8 。7，674 26.4 8.5 3.2 8.6 3.3 2，646 27.0 1，628 2 

(840) 430 0 
r 、、 4 40 33 4 5610 。。1/3 10，180 。12.8 87.2 。5，236 1.3 11. 5 4.8 58.0 24.4 4，944 48.6 1，768 3 
下 5 17 6 7 3465 。。1/5 8，310 O 32.0 68.0 。3，145 2.4 12.7 4.8 58.7 21.4 5，165 62.2 6，661 3 30 
6 14 8 3 3366 O 。1/3 7，000 。19.1 80.9 。2，130 14.1 14司l 4.7 34.2 32.8 4，870 69.6 6，125 3 150 
7 31 20 4 3300 4 。1/3 7，000 フ ? ヲ ? 5，700 ? ワ ? ? ? 1，300 18.6 601 4 O 
8 44 15 2310 25 。1/2 6，500 13.0 。 40.8 46.2 2，520 4.0 24‘。 6.8 36.6 28.6 3，980 61.2 764 4 30 
9 97 90 。 。 7 。3/8 6，400 100.0 。 。 。2，500 。 38.0 12.6 O 50.0 3，900 60.9 960 3 。
10 87 57 3 O 27 8 3/8 5，980 77.7 O O 18.1 2，520 O 27.8 6.0 。 66.2 3，460 57.9 1，418 3 O 
11 52 25 O 。 27 10 3/8 5，600 28.5 。 。 34.8 2，600 2自 15.4 3.8 。 77.9 3，016 53.6 2，261 4 30 
さ12 42 22 15 。 5 O 3，522 44.6 55.4 O O 1，183 4.1 25.4 4.2 0.6) 64.7 2，339 66‘4 1，200 4 50 
13 65 55 。 O 10 。 3，410 100.0 。 。 。 1，240 O 32.3 16司l O 51.6 2，176 63.6 5，178 2 O 
14 31 26 2 70 3 O 3/晃 2，000 45.0 55.0 。 O 1，000 ? ? ? 。 ? 1，000 50.0 614 2 O 
15 58 12 4 40 42 。 2，000 27.0 73.0 。 。 300 i 0 66.7 16.7 。 16.6 1，700 85.0 614 2 。

」一

注1. 1975年度社会教育研究家実態調査の結果より作成。

2 農家番号は農業粗収裁の高いものから並べる。

3. トラクタ一所有は 合数/農家戸数をあらわしている。
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れているところでは，富農}欝形成もなされている(たとえば表3-20の1-3農家)。

総じていえることは，第 1に，洞爺村では，農民層分解を激化する方舟，すなわち，農業「近

代化J政策による一部の上層育成と庄僻的農民層の没落のコースをたどるという方向ではなく，

高台ではトラクタ一段捕の技術体系を基礎に，畜産導入による地力維持によって，より高い生

産力を実現し，それを基礎に「高原野菜」の導入をはかり，下合では小規模面積でも可能な施

設園芸を新部門として導入して急激に伸長し，こうして全体として経営の向上をはかっている

ことが特徴的である。第2にその結果として，畑作物は全道水準に比較して，高い反収をあげ

ている。第3に，さらに，農民趨分解を部分的な離農・兼業にとどめ，大多数の専業農家が存

続し発展していることが特徴的である。第4に，生産力の担い手たる比較的豊富な労働力を確

保していることは，現に洞爺農業を支え，今後の発展を可能ならしめる大きな条件となってい

る。

このことに際連して，とくに，労働編成の変犯に伴う家族協業の変容について次にふれよう。

いうまでもなく，ハウス摘設園芸は，労働集約的であり，豊富な労鋤カを必要とする。その

労働過桂には手労髄を中心にした高度な技能が要請される。労働集約性と手労働中心の労働過

程はハウス園芸の特性とあいまって婦人労働を不可欠なものとして位護づける。あるいは，新

部門としての野菜栽培の導入も，青年あるいは婦人を家族内分業における専門的担い手として

位霊づける。こうした労働編成の変化が従来の「家父長的J性絡を残存した家族内協業から新

しい家族内分業・協業，専門化をおしすすめながら民主的家族関係を形成しうる一つの条件と

なっている (7)そして，研究会その他，個郡家族の粋をこえた，婦人層・青年層・成人層，さら

にそれらを包含した農民層の結合がはかられた時，地域農業の真の担い手層として位置づけら

れる。調爺農業はその条件・可能性を大きく含んで、いるといえる。(8)

(2) 自主的共同化と農協の役割

「野菜の主産地」形成を可能にしたのは，第 1に自主的共剖イじであり，第2にそれをささえ

た農協の組合員農民に対する協力・援助体制である。すなわち r技術の共同化」と「流通の共

同化」に対して農協の諸事業が，農民の自主的対応の中で統一的に笑践されたことによる。

その展開過穂をあとづければ， 1966年に「そ菜技術研究会Jが結成され，技術交流・技術学

資がはじまる。主な活動は，道内主要産地の栽培技術についての視察研修，毎年1月の冬期野

菜講習会，会員相互の巡泊研修，季節ごとの現地研修，さらには，共同育苗作業などである。

在来の閉鎖的篤農技術・技能と巽なった，科学的技能の開放は，農民間の技術1・技能の平準化をも

たらし，高い生産カ形成の主体的契機を前進させた。 1966年に20名ではじまった研究会が1975

年には 48名の規模にまで発展した。機械・方自設共同化に対応して，流通商の共部1t;も農協の先

行投資によって行なわれた。 1968年には農協が野菜の共同集荷販売をてがけ，それをさらに，

共同育苗ハウスの建設に進めた。 1969年には，共同育苗がきた施される一方で、，グリーンアスパ

ラ・トマトの共問撰果が開始される。この共同育苗・共同撰巣は農民の過重労働を大巾に軽減

させ，一方，定量・定費の澗爺野菜として有利な市場対応を実現した。それには毎冬の講習会

も大きな寄与をしている。

こうした農民的技術・技能・流通共開化を基礎とする農民的・集団的な生産力形成を基礎に第

一次構造改善事業では行政基準を修正した大型ハウス建設(表3-17参照)，大型流通路設設置

が実現された。こうした，近代化は，政策主導ではなく，生産手段の充実による地域的生産力

を高めていく物質的条件となったのである。



表 3-21 ハウス農家経営概況潟爺村一

F皆 農 ノ、 家族労働力(人) 年齢別j農業従事者数(人) 従事日数(8) 麗 用 労 働

家 ウ

数円三と三

ス
一戸 一人 導家入農 農比 率家 各層 率階

のべ 1)導 全農家労働

規模二乙 総数
男 女 20-19 30-39 40-49 50-59 60- 言十 比率 カのっちの

!選 当り 当り 戸数 日数 数
占める比

3，000 306.0 a 8 5，000- 3.17 1.67 1.50 6 3 2 5 3 19 975 4戸 50.0% 66.7% 9自08 55.5% 160.08 14.1% 

b 4 
2，000 3.50 1.75 1. 75 3 3 2 3 3 14 963 275.1 1 12.5 25.0 50 2.9 12.5 1.3 -3，000 

c 4 2，000 3.75 2.00 1. 75 3 2 2 2 6 15 868 231. 5 1 12.5 25.0 4MDi23.1 100.0 10.3 

d 5 ~ 2.00 1.00 1.00 。 l 7 。 2 10 533 266.5 2 25.0 40.0 120 18.5 64.0 10.7 
2，∞o 

計 総数γ 平均 1.53 1.21 総数 9 13 10 14 58 / / 総数/ / 総数/ / ~ 19 2.74 12 8 1，730 

注1. 1976年度社会教脊研究室実態調査の結果より作成

表3-22 ハウス農家の作付・生産概況…洞爺村一

マ 裁 主審 概 要 メ セ レm'

階 総積

慨) 幡野
ロm' ルm' タ(

ノ、 併す務前(脚%) 販売額万(上揮%) f併す紳(%) 収穫際始日(戸) 収穫終丁目(戸) ン〈 ス比
ウ

作付 比 付作 Et事b 作付 率% ス I 6月 6月 I 7月 8月
積爾 率% 層 00 m' 11976年 1975 1974 1973 1972 l宮75 l宮73 1972 1975 1974 1973 1974 1973 1974 1告73 5月 1i日ヘ日 7月 21日 1日 00 % 穣函 ) 20日 l 積〉

31日 10日 31日

27，390 
8，250 8，700 7，590 8，024 5，924 1，469 1，083 507 35.2 31.8 27.7 34，700 30，100 7，的6 7，117 5 。。3 2 。10，098 14，920 3，597 a 
(42.5) (40.8) (41.6) (47.8) (48.4) (42.9) (48. J) (49.4) (40.0) (36.6) (40.4) (40.0) (73.9) (82.3) (45.8) 

b 10，395 4，620 3，795 3，820 3，056 2，054 671 418 181 44.4 33.6 36.8 16，000 18，050 3，929 3，407 l 1 2 l 1 
2，640 2，870 2，600 

(23.8) (17.8) (l6.71 (18.2) (16.8) (19.6) (18.6) (17.6) (18.5) (22.6) (19.9) (19. J) (19.3) (15.8) (33.2) 

7，920 3，234 5，390 4，490 3，270 2，810 700 450 226 40.8 66.8 56.7 21，300 20，100 4，5111 4，582 1 3 。3 。1 924 。1，450 c (16.7) (お.3) (25.3) (19.5) (22.9) (20.4) (20.0) (22.0) (24.6) (24.5) (22.8) i (25.8) (6.8) (18.5) 

b 6，006 3，300 3，430 3，3∞ 2，450 1，457 583 301 113 65.8 57.1 55.0 
14，700 13，810 3，311 2，690 。2 2 1 2 。330 200 (17.0) (16. J) (16.4) (15.6) (11.9) (17 .0) (13.3) (11.0) (17.0) (16.9) (16.9) (15.1) (0) (1.8) (2.5) 

計 21027Vl/(/84mm， 6 4 8 5 3 
13，662 18，120 7，847 

(1∞) I (1∞) I (100) I (100) I (1∞) 1 (1∞)1 (100)1 (100)1/ 1/ 1/ 1 (1∞~とじl∞)I (1∞) ( 100) (100) (100) 

注1. トマト栽培概婆(収穫開始臼，収穫終了日， 76年トマト作付面積)rトマト栽培概要J そ菜技術研究会より加工。

2. 総ハウス面積， 76年トマト作付蘭積，メロン作付童話積，セルリ作付蘭積，レタス作付言語稜，収穫開始日，収穫終丁目は1976年度社会教育研究室実態調査

の結果より作成。
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関 2-11 ハウス規模拡大の推移
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注1. 1976年度社会教育研究室実態調査の結果より作成。

とくに農協の「中小農育成」を基本姿勢とした農民への対応がこうした結果をうみだしたよ

いって過雪ではない。構造改善事業札農民の代表を加えた構造改努事業実行委員会をつくり，

個別農家の要求にそって推進してきた。また，地力対策についても，全体的にそのとりくみを

強め，肉牛導入を推奨していったことは前にふれた。

しかし，地域的・集間的な生産力形成とはいえ階膚間の新たな矛盾は進行せざるをえない。

それは，まず上層罷位の生産・販売として展開している。この点を 1976年に社会教育研究室で

実施した農家実態調査による結果で検討する(表3-21， 3 22参照)。

ここに掲げた階層は，基本的には，農業収入でその経営と生活を維持している中農層である o

1，000 m'が労働力 1人が経営しうるハウス規模とされていることから，ハウス規模2，000m' 

のC膳を中心に，それ以下を中農下層=d層，それ以上を中農上}曹とする。中農上}習について
は，ハウス規模3，OOOm'以上の大規模ハウスを有し，その規模故に大量の援用労働力を有し，
富農的性格も一部にある層(a膚)と，それ以下の層 (b)醤)とにわけて考察する(a麗の中

には常濯をやといいれている農家もいる)。

まず第 1に，第二次構造改善事業の展開を境に，ハウス規模の拡大テンポが措層間格葉をと

もなって進行していることである。しかし，そうしたなかでも中農上署b層は中農上層a層に，

中農下層d層は，中農中層 C層に接近する努力が追求されている(国3-11参照)。この格蓋構

造は資金蓄積のちがいによるものだが，大型機械化「一安」体系が行政・資本主導で進められ

た場合と異なり克服困難なギャッブではない。第 2に，主要基幹作自であるトマト・マスクメ

ロン・レタスの作付において上層が支配的なイ立置をしめていることである o 上層 a)曹の作付面

積比率はトマト 42.5%，マスクメロン 73.9%，セルリ 82.3%，レタス45.8%ときわめて高い
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図3-12 トマト作付面積比率・販売額比率の年次郎推移
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比率を占めている。第3に， トマト栽培について作付面積比率・販売額比率のそれぞれが上層

優位に展開していることである(囲3-12参照)。上膚aI曹はともに比率は減っているが，員反売

額シェアーは作付面積シェアーを上まわり格差はひろがる傾向にある。上層b層は販売金額

シェアーを上まわる形でともに上昇している。それに対し，逆に中農層 C躍は作付立証穣シェアー

が販売金額シェアーを上まわりその差が拡大している。第5にこのような格差をもたらすメカ

ニズムとして販売時期の上層優位伎が指摘きれる o上溜ほどS月中に収穫を開始し， 7丹中に終

了しているのに対し，下層では6月中旬の開始農家もあり，収穫終了日は8月中に入っている。

したがって上層農の方が有利な市場対応を行なっている。こうした上軍優位の生産・販売の階

居構造は技術・技能上にもあらわれている。すなわち，第 1にトマト作付面積シェアとトマト

作付本数シェアをみるならば上層a層ほど面積シェアに対し，作付本数シェアが小さいことで

ある。第2に作付比率が，上!高aJ聾では35.2%に対し下層では40%をこえ下層d層では 60%を

こえていることである (40%以下が合理的とされている)。これらは，下麗ほど無理な生産をし

ていることを意味する。第3に収穫段数仰が下騒ほど多いこと o第4に上層ほど合理的な輪作体

系をしていることなどがあげられる。

このようにして，研究会の技術交流・技術学習をつうじて技術・技能の平準化がすすみ，上

躍では，合理的技術体系によって水準の高い生産・販売を実現している。他方，下層では，ノj、
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規模ハウスに制約きれながらも，より収益性を追求するところから技術・技能の歪曲が行なわ

れ，結巣として生産・販売で上高より劣るものとなっている。

しかし，この階!曹関格差構造も，規模接近が追求され，技術的・技能的克服の努力も行なわ

れている中にあって克服困難なものではない。

他方，上層優位の展開をおしすすめていくことが困難な状況もある。一般畑作の大型機械化「ー

体系とは異なったハウス経営の労働ピークの存在は，とりわけ上層で労働力確保の開題と

してあらわれている。さらに 1975年から開始された農業構造改善資金の償還は，大型ハウス

入をてがけた上層では経営を庄迫する要国ともなっている。こうした状況のもとで，上)習中心

に規模拡大志向から市場対策志向にむかつている O それは現に野菜の低価格・不安定住が産地

問競争をいっそう激化させており，今後の農家経営の発麗にとって一つの焦点となっているか

らに他ならない。

表 3…23 農民の意識状況ー潟爺村一

F皆 経 営 志、 向
研究会に対しての 研究会遂営に

ぞ む 活 動 つ し、 て

反 技
{格安定回
機械通流j経費向成日

負{貧 縫指 書量考 兼考 冬 巡視 産交 j椅 あまあま 不

革主 f向事3 {賞 康増 え え
期言葉
回 f也

て て
修研察

まま
!習 増 上 の還 維i隻 差是る 業る 座 間流 足 ああ 満

a(6戸) 3 1 5 3 3 2 O 。 2 O 3 。4 2 
b(4戸) 3 1 4 O 1 1 O 。 2 3 1 。4 。
C(4戸) 2 2 4 2 1 O O 。 2 2 。 3 。
d(5戸) 4 4 3 2 1 1 O 。4 4 2 2 3 。
回答数 12 8 16 7 6 4 O 。10 9 6 3 14 2 
注l刷 1976年度社会教育研究室笑態調査の結果より作成

それは農民意識に知実にあらわれている。表3-23は今後の経営発展にとって重要と考えて

いることをまとめたものである。上層では i価格安定J 流通機構経費削減Ji負債の償還」が

高<.下層では r技術向上J r皮収増j が高いという結果がでている。これは上層が一定の技

能潔得を終え，市場対応に関心を示しているのに対し，下層では依然，技能的に未熟なため上

躍に追いつこうとしていることをあらわしている。研究会が上層のイニシアチブによって市

場問題・経済時題も学習に反映させていくならば，生産技術学努組織から，経済問題の学醤も

備わった，さらに一段質の高い研究組識に麗閉していく条件を内包している。そして，技術学

習・市場対応・経済学習をつうじて，もう一段高い，農民的技術・技能を形成し，歪曲された

独占資本の技術体系や，独占資本の市場支配の構造を農民がとらえ是正する条件を含んでいる。

この場合，具体的には研究会と農協の有機的連関が震要となろう o

(3) 農民陶治と教育課題

j向爺農業においては，農業技術・技能の農民的な総合性を追求する生産カ展開がなされている

ということができる。すなわち，その特徴はごと地生産性の偏向による地力収奪的な農業生産を排

し，肉牛導入による堆把生産によって地力維持をはかっていること，さらには，トラクターの共同

所有・共河利用による効率的運用をはかっていることなどにあらわれている。従来の労働対象

に傾斜し土地生産性に偏向した農業生産力形成に対し，独占資本によって「一貫J体系として

大型機械が農民におしつけられる中で，技術的矛盾による様々な弊害があらわれつつある段階
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にあって，洞爺農業の鹿関は注目さるべき特徴をもっているといえる。

施設匿芸・野菜栽培は労働集約的であるがゆえに，機械等の労働手段による直接的規制が少

なしその労働過程は農民的自由度の高い特性をもっ。それは，皮部，高度な技能をも要求す

る。連作障害を防ぐ地力対策，そのための合理的輪作体系の確立，作付額積・作付本数・ハウ

ス内の収穫段数等の調整は，長年の経験的技能を基礎としながら，科学・技術水準の農業適応

によって，はじめて農民的合理性を獲得する。

研究会組織の技術・技能学習は，野菜技術の篤農的秘イ公的封鎖性を克服し，経験交流による

技術・技能の科学化を実現し，あわせて試験場，改良普及所等の示す農業技術体系の自主的摂

取を可能にし，農業技術・技能の総合性の実現をめざAしている。 (2)でみたように，上層を中心

に，合理的輪作体系，無理のない作付本数，収穫段数，合理的作付比率の確立によって，科学・

技術水殺を農業技術に適用して農民的生産力を形成しているといえる。

しかし，他方で経営費の占める比率が高〈独占資本の市場支配と産地開競争による価格不安

定性のもとで市場関係に強く制約されていることもたしかである。それは下麗では，合理的作

付体系を無視した農業技術・技能の総合性の歪曲としてあらわれ，上膚では，合理的技術・技能の

形成を一定程度確立したものの，資金蓄積の脆弱さゆえにその克服の道を模索していることが，

規模拡大から，市場対応、へ関心、が集中していることに示されている。

また，研究会は生産技術学習組織から，経済学習への新しい展開をしつつある。(10)

市場問題，農産物価格の学習は，利潤追求の単なる手段としての知識にとどまらず，農家経

営が資本主義的生産関係と小農的生産様式の矛盾によって規制されていることの科学的認識か

ら勤労農民の生存権の主張に達する条件を備えつつあるといえる。

さらに，経済学習・技術学留をつうじて細別的農家の枠をこえた地域的・集団的連帯をうみ

だじつつあることも重要で、ある。

これらは，婦人層独自の技術研究会が会員相互の交流をつうじて農休日を設穫させ，農協婦

人部においても婦人層として，それまでに形成した集団的連帯をもって生活改善にとりくむに

いたっていることにもあらわれている o 高台では，近年，野菜作導入を契機に青年層を中心に

「高原野菜研究会」が結成された。

こうして，農協が農民の自主性の尊重した運営を進める中で量的発展をしてきた研究会は今

や質的発援をも内包している。そして，この研究会を中心に各層ごとに，各地地域ごとにも研

究会組織結成がすすみ，地域的集団的な農業生産力の形成・発壌をめざす-tll~、手が成長しつつ

ある。ここに農民の駒治過採の端緒をみることができるといえよっ。

4. まとめ

以上，本主きでは，農業生産カの形成過程を， とくにその階騎構造，地域構造とそこにおける

対抗，矛盾を主体的契機との関連で明かにする分析を進めてきた。呉体的には，稲作 上川地

域士別市T地区(補助的に空知地域月形町)，酪慶一根室地域別海町，畑作(野菜) 潟爺村に

ついてそれぞれ実態に即して分析してきたわけであるが，いずれの地域においても，われわれが

北海道農業生産力の現段階を律する技術体系として設定した大型機械化「一貫」体系の導入を基

礎に生産力の展開がみられるという点は共通しているといえる。む石ん，そこにおける対抗関

係と矛盾の発現形態は一様で、はないが，すくなくとも次の諸点は，現段階の生産力構造の共通

の特徴として指摘することができる。第 1に農業機械メーカーによって開発され，資本・行政

入されている大型機械化「一貫」体系は，農業技術としてそれじたい歪油性性をもっ



74 教育学部品己要 第29号

ている。第 2に，大型機械化「一貫」体系の階層分解激化の作用力が動力耕転機段階とは異会

り，より強力なものとなっているということである。これは動力耕転機を中心とする技術体系

が小農的生産様式でもほぼ全階糧的に導入される技術的性格を有しているのに対L，大型機械

化「一貫」体系は小農的生産様式と矛!香し， とくにその導入をめぐる階種間矛盾が波及激化す

る要因を含んでいるからである O 第3に，こうした技術体系の導入をめぐる階習室長は，それじ

たい階層分解をさらに激化させる。そして，その過程で，現に新たな上層農が形成されつつあ

る。士別市T地区における 10ha以上層，別海町における乳牛飼養頭規模40強以上層(トラクタ

ー2台所有)，潟爺村における常傭麗入れハウス経営農家の出現などがそのような新上層農に該

当する。第4にこのように大型機械化「一貫J体系は階層分解を激化するとともにその農民的

対応の一形態としての共同化を保す。その中でとくに下層農家は，生産共同組織内では事実上

経営の担い手!曹として排除され，各種労働過程の請負化頬向のつよまるなかで経営主体として

の地域内での位置づけも変ってきている。

以上の共通の特徴をふまえて，さらに3地域の独自性についても概括しておかなければなら

ない。

稲作では，従来，生産力形成における政策的介入が強いが，士別市T:b也毘では行政・メーカー
の強いイニシアティブのもとで大型機械化「一貫」体系の導入がはかられ，いまその進行過程

にある。すでにそれらをめぐる矛盾が，農民諸階層，農家家族構成員，各関係機関のそれぞれの

関で多角的に発生しており，これに対する農民の対応， とりわけ農協や農業改良普及所のかか

わり方が，今後のこの地域の生産力の展開，さらに農業共河fむの動向に大きな影響を与えるこ

とになろう。

別海町では r新酪農村建設事業」を軸に酪農「近代11::.J政策が全町的に推進きれ，そのなか

で酪農民の階膚分解がよりドラスチックに進行している。しかし他方では，すでに，その一定

の過程の進行のなかから，新たな主体的条件が集団的に形成されている点が注目される。たと

えば泉川地区ではまさにそのような意味での先進的実践が行われている。そこでは行政・資本

のイニシアティブの蕗農「近代化」に対置される個別経営の充実・その集団的発展の方向が探

求され，その実践が地域労働者を含む共同学替のもとで経験的レベルから自然科学・社会科学

的認識のレベルへと主体的に高められはじめている。

j同爺村では，その生産力形成が農民研究組織，農協を中心、に全農家階層のレベルアップ(生

産カ，経済性，担い手の全面発達i，そのための組織内での民主・平等の原則を貫く努力によっ
て集団的に対応している。離農が少ないこと，婦人・青年が労働・生産の担い手として地域で

生き生きと個人的集図的に活動していることなどはその反映であり，この点で農民的民主主義

を義繋とする地域的・集団的生産カ形成というにふさわしい一定のレベルの内実をもっている

といえよう。

このように 3地域における農民の農業生産カ形成に対する対応と役割lまことなっているが，

その中にあって，農民諸階層が農業技術の姦胎性を克服し，農民主体の農業生産カ形成をめざ

す実践が務茅的にみられる。これらの主体的条件が農民教育制度と現実にどのようにかかわっ

ているか。この点を実態の中に探るのが次の課題である。
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注1 稲作の大裂機械化「一貫」体系導入にともなう

地カ問題については，最近，注目をひいているが

その実態をうらつ、けるデータはかならずしも多く

はない。イ寸留は，農村省調奈による東北地域の事

例であって，この留から，ここ 10年いらい逐次堆

きゅう胞施用畿が減少していること，ならぴに作

イ寸閥横が大きくなるほど(したがって機械化が進

んでいるほど)施用議がへっていることが読みと

れる。このような傾向は会留的にあてはまると推

測される。

注2. 牧草収穫作業においては，別海町では，上層燦

家群による8走式ハ…ベスターの共同利用が事例

的にみられる。沼焔保「北海道務長塁の現状とその

問題j a農業総合研究j30-2，1976， 4頁)には o
その実態が述べられている。様車11路重量の現段婚に

ついて，本稿は回焔保氏に学ぶところが大きい。

チョッパーは，家族労働力においても優位にたっ

中層上層以上への個別導入，個別利用あるいは，

それ以下の!替も含めた共同利用という点で，現在

では中慶一fJ習においてもf悶別導入・利用が可能な
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注 農林省「米生産量費調査」による。

モーアと意義を異にしているが，さらに自走式ハーベスタ一等の大恕機械の共同利用=共同作業がみら

れることはその規模の大きさ，参加農家の階層の高さなど酪幾地帯における機械化の現段階を示す愛聖書

なことである。

注3 乳牛の起立不能症の発生とその重要因については，塩沢照俊「箪泌総農の経営構造j(r北海道農林研究j

選立総合経済研究所， 48， 1975.3)参賢官のこと。

注4. 別海の離農については木村純「酪農専業地帯における挙家再建幾の実態と性格」一要旨 r北大教育学
部紀要j1976， 3 )参照のこと。

注 5. 5J1j海労働学習会については，uJEH定市「幾村社会教育j (r講座 B本の教育J9， 1975，新日本出版
干土)参照。

注6. 1976年農家実態調査によると，付図 2の示す，耕地面積が中規模農家ホ群は，反当りの租収入が

付図2
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2.5-5万にあったのに対し， 1975年調奈ではC群に移行し，反当り粗収入が5-10万にあがっている。

これは，高原野菜の導入によって収益を高めたものである o
主主7. 1975年度農家婦人の笑態調査によるとハウス農家の繍Xは経営にも積極的に参加し(稜首選定，作付

百十蘭，栽培管理等)a I習の婦人担い手意識が強いという結果がでている。また研究会などにも積緩約に参

力Eしている。

注8 施設医!芸農家を中心とした婦人層独自の生産学習組織があり，青年!習を中心として高台には「高原野

菜研究会」が近年，結成され，他にも「ビート研究会」や「手口牛総合」等がある o 荷台の「ビート栽培

研究会」には隔年に，経営主とその奇襲が学習会に参加する形態をとり，喜善の参加の王子は， ピートの反収

があがるという結果がでている。

主主9. トマト栽培の場合，収穫の際の板の段数をあらかじめきめて，その他の校はきることになっている。

無還をして収穫する場合その段数はふえることとなる。

注10.現に 1976年の研究会の冬場講習会のカリキュラムには， j磁格照題，市場開惑がとりあげられた。

補章農業技術と農民教育制度の概要

まえカマき

1970年代の農業の大型機械化「一貫」体系の導入とともに一一それまでの耕転機段階と本質

的に異った一一農民層分解の新局面にいま日本農業は入りつつある。

そうした農業技術が農業生産力の水準を画する過躍で，その主体的契機たる農民の主体的力

量が一一それ自体一つの経済的カ能であることを洞爺，泉川の例は示している o

そこにわれわれは農民の技術・技能教育上1つの手がかりを見出すことができる。

むろん，労働生産カの発展と労働の社会化の苦渋にみちた進行の過程で，小屋義的生産様式の

もつ「小所有J，r分散労働の浪費」の制約は本質的なものとして軽挽はできない。

しかし，現代の農民が「科学の累進的応用Jから全く排除されていた前世紀の農民でないこ

とも事実である。そこに現代の国民的教育レベルの反映(科学，技術，文化と民主主義)をみ

ることができるし，またみなければならない。

そのことを前提としつつ，農民教育とりわけ技術・技能教育の諸関連をわれわれは追求した

いと考えているが，その現実技術における運用主体，農民の主体的力量との照応関係について

の知見の蓄積はまだ十分で、はない。

また，官民の技術・技能教育の諸課題は，農業の技術構造から演縛的に措定さるべきものでも

ないで、あろう。

そうした意味で，逆に現在の大型機械旬「一貫」体系の導入のもとで，現実の農民技術関係

教育制度がどのように運営されているか，実態の方からもアプローチして，その特徴を採る方

法をとることが必要で、あろう。

そうした意味で，その手がかりとして CD 農民の教育，学習要求，学習機会の実態をふま

え ② 農業改良普及制度，農協の営農指導制度 ③ 農業青年にたいする農業学閣制度 ④ 

農民にたいする公共職業訓練校の教育の4つについて，地域における実情を点検，整理して補

論としたい。

1. 農民の学習要求と学習機会

(1) はじめに

この節では，士別市における社会教育計磁の基礎的資料をうるための一連の調査結楽を中心

として，農民の学溜機会，関心領域，学習要求を，経営類型車0，幾模Z/Oにみるとともに，市街

地成人男子のそれと比較分析し，生産力形成とかかわる農民の技術修得や主体形成のための学
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習の位置づけを概観しようとするものである。

この調査は， 1975年10月，農業経営者屠，市街地在住の公務員，会社員を対象として，面接
法により実施した O 農業経営者層31名，市街地在住の公務員，会社員(以下市街地勤労者層と

称する)40名から回答を得た。

(2) 農民の学習経験

まず農民の学習の量的側面(最近5年間にいかなる種類の学習機会をとらえて学んできたか)

から観察してみよう。

表 4-1にみられるよ 7に，農民は市街地勤労者騎よりもはるかに多くの学習機会を得てい

る。これが特徴である。すなわち，市街地勤労者層が1人王子均1.25聞に対し農民は 4.3剖とそ

の学習機会は 3倍強に達している。利用穣類は，体育祭・文化祭参加および農協，農業改良普

及所における学習に集中し，必ずしも多彩とはいえない。しかし，農協ry，農業改良普及所のそ

れは，毎年何本かが必ず実施されていることから，のべの学習機会はー閣の厚みを?もっている。

このように農民の学習機会は，主として農協，農業改良普及所(農業試験場)という直接農業

にかかわる施設において行なわれており，これらを媒体とした技術・技能修得に重点がおかれ

てきたことも指摘できる。ω

表4-1 最近5年間に利用した学習機会

稲作中心 熔{乍中，心 酪農中心 計 i市街地
勤労者層

対 象 人 数 a 16 12 3 31 40 

/j、A、i 研究会，研修会，議務会議~ 1 12 1 14 6 

自機関号 講演，銀賞会 6 6 6 

体育祭，文化祭 14 12 1 27 7 

よ スポーツ教室長， ラジオ体操 3 3 7 
る
終業学関，差是E豆大学，短期戦詩11 2 5 1 8 I 学

習 長整業改良普及所における学務 14 9 l 24 

機ぷヱ〉ミ、 農業試験場における学後 6 3 9 2 

長霊協，衡工会における学望号 14 11 2 27 4 

織場内教管(共同職首11) 12 

労働組合燦民総合における学資 1 3 4 

自主的産量民市民団体 11 1 1 

市外の教育機関学習活動参加 2 3 1 6 2 

各機学校 3 3 1 

i設 f首教育 1 1 2 3 

メ口入 詰十 b 55 71 8 134 50 

一人当り学習機会 b/丸 4.3 1. 25 

注 以下この節の表はすべて北大社会教脊研究室が士号1]，有においてき長総した議査結架から作成したものである o

しかし，経営類型別にみると，利用した学習種類は畑作中心に多しこの類型に属する者の

学留経験が広範であることは注目すべきである。

学習機会の量的側面を経営類型崩，時層別にみたのが表4-2である。 l入平均の学習機会は

畑作中心農民が圧倒的に多く (5.9)，以下稲作中心 (3.4)，酪農中心 (2.7)の順になっている。

そして，稲作中心，畑作中心ともに中規摸，大規模}替が多くの学習機会を利用している額向が

みられる。
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表 4-2 農家階層別学務機会

稲 {乍 中 "L、 畑 作 中 'L、 臣告 総
差是

6 ha 4-6 4ha 
言十
12ha 7 -12 7 ha 

言十 中
以上 ha未満 未満 以上 ha未満 未満 'L..' 言十

i対 象 人 数 a 3 11 2 16 5 2 5 12 3 31 

総学 望書 機会 b 12 39 4 55 34 14 23 71 8 134 

一人当総学望号機会 b/a 4.0 3.5 2.0 3.4 6.8 7.0 4.6 5.9 2.7 4.3 

改良普及所.Jf整試での学務 C 3 3 16 1 20 7 2 3 12 1 33 

一人当学潔機会 c/  a 1.0 1.45 0.5 1. 25 1.4 1.0 0.6 1.0 0.3 1.1 

産量協， 屋華民組合での学習 d 4 10 1 15 7 2 5 14 2 31 

一人当学習機会 a/d 1.3 0.9 0.5 0.9 1.4 1.0 1.0 1.2 0.7 1.0 

注 水回畑作尚カーを所有している燦家の場合，経営部穣の多い方の地沼の原被によって類別した。

表4-3 農民の経営・営差是上の関心事
(人数)

車官 作 中 ，心 16 焔作(際農)中心 15 

規模拡大・大型機械導入 2 機械導入，野菜裁培，地カ回復 3 

投資の先送り(機械化に伴う) 5 畑作物価絡問題 8 

休耕による経営のゆがみ，休耕:の今後 4 基盤整備の遅れ 1 

若者に魅力のある農業にすること 2 共同化 1 

j令書芸の心配，大規模農家中心の農政 2 低利長期の級資枠拡大 1 

関心事なし 1 離 幾 1 
し

しかし，表の下段に示したように，農業改良普及所(および農業試験場).農協(または農民

組合)における学習機会をみると，類型7.i1]階層別にほとんど一定しており，複接農業にかかわ

る分野の学習経験には大きな差がないことがわかる。

(3) 農民の潜夜的学習要求

農民の主観的学習要求の分析に入る前に，農民が現在の自分違の経営や生活をどのように実

感しているかをとらえてみよう。これは学習要求の背景をなすものであり，潜在的学習要求と

して位置づけられる。

農民の最大関心事を，経営(営農)，生活，社会と大別すると，圧倒的に経営(営農)に集中

する (31人中30人が関心領域としている)。市街地勤労者膚もこの分野への関心は高い (40人

中27人)が，比率は低いし，切実度もそれほど強くない。(2)

経営(営農)についての関心事の中で最もその度合の高いものをまとめたのが表4-3である。

これをみると，規模拡大，機械導入，新しい栽培技術の修得など積極的な面に関心をよせるのは 5

人にすぎず，大部分は経営が患うようにいかないもどかしさや不満を表現している oとくに稲作

中心の農家は，機械化にともなう過剰投資や，休耕の問題，畑作中心の農民は倣格開題など，技

術的な問題よりも政策的・社会経済的問題の方に圧倒的に関心をむけていることが指摘できる。

すなわち，農民に潜在する学習要求は，農業政策面の矛盾克服を課題とする方向にあるといえ

よう。
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(4)農民の主観的学習要求

農民の学習要求は広範に及ぶが， 9つの範商に分けて整理してみた(表4-4)。

これをみると，農民の学習要求は圧倒的に技術その他実務に役立つ学習におかれ，余椙・教

養に要求が多い市植地勤労者層と大きなちがいを示している o

そして，社会経済のしくみを知るための学習(時事問題・市場論など)，実務・社会経済のし

くみを知るための基礎的学習(心理学，数学，憲法学習など)，実践活動を行なうための学習(I)ー

ダーシップ論，クソレープワークなど)が，市模地勤労者}曹と比較して非常に少なしまた技術そ

の他実務に役だてるための学習にたいする農民の要求との比率と比較しでも大きな差のあるこ

とがg立つ。

重量4-4 農民と都市勤労者の学習婆求比較 (MA) 

産整 民 市街地勤労者緩

学習要求内幸子 % 
実 数

% 
笑 数 31= 100 40= 100 

技術その他実務に役立てるための学習 25 80.6 17 42.5 

社会経済のしくみを知るための学習 7 22.6 16 40.0 

笑務・社会経済のしくみを知るための基礎的学習 。 。O 5 12.5 

笑践活動を行なうための学習 3.2 7 17.5 

家庭生活をよりよくするための学習 4 12.9 10 25.0 

ゆたかな余暇をすごすための学習 10 32.3 18 45.0 

人格形成のための教養的学習 3 9.7 14 35.0 

地域をよくするための学習 4 12.9 8 20.0 

体力づくり，健康を増進するための学習 6 19.4 9 22.5 

こうした傾向をうらづける資料の 1っとして，筆者が行なった空知地方の農民の学習要求調

査がある。(3) すなわち，すぐ役に立つ農業技術・経営の知識を最大の要求としてあげた者が，

48.9%いたのに対L，農業生産の基礎となる数学理科などの知識5.1%，社会経済の知識4.1%，

人をうまくまとめていく方法0%となっており，士別調査の結巣とほぼ一致している。

こうした農民の主観的学習要求と先にみた潜在的学習要求とを比較してみると次の点が指摘

できる。

農民は技術よりも政策面から発生した諸問題の克服を潜在的課題意識としてもっている。とす

れば，社会経済のしくみを知る学習，それを行なうための基礎的学習，農民の連繋をはかって

いくための実践活動を行う学習などが高比率を占めるはずであるが，主観的には，技術その他

実務に役立つてる学習を強く要求しているという 1つの自己黍離がみられる。

しかも，実務・社会経済のしくみを知るための基礎的学習をあげた者が士別の場合皆無であった

ことは，大型機械化 (r一貫」体系)の中で高度化した技術・技能の修得を基礎学力の向上とい

うより根底的な預から考えずに，即効的な技術・技能修得に傾斜していることを意味する o

この技術その他実務に役立てるための学溜の内容を経営類型別にかかげたのが表4-5であ

る。

表4-4でもみたように，この項目を学習要求としてあげなかった者が6人いたがそのうち S

人までが稲作中心の農民であった。 25人が8種類の内容をあげたが，その4割強は営農技術一
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表4-5 絞営類型別「技術その他実務に役立てるための学留」の内容

回 裁 土 大 簿 共 E菱
答 倍技

1患 エ 間 業 計
人 術般 械作技術 改良

技 経 1情
数 体j f桁 言己 営 報

稲作中心 11 7 2 l 2 2 14 

焔作中心 14 4 5 2 1 1 2 3 16 

計 25 11 7 3 1 1 4 3 3 30 

ん竺率%I 100.0 44.0 28.0 12.0 4.0 4.0 16.0 12.0 12.0 120.0 

般と答えており，必ずしも要求が具体的に意識化しているとはいい難い。残る 7種類中，自然

科学を基礎においた狭義の技術が4種類，経営とのつながりを主とする内容が3種類あげられ

ている。畑作中心の農民の学習要求がより具体的であり多彩で、あることもよみとれる。

(5) 学習要求を充足する場

以上のような主観的学習要求を農民はいかにして充足しようとしているのか。充足しうる場

という側面から分析した結果が表4-6である。

期待しうる場・機会を具体的に回答したのは3分の2にすぎなかった。その中では，農協と

農業改良普及所に期待が集中している o 普及事業よりも農協の営農指導の方が上位を占めた点

は注目すべきであろう。{叫つづいて農民の自主的研究築関・農業試験場があげられている。こ

れら農業関係施設・機会が上位を点め問答総数の4分の3に達していることは，学習要求の内

表 4-6 学習婆求を充足しうると考えている場・機会 (MA) 

調 ヨ長 まt 数 31 然 間 生~ 8 でI
回 答 人 数 20 1州!わか らない 3 

差是 協 13 65% ?スコミ利用 4 20% 

農業改良普及所 § 45% 図 書 手立 用 l 5% 

自主的研究集問 5 25% i通 {言 教 育 5% 

農業試験場 4 20% そ グ〉 他 3 15% 

i教育委員 iヱ〉三、 4 20% 答 総 数 44 220% 

表 4-7 経営類型別・競模別，農業関係学習の充足の場・機会

「 対象人数 是主 協
農業改良

農業試験場 農民の自主
普及所 的の研究集出

稲 6 ha以上 3 

作 4 -6ha未満 11 7 5 4 

中 4 ha以下 2 1 l 

'L、 計 16 8 6 4 

士濁 12 ha以上 7 1 f乍

醤各 7 -12ha未満 3 2 1 2 
産整 7 ha以下 5 3 2 2 
中

言十 15 5 3 5 'L、

i総 計 31 13 9 4 5 
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容からみて当然といえよう。そして，技術・技能修得と夜接かかわりのうすい教育委員会など

への期待があまり高くないことは，教育委員会側の農民の学習要求充足への積極性の度合と，

農民の側の学留要求の自覚化の水準の双方に問題が存在することの現われといえよう。

しかし，農民の期待が集中しているこれら農業関係施設・機会をみると，表4-7に示すよう

に，経営類型や規模によってかなり異なることがわかる。その特徴をまとめてみよう o

第1は，農協，農業改良普及所(農業試験場)ともに，稲作・畑作大規模層からの期待がょ

せられておらず，中・小規模の農民の期待するところが大きい点である Q

第2は，稲作農民は，農協，農業改良普及所(農業試験場)双方とも畑作中心農民よりも期

待のょせ方が大であるが，特に後者(公的機関)に多くの期待をよせている点である。

第31ま，農民の自主的研究集団への期待が熔作中心の農民によって出きれている点である。

(6)小括

農民は，市街地勤労者層よりも多くの学習の機会を得，職業(農民の場合は経営)に関する

関心もはるかに切実で、ある。

しかし，士別市の稲作地域においては潜在的学習要求と主観的学習要求の聞の講離にみられ

るように，主体形成のための学習の自覚が未成熟であるようにみえる。これは農業政策面への

農民の発言力を弱める要素が大であるにとどまらず，高度化する技術に対応するための基礎学

力の重要性を充分理解できないことに通じよう oこのことは，機械化「一貫」体系の技術・技能修

得を不充分ならしめ，したがって生産力形成の主体的実現を困難ならしめる。さらにこのこと

は，農協や農業改良普及所への技術依存度を高める結果になる， というシューマがえがきうる

のではなかろうか。

こうしたなかにあって，士別市地域の畑作農民は，稲作農民に比較して，学習経験は多く，学

留要求も具体的かつ多彩で、あり，その充足の場として相対的に農業改良普及所(農業試験場)

という公的機関よりも農協をえらぴ，さらに農民の自主的研究集団への期待をょせるのである。

これは政策的保護や指導の不充分きを大きな要国とする畑作農業の困難きが，却って主体的技

術修得および、，経営分析への志向を強めているのではないかと考えられる。

もちろん，公的機関(普及所・農試)からの技術・技能修得を期待しだからといって，それ

が単純に非主体的になるということを意味するわけではなし公的機関における技術・技能修

得にもこ菌性があることに留意しなくてはならない。

2. 農業改良普及制度と農協の営農指導事業の役割

(1) はじめに

戦後の農業技術指導は農業協同組合法の制定(1947年)，農業改良助長法の制定 (1948年)

を契機に2本建の指導体制jをとるようになる。前者は，営農指導員(農業技術員)，後者は農業

改長普及員として農業技術，農業経営の農民にたいする直接的な指導を担うことになったので

ある。

2つの農業技術指導は，一方は農業協同組合事業の 1部門，他方は窓口慶的に凝立した行政機

関であるという本賀的な性格の差異をもっ。

このちがいは，農協の営農指導が第 1に，営農に必要な専門的，総合的な知識や技術という

よりは，むしろ農協の経済事業へ従属した技術・技能指導になりやすいこと，第 2に，社会経

済状態の変動による農協経営の悪化に際しては，不採算部門として真先に切り捨てられること。

第3には，農業技術‘技能指導体制，農業技術研究機関の未確立は農民の技術・技能要求に対
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応しきれないばかりか指導内容自体も系統性，持続性を持ちえず科学的水準も抵いものとなら

ざるをえない。しかし第4には，農協が農民的で民主的なものであれば個々の農民にみあった

営農指導が可能であるという性格をもっ。

農業改良普及制度においては，第 1に，簡の農業政策に指導方針・内容がいちじるしく左右

される。第 2に，園都道府県の指導・研究体制j織の制麗的確立は国の農業政策の強力な推進を可

能ならしめると何時に，農業技術の系統的・持続的指導を保醒する。第3に，農業技術研究機

関の設寵は，農業技術・技能を経験的なものから科学的なものへ変革する可能性をもっ。しか

し同時に現実の農民経済を軽視した農業の機械1~，大規模化(技術主義)をすすめる可能性を

内包するものでもあった。

今日，日本農業の大型機械化，大規模化の進行の中で2つの農業技術指導が「果した役割」は

大きい。しかし，その過程は同時に日本の農業危機の深まりでもあったのである。この危機を

克服し，農民の生産と生活を守り日本農業をさらに発展させようとする時，農業技術・技能教

脊は不可欠で、あり Z重要な役割を担っている。以下で，第 1に，農業改良普及制度，農協営農指

導はどのように展開してきたのか，第 2に， とりわけ北海道農業とのかかわりを明らかにす

る。第3に，地域農業の度開における役割を明らかにする。

(2) 北海道における農業改良普及制度の麗関

全国的な農業改良普及制度の展開は，第 1端部革期 (1948年-1951年)，第2期小地区制度

期(1952王子-1957年)，第3期中地託制慶期(前期 1957年-1962年，後期 1963年-1964年)， 

第4期広域統合期(1965年-1969年)，第5期広域体制期 (1970年-)と 5つの画期をなす。

この過程は，第 l に，農業「近代1~J 政策への従属，第 2 に，地方農政局管理による地方自治

の軽視，第3に普及所における「職階命ljJの導入，第4に，都道府県にたいする研修の義務化

による普及員研修の強化と普及指導内容の統制，第 5tこ，指導においては倒別指導から重点対

象指導と選別・差別体制の形成であった。

北海道においても問様の展開過程をたどるが北海道農業の限界地農業としての性格は農業改

良普及制度の展開に色濃く反映しているのである。ここでは第5期広域体制期 (1970年-)の

特徴について述べる。この期は「当面する普及率業の藁点目標J(農林省次官通達)による「シス

テム 1~，装震化」農業を中心とした第 2 次構造改善事業の推進期である。農業改良普及員設置状

況(表4-8)では，全普及員に対する作物，畜産専門改良普及員の上じが全国で28.2%(1974年

一以下問じ)，北海道は 50%と極端に高くなっている o さらに専門改良普及員に占める作物，高

産専門改良普及員の比率が全国で44.9%，北海道は 77.9%と北海道では専門改良普及員のほと

んどが作物と畜産で構成されているのである。

北海道における普及員配護の地域動向(表4-9)では，上位3地域に 1974年稲作6割，畑作

7説，畜産4割，そきい5割の専門改良普及員が配寵されている。これらは「選択的拡大Jr主

産地形成」と深くかかわっている。表4-10は普及活動における重点目標であるが，それを重

点目標別活動(表4-11)でみると(df需婆の動向に即した農業生産についての指導助言」が1974

年に全国55.2%，北海道60.6%と普及活動の中心となっている。北海道においては(a)r地域計

顕についての指導助言J(b) r農業構造の改善についての指導効言」が高まっている。しかし，

(c) r優れた経営の担い手の育成指導」は後退してきている。さらに重点目標にもとづく活動課

題をとり上げた普及所割合(表4 12)で内容をみると，全国的には意点呂襟全体がとり上げられ

ているが，北海道においては一部の比率が高くなっている。とくに(d)r需要の動向に即した農



関-4-8 農業改良普及員設置状況

年度 ①所長
②地域改 導 r， 改 良 普 及 員 般

IT 良普及員 ③作物 ④野~ ⑤来館 ⑥花き ⑦斎産 ③工芸 ⑨経営 ⑬農機具 ⑬病苦手虫 ⑫青少年 その他 ⑬計 普及員
ト一一一一

i全(%国) 630入 2，665人 993人 1，071人 793人 182人 1，051人 63人 335人 44人 24人 58人 14人 4，628人 2，330人 10，253人
(6.1) (26.0) (9.7) (10.5) (7.7) (1. 8) (10.3) (0.6) (3.3 (0.4) (0.2) (0.6) (0.1 ) (45.2) (22.7) (100.0) 

1971 北海道 60 180 119 47 21 。 。 。 。 。 。 321 293 854 
(%) (7.0) ! (21.1) (13.9) (5.5) (2.5) (15.7) (37.6) (34.3) (100.0) 

全爵 630 2，452 1，088 1，234 862 221 l、163 98 376 48 16 73 12 5，162 1，739 9，983 
(%) (6.3) (24.6) (10.9) (12.4 ) (8.6) (2.2) (11.4) (1. 0) (3.8) (0.5) (0.2) (0.7) i (0.1) (51. 7) (17.4) (100.0) 

1972 
北海道 60 180 131 39 18 。 123 。 。 。 。 。 。 311 256 807 
(%) (7.4) (22.3) (16.2) (4.8) (2.2) (15.2) (38.5) (31. 7) (100.0) 

金(%E)E 
633 869 269 1，163 101 402 45 33 65 8 5，476 1，156 9，890 
(6.4) (8.8) (2.7) (11.8) (1.0) I (4.0) (0.5) (0.3) (0.7) (0‘1) 55.4 (11.7) (100.0) 

1973 
北海道 60 180 I 206 I 78 28 。 193 。 。 。 。 505 55 

(lo8o0-00 ) (%) (7.5) (22，5) 1(25.8) (9.7) (3.5) (24.1) (63.1) (6.9) 

全(%国) 
624 2，748 11，459 i 1，502 922 316 1，299 125 387 43 24 55 15 6，147 279 9，798 

1974 
(6.4) (28.1) I (I4.9) (15.3) (9.4) (3.2 ) (13.3) (1. 3) (4向。) (0.4) (0.3) (0.6) (0.2) (62.7) (2.9) (100.0) 

北(海%道) 
60 180 I 204 I 81 26 。 196 。 。 。 。 。 。 507 54 801 
(7.5) ( 22.5) I (25. 5) I (10. 1) ((3.3) (24.5) (63.3) (6.7) (100.0) 

注 農林省「改良普及員の普及活動」より作成

表4-9 北海道における普及員配置の地域動向

年度
特技・専門 道内立三婆農地(普及員順位別) 特技・専門 遂内主要産地(普及員順位別)

項目 ~IJ数 1 (立 % 2 {立 % 3 佼 % 項目~Ij数 1 j立 % 2 1立 % 3 位 % 

1968 91 空知 29 31. 9 一1:111 18 19.8 石狩・留街 7 7.7 1968 98 十勝 15 15.3 網走 14 14.3 事11路 13 13.3 

6官 173 11 52 30.1 11 49 28.3 石狩 14 8.1 69 202 網走 31 15.4 十勝 28 13.9 事IIJ!I¥'根1iI21 10.4 

稲 70 211 11 63 29.宮 11 52 24.7 11 18 8.5 
EE770 11 

233 縦走・根案 30 12.9 11 30 12.9 十勝 27 11.6 

71 202 11 63 31.2 11 49 24.3 11 17 8.4 239 網走 30 12.6 恨案・鋲|路 25 10.5 11 25 10.5 

作 72 211 " 62 2吉.4 11 51 24.2 11 17 8.1 綾 72 264 間十幻 11 31 11. 7 11 31 11. 7 

73 214 " 62 29.0 11 48 22.4 " 20 9.4 73 263 十勝 351 13.3 網走 33 12.6 根1iI.iJIIs喜26 9.9 

74 210 " 63 30.0 11 47 22.4 11 20 9.5 74 268 総定 38 I 14.2 十勝 34 12.9 事11路 27 10.1 

1968 45 十勝 17 37.8 網走 15 33岨3 上)1¥ 5 1 11.1 1968 31 空知 4 I 12.9 1:..後・阻 3 9.7 十・渡・網 3 9.7 

69 137 11 49 35.8 " 29 21.2 後五士、 14 10.2 69 58 石狩 91 15.5 空知 8 13.8 上)1¥ 7 12.1 

畑 70 162 " 49 30.3 11 38 23.5 上)1¥.後五士， 13 8.0 そ 70 67. 石狩・網走 9 13.4 11 9 13.4 愛知l・上川 8 I 11. 9 
71 156 11 48 30.8 11 41 26.3 11 12 7.7 さ 71

7a894760 !11 a上愛iEj知走川川 11116571 1 11 11115787 7 9 4 7 

石狩・~知 10 14.3 11 10 1 14.3 

{宇 72 159 網走 48 30.2 十勝 45 28.3 上)1¥ 15 9.4 い 72 11 13.1 11 11 13.1 

73 152 十勝 46 30.3 網走 43 28.3 " 15 9.9 73 上川 15 10 11.5 

L..2i 148 " 46 31.1 11 40. 27.0 " 18 L..2i 空知 16 16.7 12 12.5 

住 北海道農業改良普及協会「農業改良普及毒事業関係総異名簿」より作成
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③需言要の動向に却した農業生産についての指導助言
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①安全な

食料の供
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ついての

指導効喬

<li米の生産調怒と稲作
転換について時鱒助言

⑬地域伎

を主主かし

た集毘自力

事去作への

誘導

@転{乍の

技術・経

営の安定

③農業団

地育成に

ついての

指導助言

CD農家及ぴ農村地主主の生活環境務備についての指導効醤

③機能的

快適な佼

震とすま

い方

③良好な

良然環境

の保全と

整備

害事改。〉環境活域主主1塩

③住みよ

い環境づ

くりの慣

習の重量成

@E霊敷内

環境の務

機

農家生活の環境の改革寄

農林省「改良普及員の普及活動J より主主

重点笥擦に基づく活動諜懇をとり上げた普及所苦手i合

年度
事辛 ③ ⑤ @ ③ @ ① @ 

司芯
① 

室及 ① ② ③③⑤  ⑤⑦③  @ I@ I@ I⑬⑬  ⑬⑬③②⑬⑬③③③ @I@③③③  t語 @I@I@I@I@I@I@I@I@I@I@

1972 
全密 高宮 89.3 89.3 79.9 52.0 94.6 / 96.3 94.9 70.0 91.4 80.1 72.1 92.5 58.4 67.4 1/1/ / / 79.6 1/ 

84.1 68.4 49向自 53.4 1/ 69‘l 71.8 / 5ι9 31.3 31.4 37.6 / 68.7 ノj79.4 北海道 00 75.0 75.0 50.0 43.3 85.0 的.0∞自28.3163.3 73.3 71.7 38.3 21. 7 73.3 20.0 33.0 35‘。 55.0 41.7 16.7 41.7116.7 16.7 50.0 45 20嗣。 5.0 11.7 8.3 36.7 55.0 

1973 
金属 633 80.3 85.6 90.0 82.6 43.4 94‘G 97.2 88.48ii2653 ，7 72.8 93.0 086.4 47r7ω8157.3 59.1 28.8 50.2 55.1 73.1 44.4 81.2169.2150.7 82.8 53.2 72.8 64.9 67.5 52.7 26‘l 32目?29.2 28.1 73.8 関税278.8 
北海道 紛 53.0 55.0 66.7 35淘。13，3 91.7153.3 78.3 96.7 30.0163.3 75.0 70，0 65.0 11.7183.3121.1116，7 31.7 6.7 11.7 3.3 26.6 8.3 お7145.0110.031.7 3.3 8.31 5.0 75.0 18.3 18.3 5.0 1.7 6.7 5.0 3目353.3 50.0150.0 41.7 

1974 
全密 在担 80.4 82.5 87.5 85.3 37.4 92.7J82‘l 事4.54j哲5431743 91.9 5 州 5殴2町俗叩5幻1;!l 絡勺γ12 3 1 47 6 52.1 69.2 44.6 75.3 総276.6 47.6 62.0 68.8 49.5 2M71ini31 iu.1M.4 82.5 
北海道 ω 55.0 58.3 75.0 45.0 13.3 86.7128.3 61.7198.3 ぉ.7J63.3J16. 7 70.0 60.0j11.7j 90. 01 11.7i 8.3)16.71 1.7/13.3 6.7 33.3 11.7 38.3 26.7i10.0 25.0 5.5 10;01 5.0176.7 23.3 16.6 6.7 1.7] 3.31 1.7j 0 73.3 46.7139.9156.7 

注

袋4-12 

「改良普及貨の普及活動」より作成
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表 4-11 '!重点目標耳目活動割合

年度 @ ⑤ @ ③ @ ⑦ ③ @ ① 

会関(%) 8.4 9.8 14.7 46.9 2.6 1.8 5.1 7.7 3.0 
1972 

北海道(%) 7.5 8.5 9.3 58.9 3.7 1.6 1.7 5.8 3.0 

全国(%) 7.8 8.9 14.6 52.3 2.7 2.1 4.8 4.3 2.5 
1973 

北海道(%) 7.1 8.6 11.0 60.3 1.4 1.8 3.1 3.7 3.0 

全国(%) 7.7 8.6 14.6 55.2 2.8 1.7 4.6 2.6 2.2 
1974 

北海道(%) 9.6 9.3 8.3 60.6 1.0 0.8 4.0 3.3 3.3 

注 農林省「改良普及員の普及活動」より作成

業生産についての指導助言」における「道産飼料規模拡大と集由化の推進JI畑作農家の育成と

集団化の推進J I近代的稲作経営の育成」が全道的課題としてとり上げられているのである。

このように北海道の農業改良普及制度は，広域化の中で国の農政義調である「装置化・シス

テム化J を中心とする「選択的規模拡大J I集団北」を集中的に推進しているといえよう。

(3) 北海道における農協の営農指導

まず， 1975年度都道府県営農指導員に関する調査(全国農協中央会営農部)により現在の農

協の営農指導についての特設をみる。第 1に営農指導員の定義，したがってその性格が援昧であ

る。定義の特徴をみると ① 営農指導員認承試験合格者 ② 果樹や畜産の技術面の指導を

主体とするもの ③ 指導担当部署者(指導課，営農課，生産課など) @ 作目別の専任担

当者⑤営農指導員連盟の盟友として登録されているもの ⑥ 定義のはっきりしないも

の，などとなっている。すなわち営農指導員は専門的農業指導者として米形成であり，同様に

営農指導部それ自体も内容的に不確定かつ不安定なものであるといえよう。北海道は「兼務体

制が多いことから主として営農指導を担当している者J となっており，さらに不確定となる o

表 4-13 営農指導員の研修(1975年)

新採用研修 再教育研修 部課長研修 税務・簿記研修 営農団地・構造
改善研修

全国 1県平均 6 . 1 B37名 5 . 0日 137名 2 場 5日 83名 3 . 3日 74名 9 . 5臼 178名

ヰヒ 海 選 3 . 0 B 150名 1 . 0 B 100名 2 . 0日 70名 2 . 0日 700名

(100%) 
1.8% 29.8% 5.0% 2.0% 61.3% 

北海道 。 21.5% 4.8% 6.7% 70.0% 
(100%) 

注 全国農業協同組合中央会「営差是指導員の現状J (1975年)より作成

第2に，営農指導員の研修は不十分で、あり，かつ農業「近代化」推進型となっている。表4-13

でみると全罰的に営農罰地・構造改善等研修が6割をしめ，それが北海道では7割となってい

る。とくに北海道は研修日数が少なく受研修人数が多し¥内容の浅いものとなっている。第3に，

営農指導員の動向についてみると(表4-14)，全国で営農指導員数は増加し， 1組合当り指導

員数も 1963王子から 1973年にl.25人から 2.99人と増加している。しかし，農協職員中におめ

る割合は 6.8%から 6.0%へと減少している。北海道においては(表4-15)営農指導員数の減

少，農協職員中におめる割合7.7%から7ρ%への減少と 1970年以降農協「合理化」統合ととも

に減少しているのである。
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霊祭4-14 全閣における営農指導員の動向 表 4-15 北海道における営農指導員の動向

年度
営農指導 戦員数 集計組合 A/B A!C 
員数(A) (8) 数 (C) (%) (%) 年度

営農指導 職員数 集数計緩合 A/B 
員数(A) (8) (C) (%) 

1963 12，205 179，266 9，748 6.8 1.25 1968 1，252 16，288 288 7.7 

64 12，620 188，454 8，794 6.7 1.44 69 1，309 16，914 286 7.7 

65 13，163 201，236 7，308 6.5 1.80 70 1，282 17，408 287 7.4 

66 13，579 214，261 6，975 6.3 1. 95 71 1，258 17，415 286 7.2 

67 14，523 224，211 6，951 6.5 2.09 72 1，237 17，304 288 7.2 

68 14，828 231，650 6，622 6.4 2.24 73 1，209 17，325 283 7.0 

69 15，471 241，982 6，083 6.4 2目54

70 15，512 247，379 5，996 6.3 2.59 
設農林省「総合農協統計表」より作成

71 15，467 251，927 5，799 6.1 2.67 

72 15，770 256，681 5，485 6.1 2.88 

73 15，768 260，979 5，267 6.0 2.99 

注農林省「総合際協統計表」より作成
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2 農林省「総合農協統計表」より作成
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営農指導員種類別従事割合(図4-1)でみると，全国的には 1973年富産25%，耕種23%，

野菜17%，果樹11%，農業の経営指導12%となるが，北海道は畜産23.7%，耕種12%，農業

の経営指導43.7%となる。北海道における経営指導は G 儲別相談機能，営農計画の検討

② 集由化指導である。すなわち北海道においては経営収支の相談と農業「近代化」政策推進

が重点となっている o

第4に，営農指導員数別組合数(囲4-2)は， 1973年金留で営農指導員 1人の組合26%，い

ない組合24%，2人15%となる，北海道では，いない組合20%，7-10人16%，4人15%となる。

このように，北海道における営農指導は体制的未確立の中で農協の合併とともに本所に統合

集中fちされ，農民から遠ざかるとともに農業「近代化」をすすめ，さらに営農指導員は数的減

少の中で十分な研修もうけられぬまま農業「近代化」ないし農協の事業推進に動員されている

といえよう。

(4) 農業指導にたいする農民の意識

以上の全道的特徴をさらに地域農業にそくして事倒的にみることにする o

G 士別市T地底

この地区の第2次構造改努事業(1975年)は，行政，メーカー主導的であり，関じ田植機で

も様々な機種が導入されている。農協は呉体的な方針を欠き，基盤整備，機械導入はほぼ農民

の「自主性Jにゆだねた。農業改良普及所は機械導入後の生産過程の変化に(土質検査等)対

応的に指導するにとどまっている。

T地区における農業指導とについて農民の要求(図4-3)をみると，上層は，集団指導を中

~4-3 士別市T地区における農業指導と差是民聖書求

90 

80 

50 

(%) 

注 a!ま6ha以上場 b!ま4ha-6 ha層 Cは4ha 以下穏合計26戸
2 1976年度北大社会教育研究家実態調査結果より作成
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心に，生産計画指導をうけている。普及所広域fむについてはやむをえずと考えている。中層は，

集団指導を中心にうけているが i受けたことなLJもふえている。生産計画指導は「まったく
ない」がふえ (43%)，i広域化やむをえず」は6割である。下層は，普及指導を「うけたこと

なLJが3割になり「生産計画指導は受けたことなし」が5割強となる。広域化については「や
むをえずJ46%，反対30%，i知らなかったJ23%である。

すなわち普及所の指導は上層中心で集団指導が主である。またこれら集団指導をうけている

農家は全体の9割が田植機導入農家である。このことからT地区における農業改良普及所の指

導は，上層中心，田槌機導入農家中心の集団指導ということができる。

指導要求は全体的に批判的・消極的であるが上層では営農指導に対して「農民の立場で活動

せよ」の要望が強く，下摺では普及所にたいして「もっと農家に入いって来てほしい」の要望

が強い。メーカ…にたいしての要望は「もっと研究してほしいJiアフターサービスをせよJが

若干ある。

碁童書盤備，大型機械導入による生産過程の変化，矛盾の生起にもかかわらず自分で経験的に

解消しようという態度がつよしこのことが技術・技能指導要求の時極性となってあらわれてい

る。

cz) 栂爺村(下台)

この村における第2次構造改善事業 (1971年)は，農協・研究会主導であり，農民的な展開

をしている。洞爺農協は 1962年以緯営農指導の強化を重視し， 1向爺村そ菜園芸技術研究会は第

2次構造改善事業以前1966年に結成されている。農業改良普及所の指導は主として研究会にた

いする集部指導である。

調爺村における技術・技能指導にたいする希望・評価(図4-4)をみると普及活動にたいして

はa層 b層 C層が改善希望をもち d層は「良い」となる。営農指導にたいする評価は，

a躍が強い不満を表明しているがb，c'd麗はほほ満足している。内容についてみると，普及

活動にたいする改善希望でa層は「農試(農業試験場)との協力で、農家の先を行ってほしい」

「もっと対話色指導がおくれているJ等積極的なものが多く， b層 C層では儲別指導を多

く望んでいる。農協の営農指導にたいして a層の不満は「営農指導的なことは全くやっていな

Lり「もっと営農指導に金をJに代表される。

すなわち，洞爺村においての指導要求は全体的に積種的な展開を示すと同時に指導も全階層

にわたっている。しかし，技術・技能水準が前進するなかで多様化した鏑々の農民に却した指

という点が弱いようである。

(5) 農業技術・技能指導の構造と農民

士別市T地区，洞爺村は第2次構造改善事業を導入した。しかし， T地匿においては農業生

産力構造に捺々な矛盾をもたらし，他方，i.隠爺村においては農民的な生産力震関を可能にした。

両者間では第 1に，行政・メーカー主導か農協・研究会主導か，第2に，生産手段と労働力

の結合の仕方，などをめぐってに大きな違いをみいだすことができる o

① 農協・研究会の役割

洞爺村において農協は，離農を出きない洞爺農業の発壊方向のひとつを施設閤芸に求めた。

そ菜爵芸技術研究会はこの方向の中に位置づけられ設立された。これは激しい市場競争の中で

は優良で統一された生濯物を協同出荷しなければならない，そのためには施設関芸の複雑な技

術・技能を全員が学び修得しなければならないということに基本的には4生格づけられる。農業
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図4-4 洞爺村における技術・技能指導に対する希望・評価
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3 1976年度農家実態調査より作成

改良普及所は研究会の研究，学習課題設定にたいして築毘的に指導する機関として機能した O

そしてこのような中に第2次構造改善事業ができるだけ現実に即応した修正をへたうえで導入

されていくのである。

ここでは農協の農民的性格，研究会の役割(技術の平準化)，そしてそこに位置づけられた農

業改良普及事業の結合という農業技術・技能指導の構造があり，どれひとつを欠いても農民的な

生産力の発展は臨難であった。

二台足立市T地区は洞爺村とはまったく対照的な麗関をしている。ここでは士郎市内S農協，士

郎市農業指導連絡協議会，士号Ij地区農業改良普及所が一体となり地域的近代化基準を営農指導

方針として方向づけ食業的農業経営育成，農業団地育成を基盤繋備事業，大型機械の導入とい

う形で個々の農民に導入していった。農協は農民の自主牲にまかせるという姿勢で第2次構造

改善事業の経済的窓口としてとりまとめをしただけである。農協の姿勢の瞭味さは，個々の農

民にバラバラに大型機械の導入を{足す結来となった。そして農業改良普及所の指導は機械導入
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行に対応、的に行なわれる。つまり士号Ij市T地E互においては地域的にも農民側々においても農民

主体による農業生産力の形成はほとんどなされなかったといえよう O

@ 農業技術導入と農民

士別市T地Eまは稲作が中心であり， トラクター，田植機， 自税型コ司ンパインが導入され， 自

植磯に対応して育苗過程に稚苗育生が導入された o しかし，労働力は今までの生産過程に対応

した経験的・個人的技能水準のままであった。さらに，メーカー主導の，試験段階の不十分な

生産手段の導入は，技術の総合性の破壊とともに生産力における労働力の役割を著しく減殺す

る結果となったのである。

洞爺村では鳩設関芸大型ノ、ウス(，装置j)が導入され，それに対応した共同育商も研究会を

中心に行なわれている。ここでの研究会の役割は複雑な技能修得を全員のものとすること，さ

らに普及所の「技術学」を農民経営に即して現実生産へ転化させ新たな生産力段階における労

働力の主導的役割を高めた。さらに技術要求の内容を一層的に分化せしめつつも一段高いレベ

ルに発展せしめるという関係が形成されている。

(6) 小括

1970年代にはいり農業「近代化」政策(第2次構造改善事業)は，行政，農協，農業改良普

及所，そして農業機械メーカーが一体となっだ体制のもとで、地域農業の「選択的拡大j'装護化・

システム化」を推進している。このようななかで農業「近代1'l::u反対を唱えるだけでなく農民

の生産と生活を守 1)， 日本農業の国民的発援をかちとる地域的・農民的生産力形成の課題が提

起きれている O

この地域農業をめぐる 2つの道の対立のなかで農業技術・技能指導は反農民的な展障をしてい

る。農業機械メーカーの営業マンは販売を主目的とした「指導j，農協営農指導員は組合員勘定

による経営収支中心の指導，農業構造改善事業等の導入・指導，農業改良普及所は農業構造改

善事業等の技術指導中心，というように普及指導はその内容，体制において，さらに研鯵(営

業マン，営農指導員，農業改良普及員)において農業「近代化J推進を最大の課題としている。

農民的・地域的生産力の形成は農業技術技能移得，指導を不可欠の課題としながら，農民経

営を軽視した農業「近代{[:;j推進を主軸とする農業技術・技能指導とは鋭〈矛属するのである。

すなわち，今日 農民的・地域的生産カ形成における農民的技術技能修得(生産手段導入と農

民の技能修得)は農民集団の民主主義確立と不可分であり，このことを通じてのみ農業改良普

及所等の指導を農民的に生かすことができる。洞爺村農業協同組合，そ菜額芸技術研究会は実

践的にこのことを示すものといえよう。

組織佑，民主的な科学者，技術者集団との結合なしには菌難であり，今後の課題は大きい 0

3. 農業学舗と農村青年

一一剣湖町農業学顕における後継者教育の実態を

(1) はじめに

北海道の農業学関制度は，農業経営の担い手育成対策の一環として， 1965年7月に発足したo

それは，今日の「近代化」農業，および農業機械化「一貫」体系に対応するために「高度な農

業技術j，叶憂れた経営能力j，'高度な専門的知識」を身につけた中核的担い手の確保を目的と

して設けられた，農村青年教育の主要な制震である。

発足以来， 10年を経過する現在，後継者教育の量的，質的限界をかかえながら今後の運営

の対応が追求されねばならない段階にきているといえる。
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ここでは第 1に，中核農家育成を目的としたこの制度と現実の農民経営の対応がどのような

ものになっているのか，を上川郡剣湖町の実態を手掛りに，明らかにするものであり，第2に，農

業技術・技能の修得過程の今日的段階，つまり，これまでの伝統的，経験的な技術修得段階から社

会的な技術修得機関を通じて行なわれるように，後継者教育の変化があるが，今日の機械化され

た農業経営において，その技術修得，および経営能力がどのように義成されているのかを剣洲

町農業学園の実態をもとに明らかにし，とりわけ，農民の主体形成とかかわりあわせながら，

今後の農業経営における後継者教育の方向性をとらえていくものである。

(2) 農業学園制度の教育方法と運営

農業学園制度の教育方法として特徴的な点は，合宿教育と通信教育にある。つまり，-農業経

営技術の高度化に対吃、するため農業経営の担い手の確保をはかり，すぐれた能力とおう盛な意

欲をかね備えた農業者を養成するJために，勤労と学習を両立させながら，この目標を達成す

るうえで必要な教育を体系的，組織的に整備していくというものである。

1976年現在，北海道における農業学障の開設地域は，表4-16に示した通りである。発足時

点における具体的な学園の設器及び運営について述べると，まず，市町村段轄においては，中

本就農者を対象とした普通科2年と，各支庁段暗において，高卒就農者を対象とした高等科2

if.，それに，全道段階に，支庁高等科の修了者，または，これと同等以上の知識，経験を有す

るものを対象に専修科1年が設置されており，定員は30名前後とされている O

普通科にかんしては， 1973年開設時において，各市町村で1年入学者がなくなり， 1974年度

をもって廃止している。高等科においては， (1975年度時点)14支庁57学級が開設されている

表4-16 北海道農業学図開設地域(1道14支庁 2市町村)

設 立ま 道，支11'農業学館 学級数 言誤 手呈 5]1] 

主事
{I事 ヰョ 央幾業主界関 6 稲作， 1:話作，酪差是，野菜，巣1M，花き
手ヰ

石狩支庁農業学図 6 稲作 富君主芸 生活

~知支庁 11 6 稲作 主主汚

上川!支庁 11 6 稲作焔銘主主治
言語

後志支庁 4 Es:期生活11 

檎山支 IT 11 2 liiH乍
渡島支庁 11 4 富司芸芸 酪農

s.e. t辰支庁 11 5 i遡芸酪農生活
主事

日高支庁 3 図書在 生活11 

十勝支庁 11 4 畑喜各 生活

事11路支庁 11 2 島各農

総室支庁 11 3 書名燦 生Ii5
不}

締走支庁 6 畑作 商事長是 主主Ii511 

主主谷支庁 11 2 酪差是

留萌支庁 11 4 Es君臨

剣洲町農業学院 農業科家庭科

ノト j奇 麗I差是業学図

主主 北海道農務部農業改良線「北海道幾重量学留の概要J1975年9月
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が，各支庁相互の提携で学園生が確保されている現状で，専修科では，入額者が自家経営の中

心的役割を巣たしており，学関と自家経営との両立が臨難な状況にある。

こうした背景には，普通高校の進学者の増大，稲作地帯の生産調整，出稼ぎ農家の増加など

があげられづるが r農業経営の担い手の成長i&!躍に応じて段階的な研修を行なう教育体系J(6)に

おいて一定の眼界が生じている現状である。

次に教育方法においては次のようになる。

①通信教育一学題テキストによる自宅学習と面接集合指導，課題加の添削指導などを行なう o

e冬期合宿一学園生全員による共荷生活を行ない，教干ヰ，科自の履修を行なう o@特別研修一農
業機械の実技研修と作目別の農家留学研修を実施する。④実践活動 これはうグループ栢互の

連帯 1)ー夕、、←養成のために学関生自治会活動を重視し，プロジェクト活動においては，通信

教育，合宿教育の教育効果を高めることをねらいとしている。⑤学園行事においては，修了生

との交流，他学留との合同行事，同窓会の組機化をはかつている。

以上，述べてきた教育方法は，農業学閣発足以来，極一的におこなわれており，各年度の学

園生の呉体的動向に対応した改善はなされておらず制定そのものの運営上の問題がそこにある

といえる。

学閣の講師については， r右前村職員，改良普及所，農協職員，篤志農業者などがあげられる。

また，農業学園の開設予算は，表4-17のとおりである。

表4-17 北海道幾業学弱年次別開設予算
単位(千)

¥¥九~年ヘ1度 1965 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 

科普通
。{学協あた1)) (300) (594) (635) (655) (685) (692) (695) (650) (657) 

普通科運営費 12，000 24，390 25，420 25，890 25，584 21，608 17，304 11 ，439 8，543 

等持 (1学圏あた1)) (758) (1，341) (1，599) 
(1768)(29107)(2419q2I629 2 ) 

(2，711) (2，541) (2，466) (2，686) (4，692) 

科高等科運営費 10，752 18，774 21，825 24，7501 29，4951 49 54，261 50，919 51，795 56，420 65，694 

事業運営費 2，360 3，817 3，609 1，256 1，169 1，607 

王手修科運営費 1，149 4，3091 4，4101 3，974 4，192 4，204 4，369 4，897 5，255 

計 25，112 46，981 山叫 55，叫附判 76，73 76，969 67，731 66，314 70，949 

注 事業運営費は普通科，言語等科，専修科の共通運営費とする。

北海i護農務部援業改良課「農業学閣の概要J 1975年 9月

(3) 剣湖町農業学溺の概要

以上，農業学額制度について，運営，教育方法を概話的にみてきたが，つぎに，中核農家を

育成しようとするこの制捜が市町村段階でどのように運営がされているのか，教育内容を含め

て，剣樽町農業学盟の実態を中心、にみていくことにする。

前述したように，市町村段階での農業学閣は， 1974年をもって廃止されており，ここにあげ

る剣淵町農業学習は，町の独自の予算のもとに毎年17名前後の学園生を送り出し， 1975年時点

で174名が{修了し， 1976年現在， 22名で運営がまかなわれている o

まず，剣J刻町農業学園の主要な特徴点を述べると，第lに， 1967年に学演が開設されたが，

ここでは，中卒就農者が少ないため高卒就農者を対象にした高等科を町段階で設護し，さらに，

市町村段階で運営がされている全道で2つ(1つは小清水軒)ある中の1つである。

第2に，年令別による教育体系が形成されていることである。つまり，剣淵j高等学校(定時
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寄せ農業高校)(15-19歳)→農業学関(19-21歳)→青年会議 (25-30歳)= (1976年度内に

発足)という教育体系をもとに，とにわけ，農業学園と高等学校との提携が強いことである。

第 3に，学閣と農協，農業改良普及所等の農業関係機関との連絡体制jが強<，相互の関係が

密であることである。

その学習方法については，(1)で述べた形態と類似する点が多いので，詳しく述べることは避け

るが，教科の履習として ①教材自習 @面接集合指導 ③研究部会学習 ④冬期合宿教脊及

び宿泊研修を行ない，研修としては ①視察研修(農業施設の視察) ②農業機械実技研修

③青年の家研修(青年の家にて行なわれる研修会に参加) ④道外研修(茨城祭新利根共同農

学塾研{鼠農家留学研修)，を実施し，他に学題生自治会活動，さらには，農業技術研究会，生

活教養講座等の行事に参加させている。

表4-18 1976年度剣洲町幾業学震君事業計溺予算(千円)

毒事 こ業 予 害事 毒事 業 予 害事

教 材 受 280 青年の家研修 144 

面接集会指導 36 道 外 研 修 250 

街 is 研 {I萎 174 E差 学 豊島 125 

冬 期 l口h、 街 535 学 屋号 1i 毒事 90 

視察(道内)研修 204 妻事 務 62 

農業機械実技 100 

予奇 年 ikミ 議 45 

言f 2，045 

以上にあげた事業計画の予算の割り振りは表4-18の通りである。市町村に普通科が設置さ

れていたときの道からの補助は， 1973年の最高額で65万7千円であるから， M弱の援助となり，
市町村農業学園の入園生の減少と同時に，運営の限界(教育方法の画一性)があったものと考

える。

つぎに学習内容については，表4 19に示した通りである O冬期合街教育が教育方法として最

も力点が置かれていることは，予算で裏づけられるが，この 1975年度の合指カリキュラムから

いえることは，一般教養の不足があげられ，個別的領域に分散している傾向があり，もっと多

彩な領域(一般教養)から農業をとらえる必要性があるように思える。

さらに，女子においては，在学期間が1年(男子2年)であり，短かい期間でのこの内容は，

家庭内の生活技術が中心になりすぎているようにも思える。この点は r女子学問生」自身の学

習内容にたいする評価で詳しく述べることにする o

(4) 剣湖町農業学国生の実態

以下においては，今までみてきた r近代1~J 農業，機械化「一貫」体系に対応した中核的扱

い手を目的としたこの農業学閣制度の概略，さらに，剣湖町農業学濁の運営をふまえ，この制

度が，町段階において，いかに対応しているかをアンケート調変の結果をもとに，在学生，卒業生

の階層性から明らかにし，剣淵町農業青年の技術・技能修得過程，さらに，学園生による学関の評

価，ならびに，学習要求を分析していくことにする。

ここにあげる調凌結果は， 1976年10月餅湖町農業学慣の在学生(19-21歳入卒業生(21-30

歳)で，現在，在町している 140名を対象に郵送によるアンケート調査を実施し， 69名より回答

を得たものである o
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表4-19 1975年度冬期合宿教育肘長一一一斜洲町一一

9 : 30-12: 30 13: 00-16: 00 9 : 30-12: 30 13: 00-16: 00 

円:
科 日 科 自

E議 学年
午前の講義 午後の講義

月 日 E霊 学年
午前の講義午後の講義

幾 1 開講式 是主 1

農2 環集/合境----〆務lーO一持理
14: 00 

月 産量2
休講

火
自治会総会 1 

1 26 
午後4時集合

家 15: 00 家

差是 1 差是政持率 差是政持率! 産主 1 農協概説 農業機械

1 14 水 差是2 11 11 1 27 火 農2 11 11 

家 11 11 家 11 産量業一般

差是 l
成人式(該当者出席)

差是1 畑作物 E若 産量

1 15 木 幾2 1 28 水 幾2 11 11 

家
自治会活動

家 家庭経済 保 育=

差是 l 農村社会 農村社会 差是1 農協概説 差是業簿記

1 16 金 差是2 11 11 l 29 木 差是2 11 11 

家 11 11 家 11 栄 養

長室1 差是協業務 聖子 菜 差是l 水 高官 畑作物

1 17 土 差是2 11 H 1 30 金 震2 11 11 

家 11 11 家 {呆 育 {呆 苦手

農1
自治会活動

差是1 E若 産 釘' 菜

1 181 B 差是2 1 31 土 差是2 11 11 

雪正
(皇室内レク)

君主 手 τZ自日~ 11 

廃1 農村社会 農政持率 幾 1

月 長差2
自治会活動

1 19 H 11 2 1 日
(案内球技)

家 11 11 君主 i 

差是 I 差是正女時寄与 差是協概説 農1 農業経営 畜 産

1 20 火 差是2 H 11 2 2 月 農2 11 11 

家 11 11 家 家庭経済 料理実習

差是1 農村社会 農政時事 差是 l 畑作物 農業簿記

1 21 水 差是2 11 11 2 3 火 農2 11 11 

家 11 11 家 農家住宅 手 コゴヨズ， 

差是1 差是政時事 農協の業務 霊童 1! 農業機械 E喜 産

1 22 木 差是2 11 11 2 4 水 幾2 H 11 

家 11 11 家 手 E 亡日， 農業一般

農1 水 干活
海外視察報

差是 I 農業経営 農業簿記

1 23 fを 農2 11 2 5 水 幾 2 H 11 

言ま {呆 健
£Eh 3 ぷヱ〉ミ~ 

家 家庭経済 料理実望書

長差l 農 l 水
修窓了、主主と 1 1 24 土 農2 イ木 議 2 6 金 農2 H の見交

家 家 イ呆 7守 総;

251臼

差是l 長塁1
関議式|

1 差是2 イ木 議 7 土 長差2 環境整備
14: 00 

家 家
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① 学園生の階層性と経営志向

まず，剣湖町の経営規模別農家数年次別推移は表4-20の通りであるが，ここでいえること

は，まず， 15年間の推移で，農家数の減少が著ししさらに， 7.5 -9 .99 haを境に拡大志向と

停滞，縮小志向に一応分けることができる点である。

表 4-20 経営耕地街積規模別農家数(戸)

年次!差是家数 i1ha 。~130~15ト 7九lrJlh 兼業農家
未満 2.99! 4.99 i 7.99 以上 1 穣 2 種 専業

1975 805 63 60 138 i 211 I 180 I 118 I 35 413 99 293 

1970 882 56 65 I 176 I 267 I 181 I 118 I 19 224 73 585 

1965 1，020 110 88 189 312 197 20 191 153 676 

1960 1，125 113 139 263 331 176 67 16 181 170 774 

注 農林省「幾多量センサスJ より引用

この点をふまえて，学園生の後継者としての経営志向を階層別にみていくことにする。

あとつぎ率は，稲作，畑作とも 70.7-80%と高い。次に就農理由については表4-21のよう

になり r農業が好きだJ27.5%， rやりがいがあるJ23.2%，計50.5%となり積極的に就農し

ているといえよう。

階層別にみると，稲作で6ha以上層は「やりがしりをあげ4- 6 ha層は「他にやる人がい

ない」をあげている。畑作では，全階!冒で「農業が好きだから」をいう傾向がある。

表 4-21 就農滋自について(%)

農業
や 他が 都い 友の そ 然
にい 主会主やだ

人す
カぜ

カぜ やるなL 
兄す の -す !l) 言己

好 活か 弟め す 知め
き し、 人い がら ので すで 人で 他 入

計 27.5 23.2 14.5 5.8 4.4 2.9 1.5 14.5 5.8 

19-21(在) 40.0 10.0 20.0 10.0 10.0 10.0 
年
21 - 23 22.7 4.6 4.6 9.1 4.6 

24 - 27 33.3 i 19.1 4.8 4‘8 4.8 23.8 9.5 
令
28 - 30 25.0 25.0 12.5 6.3 18.8 18.7 

'~主 男 19.2 31. 9 21.3 6.4 6.4 4.3 7.1 6.4 2.1 

翌日 女 45.5 4.6 4.6 31.8 13.6 

稲 6 ha以上 46.7 6.7 20.0 6.7 13.3 6.7 

4 - 6ha 18.1 9.1 27.3 13.6 4.6 4.6 13.6 9.1 

作 4 ha以下 42.9 14.3 14.3 28.6 

畑 12h a以上 40.0 30.0 20.0 10.0 

28.6 14.3 28.6 

{乍 7 ha以下 62.5 25.0 12.5 

注 1 夫婦7綴込み

2 アンケート調査(1976lf.1Os'l実施)結果による。以下の重量も同じ。
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表4-22 絞営指向について(%)

①(経営指向@(経営のil)

主主し 現で 現に 現主73!1 兼い 経し でめそ 無 あ'i]IJ 俄昔日 会問 そ 無
営 状多 状カ 営 き 別分 ll!Ht 
をた かを 学を業き

縮をた れたの 記 ま経 中的 的し の 言己
拡 維収

畜産入iれd 
豚入中た

I! て。 心共 にたオ1
大い 持穫 とる 'L、ぃ 小い ゃい他 名 {磁営 で伺 共い 他 入

2十 58.0 24.6 1.5 2.9 I 1.5 1.5 2.9 7.3 23.1 65.1 5.8 1.5 4.4 

稲 6 ha以上 66.7 20.0 6.7 6.7 40.0 46.7 6.7 6.7 
4-6ha 

59.1 18.2 4.6 4.6 9.1 4.6 18.2 77.3 4.6 
未 満

作 4 ha 以下 71.4 14.3 14.3 85.7 14.3 

'胤 12ha以上 20目。 60.0 10目。 10.0 20.0 50.0 10.0 10.0 10.0 
7 -12ha 42.9 57.1 

ll;;3 

85.7 
未 j裁

作 7 ha 以下 62.5 37.5 .5 50.0 12.7 

主主 夫婦7組込み

つき、に，経営指向においては，表4 22の通りで全体の58%が「経営を拡大して機械化農業に

するJ，r現状維持で多収穫をめざ「すJが24.6%である O 時層別てすま，稿作の全階層が「経営拡

大」を志向しているのにたいし，畑作の上層・中!習が「現状維持で多収穫をめざすJ を志向し

ているのが特徴的である。さらに，経営の型については「個別経営中心で，機械，育蔀等は共

問fちしたしりが65.1%，rあくまで個別経営j は23.1%となり，稲作，畑作の全階層において，

個別経営中心で，部分的共同化を考えている。稲作にいたっては，下層にいくにしたがい高い

率を出す。

剣湖南において農業機械の導入された時期はごく最近で， 1975年時点の所有状況をみると，

805戸中パインダーは284戸が個人所有，共同は， 93戸で44台，自税型コンパインは， 57戸倒入

所有，共詞は 9戸で3合，米麦用乾燥機では，個人所有が403戸で433台，共同は28戸で13台と

いうように，個別中心で量的にそれほど機械が普及されているとはいえない。

こうしたなかで，経営の一角に部分的共同化を考えているのは，育苗過程の合理化，また今

日の独占価格による農業機械にたいしての個別的導入の困難等が，背景としてあげられるが，

ともあれ，学園卒業生は，農業経営の一定の合理化を志向していることがうかがえる。

この点を考えた時，剣淵農業のこれからの方向性として，共同化の方法が次に開題となるの

であり，農協，農業改良普及所等の指導が期待されるものである。

ところで，学醤の運営においても，共同化は重要視されており，たとえば茨城県の新利根共

同農学塾に研修にいっていることは，それを裏づけるものである。

このように，学屈制度のもつねらいは，ごく一部の専業的な中核農家を脊成することにあっ

たが，剣沸j町においては，それはむしろ，剣湖町農業の特牲を考えたうえでの担い手育成とい

う方向に再編成されており，町立のもつ積極的可能性をしめすといえよう。

② 農業学園生の営農，生活相談

学園生の卒業後の技術修得，営農相談が，どう行なわれているのかをみたのが表4-23であ

るo 家族内で解決するケースが多いことを示しているが，家族の次には，稲作，熔作とも改良

普及員があげられ，学圏と普及員の結びつきは強いものといえる。また，入学時において「町

の農業学園にすすんだ理由」については r今後，地元で農業経営を進めていくうえで，地元の

農業改良普及員，農協職員等の接触が必要だからJが55.1%で，年令的にも歳が増すにつれて
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6 ha 
iよu二

(対象人数) 在日

農業学園生 4 

改良普及員 9 

農協職員 1 

役場の職員

社教主事

友人・恋人 3 

家 族 9 

貌 類 1 

先 重量

先 生

誰も相談せず

そ ♂〉 他

計 27 

注夫婦7組込み

高まる傾向を示す。

高官

6-4 

自2)

2 

10 

1 

11 

4 

1 

1 

34 
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表4-23 営農・技術の相談相手(人)

作 畑 作路震 酪産量

4 ha 計 12ha 計 中心、
言十

以下 iよu二 7-12 7以下

(7) (44) (8) (7) (8) (23) (2) 相時

2 8 2 2 10 

3 22 3 2 5 27 

I 3 1 1 1 3 6 

2 9 3 2 1 6 15 

4 24 1 2 2 5 29 

1 1 

3 7 3 2 5 12 

1 1 

1 1 1 2 1 4 

15 76 12 7 9 28 1 105 

階層別でも，稲作の4ha以下を除いて，全措層において50%平均を示している。

男 女

計 計

(47) (22) 

10 

24 3 

6 

11 4 

21 8 

l 

10 2 

1 

3 1 

86 19 

このまうに，剣湖町においては，普及員の役割が大きし農村青年に入り込み，青年自身も

普及員との接触が多く，相互の積極的連帯を形成しており，学問の特徴である農業関係機関と

の提携が強いという，その現われを示すといえる o

表4-24 農業学問修了の感怨(%)

Q) 学関~妻了の感想 ②(改善理由)

改は 光学 期 大っ そ 無 Z学Eしく 研修入れ 科し
産事稿量F毒的F事守
ーカ そ

警し 実溜 待 体
目て 般

し生 通 良
。〕 言巳 高酬てほし γ、F てl:i をほ 教養

(7) 
し カし へし
てい た活 り かた 他 入 長ぃ をい らい をに iこを 他

計 27.1 28.8 10.2 28.8 1.7 3.4 12.5 12.5 6.3 50.0 25.0 

年 21 - 23 22.7 13.6 13.6 4.6 そ 20.0 10.0 10.0 30.0 30.0 

24 - 27 9‘5 33.3 4.8 52.4 1∞.0 
令 28 - 30 25.0 31.3 12.5 18.8 12.5 75.0 25.0 

性 男 25.6 30.8 15.0 23.1 2.6 2.6 10.0 10.0 70.0 10.0 

思IJ 女 30.0 25.0 40.0 5.0 33.3 16.7 50.0 

品官 6 ha 以上 38.5 23.1 15.4 23.1 20.0 80.0 

4 -6ha 25.0 30.0 5.0 35.0 5.0 20.0 20.0 60，0 
ヨ長 i前

作 4ha以下 16.7 50.0 16.7 16.7 l∞.0 
:畑 12ha以上 44.4 11.1 22.2 11.1 11.1 25.0 75.0 

7 -12ha 16.7 50.0 33.3 1∞.0 
未 j誇

作 7hα以下 40.0 20.0 40.0 

注夫婦7組込み



北海道における農業生産力の現段階 99 

表4-25 年間で満足か(女子学関修了生のみ)

①回答 窃不j務理由 (%) 

;自主 不 男 差是 毒事 最底 必 そ
子一 苦肉
高年

グ〉
持~ 8<] 年

足 j前 じに をに l主要 他

言十 45.0 55.0 9.1 45.0 27.0 18.2 

年 21-23オ 22.0 77.2 57.1 14.3 28.6 

24-27 42.9 57.1 25.0 25.0 50.0 

令 28-30 100.0 

務 6 ha 以上 50.0 50.0 50.0 50.0 

4 -6ha 60.0 40.0 50.0 50.0 
未 満

作 4 ha 以下 100.0 

j焔 12ha以上 25.0 75.0 66.7 33.3 

7 -12ha 100.0 66.7 33.3 
ヨ長 j前

作 7ha以下 50.0 50.0 100.0 

③ 農業学閤生の学習内容の評価

学閣発足以来， 9年を経るなかで，剣湖町農業学闘をどう評価しているのかを以下においてみ

ていくことにする。

まず，剣淵町農業学問生の「学国修了後の感想、j について，大半は，ほほ満足として評価し

ている。すなわち，表4-24に示すように「充実した学園生活J28.8%， r期待通り J10.2%， 

「大体良かったJ28.8%，計67.8%である。

一方 rもっと改善してほしい」が全体の27.1%あり，とくに，稲作の6ha以上層が38.5%，畑

作の 12ha以上層が44.4%，まま，年令的にみると， 21-23歳扇が45.5%と多くみられる。

この改善点は一稲作のそれは「農業技術，経営についてもっと専門的に」を，畑作のそれは

「一般教養にカを入れてほしい」をあげ年令加の21-23歳層もこの両方をあげ，教育内容の改

善希望を述べている。

つぎに，学問女子卒業生に「在学期間 1年間で、満足かJ(表4-25)との開いに対し全体の55%

が不満と答え，とくに，畑作の上中}習に多く，年令的にも若い膚になるにしたがい高くなる。そ

の理由として，熔作のそれは「農業技術，経営について専門的にやりたしりをあげ，年令別で

は， 24-27歳層は「期間として二年必要だJ をあげている。

このように，女子学題卒業生にいたってはまず，在学期間の延長という制度的改善がのべら

れ，同時に，農村婦人として，単なる補助労働力としてではなく，担い手としての自覚から技

術要求が高くみられる傾向があり，一方で一般教養を重視してもらいたいという要求もある。

学習要求では，稲作，畑作の区別はつけがたいが，稲作専業，中心層は，肥料，農薬の知識，

農業機械の修理，繋備をあげ，畑作にあっては，多様化している。

(5) 小括

農業技術・技能教育にあっては，単なる機械の技術，個別的技術じ技能の習得といった単

発的な対応をするのではなく，誌〈形成された農業関連諸知識の上に，側々の労働過程の技術

的問題が位置づけられるわけで，その意味からも女子学園生の「一般教養にカを入れてほしい」

という聖書求は，その点をつく重要な指摘といえる。
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農業の中核的担い手を育成することを目的とした農業学園制度は，現段暗において，剣j湖南

農業学腐の実態からみる限り，必ずしも，その方向には沿っていなくて，むしろ，中層段階のも

のとして再編成されているといえる。

今日の臼本農業は，激しい勢いで機械化されてきている。それが行政レベルで，あるいはメー

カーの直接的売り込みにおいても，すさまじいものがある。また，化学肥料の多量の投入によ

り地力低下をもたらし，また，一部の労働過程のみが発展していくだけで，農業生産力形成上，

アンバランスな状況をもたらし，さらに，機械が農産物を生産するかのような錯覚をもたらし

ている。

現;払いわば機械に振り回されている農民は，おそかれ早かれ今後の農業経営ないし農業の見

通し，つまり，資本主義社会における農業の位置と動向を見極わめていかねばならないだろっ O

日本農業の方向性を考えそのもとにおける個別経営と地域産業の条件をさぐることにより，機

械を生産手段として俊いこなしていく農民の主体性が発揮されねばならない。

こうした，今後の農業経営の発展の方向を見通す力を養ううえで，後継者教育の役割は住民

自治とのかかわりのなかで，とりわけ，教育内容，方法において，再検討が要請されていると

いわねばならぬ。

4. 農業者転職事11練制度と農民

一一士別市T地区の実態を中心にして一一

(1) はじめに

本筋では，農民にたいする技術，技能教育の特殊な一分野，積極的労働力政策の一環として

の農業者転職訓練制度を農民層分解の視点から明きらかにする。

農業者転職訓練制度は，離農促進の政策的意閣で， 1970年度から実務された労働省の農業者

転職沖策の重要な柱の lつである。そして，地方この転職対策に従属したものとして，農林省

は，農業就業近代化事業を実施している。 (7)

労働省の農業者転職対策の特徴は，米の生産調整，大型機械怜「一貫」体系等の総合農政に

対応して，職安行政が離農地域を積極的に選定していることであり，その点では，農民に対

して重点的に，職業紹介，職業訓練の指導をきめ細かに実施している。 (8)

また，農林省の農業就業近代化事業は.3つの施策からなっている。それは，第 1に，農業後

継者の養成確保，第2に，農繁期労働力調務，第3に，他産業就業慌進である。

総合農政以降全階層的なやとわれ兼業化の進行する東北，北海道の稿作地帯では，この3つ

の施策の重点に，他産業就業促進を置いている。この他産業就業促進対策は，むろん完全離農

の促進を基本的な目的にしているが，しかし，現実の農民のやとわれ兼業化の中では，出稼ぎ，

日膳いの対策になっている。 (9)

70年代の国家独占資本主義の農民の転職対策は，資本の強蓄積のための積極的労働力政策の

一環であり，人為的に不安定労働力市場を作り出すところの低賃金政策でもある。

農業者転職対策の中に職業訓練が積極的に位置づけられていることは，建設資本の「技能労

働力不足Jによるところが大きい。建設資本は，重層的下請制によって，農家からの出稼ぎ，

日濯い労働力を大量に吸収している。(10)

ところで，農業者転職訓練期間は， 3ヶ月間であり，義礎実技のみで，本格的な転職訓練にな

っていないのが実状である。

北海道の農業者転職訓練の実施は，差是4-26に示すとおり，空知，上)11の稲作地帯に集中し
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表4-26 農業者転職訓練入校者数と離差是率(年次別)

入 校 者 数 書量 差是 E字

支庁別 校 名 70 71 72 73 74 計 70 71 72 73 74 

Zヨ 4守 宇し 申晃 9 91 2.4 3.4 3.6 4.7 3.9 

美 120 95 110 58 383 
ク二也定二 全日 3.3 2.4 2.3 2.8 3.6 

滝 35 56 43 65 199 

1@ JlI I 52 90 94 39 15 290 

上 JlI 名 寄 10 28 18 38 30 124 3.5 3.2 3.2 2.9 3.5 

E言 良 野 25 38 39 75 55 232 

留 萌 留 務 64 39 6 109 2.4 4.5 4.9 5.9 3.6 

後 志 宕 内 2.4 4.5 4.9 5.9 3.6 

キ歯 山 江 差 j 22 30 20 72 5.6 6.2 7.8 3.3 3.8 

渡 島 函 査官 3.4 5.9 5.9 5.9 5.2 

一
室 蘭

目星 t辰 2.4 5.6 5.7 4.1 4.5 
苫[ 牧

日 持 浦 河 3.0 4.8 4.7 3.4 3.9 
ト一一一一一一一一一

十 勝 手若 広 13 20 19 18 770 4.1 6.3 5.5 5.0 4.4 

主長 重三 3.5 7.5 6.4 6.0 4.0 
事11 路

弱11 路 0.7 7.1 3.7 3.9 2.1 

|北

高潟 走 網 32 19 51 4.3 6.7 5.7 5.1 4.~ 

遼 車差

'耳z士之， 谷 稚 内 6.1 6.0 4.4 5.6 7.8 

言十 100 406 391 お2 1260 1，539 3.5 4.8 4.5 4.3 4.1 

注 総長塁率は農林省「農業センサスJ，北海道「農業主ま本調査Jによる入校者数は進労働部戦業訓練課

調による。

表4-27 幾業者転職訓練訓練科年令)jIJ捻移(北海道)

1972 年 1973 年 1974 年

24才
25-34 35-44 45-

24オ
25-34 35-44 45-

24オ
25-34 35-44 45-まで まで まで

型 粋 6 51 80 64 10 49 122 61 65 142 4 

主主 装 。 。 5 3 。 。 。。。 17 。。
木材工芸 。 2 5 8 。 。 。。。 。 。。
溶 接 10 10 13 6 14 10 20 10 3 5 11 。@
農業機械整備 10 7 12 11 13 5 4 。。 。 。。
主主 築 2 7 11 11 。 。 。。。 。 。。
震己 管 2 3 21 8 6 9 24 7 4 15 9 2 

ブロック 。 3 14 2 l 3 14 。。 O 。。
ト一一一一一一

~t 30 83 161 113 44 76 184 78 8 102 162 s 

注道職業訓練、課務
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ている。これは，米の生産調繋に対応して，農業者転職対策を行なうためで，道東，道北

の酪農地帯での実施は，むしろきわめてわずかである。表 4 27より，道の農業者転職訓

練の科目は，型枠，溶接，配管等の建設労働を中心にしている。しかし，部分的で、あるとはい

え農業機械修理等の農業経営と直接関連をもっている科目の設護は，離農f足進のための訓練制

度が，農民側においてむしろ農業経営発展の訓練に利用されていることを現わしている。

者転職訓練の実施機関は，都道府県の自治体の運営する職業訓練所である。そして，その職業

訓練所は，各市町村を単位としての簡易訓練施設を設けている。簡易訓練施設の設置は，各市

町村自治体の協力体制によって実施されている。つまり，農業者転職訓練は，地域の笑状によっ

て科目の設謹を可能にしている。

農業者転職訓練制度にたいする農民の対応は，措置によって異なって現われ，その役割も階層

によって多様で、ある。

70年代のやとわれ兼業北は，会指層的に現われているが，その性格は時層的に大きく 2つに分

かれる。第 11土，安定兼業fちという，小農民の経営と所有の分離によるプロレタリア化の形態

であり(いわゆる「土地持ち労働者」 化)，第2は，中農上}喜に典型的に現われるように，農民

のままで、の労働力市場への動員形態で、ある。農民にとっての転職の本質は，小農民的経営の分

解過程であり，単なる労働の質的変化による職業転換ではない。ここに，労働者の転職と本質

的に異なる意義がある。

(2) 農業者転職訓練受講者の階層性

本稿は，士那市T地誌の農業者転職訓練受講者の実態分析を中心とする。

T地区は，稲作の北眼地であり， 1令書による不安定生産の特徴をもち，とりわけ 1971年の冷

害は， T地誌の農民の多くを出稼ぎへかりだした。この地域での農業者転職訓練は，冷害と減

反による全階層的な出稼ぎの増大の中での実施でL表4-28にみられるように農業者転職訓練の受

講者の多くは出稼ぎを行なっている (1970年の専業農家率60%，46年28.8%，1975年30.1%)0

T 地抵の受講者は，階層的に 4つに類型化される(関4-5)。

第lの階層は， 6ヘクタール以上層である。この}替は，経営規模の上向運動を積極的に行なっ

て中農上層である(全受講者の 18.8%)。

第2の階層は， 4ヘクタールから 6ヘクタール未満層の中農中層である(会受講者の 50%)。

第3の階層は， 4ヘクタール未満層であり，経営規模の下降移動，安定兼業化)習であり，中農

下層である(全受講者の 18.8%)。

表 4-28 多苦手地区差是転受講者の王手兼別機成
(1975年現在)

150日 71 年時

経営規模 王手 業 第 1緩兼業 第2緩兼業 農業労働矯
やとわれ兼業形態 やとわれ兼業形態

人のみ
なし球出稼なし時「同

6ha以上 2 3 1 3 3 3 。 O 5 
4 -6ha 2 13 1 6 
未 j箭

4 3 2 10 

4ha剥詩 1 4 1 3 01 6 。 O 3 2 
言十 5 20 3 12 4 3 6 17 

主主1 農業者転職訓練受講後の完全離差是4戸

2. 農業者転職訓練受講者の毒事兼別農業センサスf医薬より集計
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磁 4- 5 士別市T地区の農業者転戦訓練受講生の経営規模移動状況

ha 
10 

単位 ha

9 

l 1 
(1) (1) 

8 

7 

4 
(1) 

:t 一了一i- 2 

15 
(2) 

4 
(1) 

I 1 I 1 ~ 2 

2 

1・

。
2 6 ' 11 3 4 (2) (1) (1)1 (1) 

75号;1 g z s 
2 3 4 5 6 7 8 9 10 十

ha 

注 農業センサス倒禁より作成， ( )は 75年の害事業一農家

表 4-29 1972年度農業者転機訓練受講者の経営規模別構成比(北海道)

j主 道職業訓練謀議

第4の階層は，完全離農した層である(全受講者の 12.5%)。

1972年慶の農業者転職訓練の全受講者にたいする会道調査より，受講者の階!菅!生をみれば，

表4-29に示すとおり， 5.5ヘクタール層以上にもっとも集中している。

また，空知，上川において，農業者転職訓練の受講者の集中している市町村を 4ヶ所選ぴ，そ

こでの転職訓練の受講者の経営規模の分布を示したのが，表4-30である。この表より，それ

ぞれの4地域は，分解基軸以上層に集中していることがわかる o つまり，r:t農下!曹の受講者の

比率が，相対的に低い。
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表4-30 1974年度差是業者転職訓練受講者の階層・年令構成

経営耕地規f幻Ij構成比 i 

市町村 U- oha 3-5 1 5-7.5 ト 10I 10- 五十 世?有 i長男 2・3I 24% I 25-I 35-I 45-I計
主 男 まで 34 

13..1 I 4.9 100.0 64 50 ( 34 . 6) 1 (15 .'7) i ( 9 . 3 ) (100.0) 10 25 54 33 1122 

士 Bijj(1。9‘。3) 77.3 100号。
(38. ]) (29.5) 1 (8.8) 1 (6.1) (100.0) 

19 4 12 6 1 22 

6.4 51.0 17.0 2.1 2.1 100.0 
(14.8) (48.4) (31. 5) (3.5) (1.3) (100.0 ) 25 2 11 1 19 15 I 47 

28.3 41.3 26.1 4.3 
(1400)(110000.0 0) 1 18i27ilj3i1711917146 (19.4) (26ι6) (26.7) (13.0) 

注l 経営耕地規模別構成の( )内は，その市町村全体の幾家の階層別構成比。

2. 農業者転職訓練受講希望名簿より作成

表4-28にみるとおり， 1971年から 1975年までの受講者の専兼別戸数は，第 1種兼業農家20

戸，第 2種兼業農家5戸，完全離農4戸である。

Tt'也s:のやとわれ兼業は， 1971年から 1975年まで，その比率の変化をみせないが，しかし，

その内容は出稼ぎから日雇いの形態に移行している (1971若手出稼ぎ率47.3%，B麗い率18.9%，

1975年出稼ぎ率18.9%，日履い率36.6%)。

この傾向は，農業者転職訓練受講農家においてもみられる。受講農家の 1975年のやとわれ兼

業のうち，日雇い農家率は， 81.8%である。受講農家の 1971年のやとわれ兼業の形態の比率は，

日雇い率 17.2%，出稼ぎ率75.9%であった。

農業者転職訓練受講農家で，農業従事150日以上の農業労働力が女性のみというのは， 12戸で

(全受講者の37.5%)，それぞれの階層に平均的に分布している。 3れらの農家は，米の生産調

整の転作率，休耕率の高い層である(転作率100%7戸，休耕率100%1戸)。

また，農業者転職訓練は，出稼ぎから臼麗いへの移行促進の役割を果している。さらにこの

過程は，農業労働力の女性化を強よめている。つまり，安定的な臼麗いfちにより，男子労働力

は， 83植期，収穫期以外は，農業労働から分離していき，農民層の下降分解を促進していく。(11)

T地区の 1971年から 1975年までの離農は 64戸であった。このうち農業者転職訓練を受講し

たのは， 4戸にすぎない。完全離農をせまられている農家は，農家経済の窮迫のため， 3ヶ月間

の訓練の経済的余持すらもてない。農業者転職訪11練の訓練手当は，表4-31に示すとおり，き

わめて低額であり，家族全員の生活を保障するものとはなっていない。

受講者24名のアンケート調査からみると， 21名までが，言11¥練手当の必饗を訴えている。そし

て，さらに rもっと訓練手当を増額してほしいJ という盟答は 15名になっている。もともと

農業者転職訓練は，離農慌進ということから，中高年齢農業経営主層を対象とした政策であっ

た。

ところでTt'也監の受講者の年令構成はどのようになっているか。

章受4-31 1人当り詰11練手当(B当)(1974年度士別市)

失業保険なし 基本手当 (780河)+受講手当 (285内)+扶養手当 (0-190)

失業保険受給者 失保(1，940円-3，800内)+受講手当 (285円)扶養手当 (0-190)

注 名主等専修職業部!練校資料より
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表4-32 士別市における幾業者転職訓練の年令別構成比

年 令 71 年 72 主F 73 王手 74 

20 - 24 

25 - 29 5.9 6.3 

30 - 34 6.3 

35 - 39 16.7 37.5 

40 - 44 23.5 66.7 12.5 

45 - 49 35.3 18.8 

50 - 54 11.8 16.7 18.8 

55 - 59 11.8 

60 - 64 11‘8 

実 数 17名 6名 16名

注 名寄子専修職業訓練校・幾業者転職訓練受講者名簿より作成

表4-33 農業者転職訓練生の就職先

経営耕地 ! 遂 外 士別・名苦手管内
士別・名若手管内

阪穣 道内
トー一一一一一一

6 ha以上 2 3 2 

4-6ha未満 5 7 4 

4ha未満i 。 4 2 

言十 7 14 8 

注l 北大社会教育研究家1976年7月識変

2. 対象は71年から75年までの士別市多寄地区の受講者。

年

21.1 

15.8 

42.1 

5.3 

15.8 

19名

75 年 百十

11.1 3.5 

11.1 5.9 

7.4 8.2 

7.4 

22.2 

14司8

18.5 

7.4 

27名

表 4-34 1974年度農業者転職
訓練受講生の就職先

(τ日Ij市)

1武 連 3 

二と 7jiJ 15(7) 

キL 申晃 2 

1l!1 )11 2 

名 寄 l 

注 1 名寄専修職業訓練校，

農業務転職訓練受講名

簿より作成

2. ( )は，指導員の
経営する食業に就職。

T地区の年齢別受講者は，表4-32に示すとおり， 1971年の実施当初は，中高年齢!習に集中

していたものが， 1975年には，すべての年齢層に分布するようになった。つまり，農業者転職

訓練の普及は，若年患の後継者にも及んでいる。表4-30のように，長沼等の地域においても，

後継者の受講が目立っている。

この受講者の若年層への広がりは，完全離農ではなく，安定的な兼業のための職業訓練の現わ

れである o 安定的兼業のための職業訓練としては当然受講修了後の就職が重要になる。表4

33，表4-34より，受講後の就職は，地元の比率を高くしているといえる。とくに，農業者

転職訓練の指導員(講師)の企業へ，多くの受講者が就職していることは，注目すべきことで

ある。

指導員l土地元の建設業者のリー夕、一膚がこれにあたっている(農業者転職訓練の指導員は，

専修職業訓練校の教員でなく，訓練実施地域の業者に依存している)。士別市の建設業者は「技

能士会」をつうじて農業者転職都練の講師派遣など積極的援助体制jをとっている。士号IJ市にお

ける「技能労働力不足」は，とくに建築技能士において目立ち，地元の建設業者の判断から建

築科が農業者転職訓練の科目として設けられている。
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殴 4-6 訓練生の就職先構成比推移(名苦手 11fコース，木工，塗装，電気)

70% 

60% 

50% 

40% キし中晃

30% 
上)11北部市町村

旭川
20% 

10% 

1967年 68年 69王子 70"1'- 71年 72年 九年

注 名苦手専修職業訓練校資料より作成

表4-35 農業者転職訓練経費(1975年度)
単位向

事務員
時諮問料間 I議轍計r期制資材 J再粍工具 使用料及賃金 び貸借料

役務費 旅 費 A 口 計 備考

名害事 115，000 540，000 80，000 90，000 6，000 80，000 7，157，0ω 
40 名
(名寄)

6川 3加 000 2，710，000 410，000 720，000 30，000 4，000，000 10，877，5ω 全道8ヶ所
注道職業訓練課調

このように各地域の専修職業訓練校は，地元の技能労働力確保対策としての役割を担わせら

れている。このため訓練科目の設置は，地元の産業構造の性格に大きく左右される。図表4-1

より名容の場合の専修職業訓練生の就職は，地元でなく，札焼への傾向を強よめている。この

ことは，地元の「技能労働力不足」に拍率をかけている。

農業者転職訓練の経費は，表4-35に示すとおり，きわめて低額であり，そのため専任の技

術・技能の指導員を置けず，したがって外部の民間金業に指導員を依託せざるをえない。

訓練施設は，各市町村の公共摘設，認定職職業訓練校，民間企業の施設等を借り上げて使用

している。その使用料及び賃借料は， 1975年震の場合， 1ヵ所3ヶ月間9万丹であり，施設面か

ら，市町村単位での地元の協力体制なしには実施しえない状況にある O表4 36より，訓練縞設

として，公民館，体育館，保育所等の地域社会生活に欠かせない公共箱設が，農業者転職訓練

端設に剥期されていることがわかる。
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表4-36 ~差業者転機訓練の実施施設(1974年度)

支庁 校名 訓練科 実施地 実 施 施 設 定員

旭 )11 理 旭川専修職業訓練校 15 

富良野 !jjJ死;去i三
枠 E喜良聖子市 富良野 11 30 

上 )11 
枠 上富良野市 公 民 館 分 吉宮 25 

名 主存 型 1学士別干有 職業訓練センター 30 

美 日貝
型 枠 長 m 間I 長沼町公民館 45 

間己 管 11 日 多 基 組 10 

クこ工主2二 知 現 枠 妹背牛町 妹背牛車I臨時保育所 35 

j議 JlI 
型 枠 問主食JlIIl!] ;g 分 体 育 査官 20 

自己 管 11 追分青年研修所 10 

網 走 i総 走容 接 網走市 認定高等職業詰11練校 10 

鹿己 管 11 11 10 

1容 接 予告広市 {左 藤 主主 ヱ K.K. 10 
十 勝 十 勝

型 キキ /1 本日Ij季五業内訓練センター 10 
」…ー

i主 遂車車業訓練森喜毒

以上のように農業者転職訪11練の実施は，施設と指導員など地元の協力体制を必要不可欠として

いる。士別市の農業者転職訓練は，地元の建設業者の積極的対応によっておこなわれ，地元業

者からの講師は，熱心に受講者の指導を行なっている。

指導員の教え方について，多くの受講者は i大体よかった」と答え (24名中19名)，工具や
摘設については， 24名中15名が「大体よかった」と答えている。受講者にとって，指導員と工

・摘設の不満はそれほどない。むしろ工具についての一括購入割引などは，受講者に非常に

喜ばれている o ここにも，指導員のこまかい配患がみられる。

士別市の農民の転職訓練の受講の理由l丸大きし 2つの類型に分かれる。 1つは，将来の離

農の不安にそなえるためであり、 2つは，一時的出稼3F，日雇いのためである。この点につい

て全道的には， 1972年の道の職業訓練の調査がある。表4-37によると，訓練受講後農業に従

事しながら差是間期出稼1 日雇いするものが，全回答者の67.5%を占めている。

表4-37 農業者転職訓練主主の就職希望状況(入校時)

談線受講後書量産量しようとするもの

書11練受講後廃業に従事しながら，震調期，出稼ぎ B麗いするもの

現在出稼しているもの

訓練受講後安定した職にっこうとするもの

注 道機業訓練課， 1972年度受講者391名のアンケート繍奈結集より

17.1% 

67.5% 

6.6% 

8.7% 

T地症の農業者転職訓練の受講理由としては，表4-38のように全国答者24戸のうち8戸が

「将来離農ーの不安のためJとしている。この8戸のうち 7戸までが i後継者の計画を全くもて

ないJ としている。この 8戸の階層的内訳は，中農中麗 6戸，中農下層 2戸である。

農業者転職訓練の受講者のうち中農下屠は，すべて i農業後継者を全然もてない」として構

造改善の積磁的導入による，安定兼業化の志向をもっている。この踏層の6戸のすべては i構造
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表 4-38 農業者転職訓練受講生の農業経営志向

経営規模の志向 長急車止受講瑛由 雛 塁塁 二正 日月 構改の共!汚 fじ
車ま

足i不室主 拡 4守
線出生五十
一ぎ 公の ;If;¥ 

主iL通主 i 構喜i章1ため'JU 
機のい

自方芸手米首
鰯定住基もた

士是 大
;fji々 少

米
持II:I尊5重

F誌で 宅戒ゆた
分だが差是

しめ

等志 忠向

き!l) Z当 Fなぷ
‘とめ すれ未

十英 之d也""、 費量 おf二 労り力g け主主J!日 るな力耳
rfiJ 差是 緩め 稼い る然 ;r¥: じ 当 し の入 カな入 の奇主入 かい入

6 ha 3 1 。。 。 4 l l l l 2 2 
以上 (4) (1) 

4-6 3 5 3 9 l 1 3 4 2 4 
ha未満 ω むJ)I (~)ω 
4ha 1 I 5 I 0 I 2 1 3 l 3 l 1 己
未満 (6) (6) 

計
2 8 5 13 2 1 3 4 4 

(17) (1) (l2) 

は年食，規HまE和 ( ふ議展望会/) 問答不明 l 名
{品考
46年から75 で i後土
の王増立さ減誌の経 後 り出

主主 北大社会教育新究室調査(1976年7月)による o

改善のため共同化した」と答えている。この階!替の経営規模の志向は r現状維持」である G

地方，受講者のうち中農上層は，現実に経営規模の拡大を行なっており，今後の経営志向も

「規模の拡大J になっている。

このように農業者転職訓練の受講の性格は，中農上層と中農下冒とでは明らかに異なる。い

うまでもなく，中農上層は，安定したやとわれ兼業のための職業言)11練でなく，一時的出稼ti，

日穣L¥または，農業経営との関連で受講している。

どの階層においても r離農証明は形式的なもの」としていることは，転職訓練郎完全離農の

意識でないことを意味している(受講には農業委員会の離農証明が必要である)。

(3) 農業者転職訓練の内容と農民

農業者転職訓練のカ 1)ュキムラムは，表4-39に示すとおりである。このうち「実技」は転

職訓練l年コースと全く同じであり，学科は，普通科目がなく，専門の一部が欠けているとい

う点で，時間の絶対量と配分が， 1年の転職コースと異なっている O 農業者転職訓練は，基本笑

技を中心にして，カリュキムラムが組まれている。

表 4-39 幾業者転車通訓練のカリュキュラム編成(士号1]市建築科， 1976年)

音寺 間 カリュキムラムの内容
科目

差是 転 転機 1王手コース 差是 車止 転職 l年コース

普 i通 なし 200 な し 社会，体育，数学

建築構造，工作法，規く術，施工法，建築 左記，主の主科築目に建大築主主設
毒事 門 50 230 

材料，仕様及び積算，重昼間，法規
{紙 生産
測量

基本実技 250 460 
器工兵使用法本，ィ 機械基本作業，工作是正本作 左記と同じ
業，縮工事li 作業，安全衛生作業法

応用実技 100 810 義礎工事作業，建築作業 左記と問じ

言十 1700 

注 1;苦子毒事修草造業訓練校資料より。
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農業者転職訓練の実施期間は， 1月-3月の冬期である o 学科についての受講者の感想は「む

ずかしかったJl1名 1ふつうに理解できたJ12名 1やさしかったJO名である。受講者にとっ

て転職銅線の勉強は，決して楽なものではない。しかし，多くの受講者は，皆勤している。こ

のことは，農民の職業技術訓練の5齢、要求の現われとみてよい。

4-40に示すように，農業者転職訓練の受講者の多くは 1訓練を受けて役に立った」と答

えている (24名中21名)。その役に立った内容としては 1仕事に対する理解と自信をもったJ

ことをあげている。「賞金と労轍条件がよくなった」という回答は，全くない。 3ヶ月訓練では司

「きわめて不十分であるJ という意見は，中農下}高に強〈現われている。

表4-40 差是主義者転職訓練の効果

事事業訓練を焚けて 役にたった点
自分の農業に

経営士見絞 役に立つ 役に立た 就職の賃金よく労働条件仕事に仕事の能 役に立った
fこ な し、 上 で なった で 楽 自 {言 浮上がる

6ha以上 3 l O O 。 2 l 3 

4 -6ha 12 2 5 O O 5 3 5 
未 満

4 ha以下 6 O 2 O 。 2 3 4 

員十 21 3 7 O O 9 7 12 

主主1. 役に立った理由。 1入が2項目答えている 4名
無回答 3名

2. 北大社会教育研究室調査 (1976年 HJ)による。

表4-41 農業者転職訓練受講後の希議訓練

さらに職業訓練を受けたいか うけたい場合の科目 将来技能士の資格は

lま し、 いいえ もっと進ん 別の科医 農業科目 とりたい 考えてい
だコス な し、

6ha以上 3 O O 2 1 1 。
4 -6ha 11 3 8 3 。 7 5 
未 i議
4ha以下 4 2 l 3 1 3 3 

計 18 5 10 7 2 11 8 

注 北大社会教育研究室主務家(I自76王子7月)による。

他方，農業者転職訓練が「自分の農業に役に立った」という閤答は，少なくなかった (24戸中

日戸)。とくに，中農上層では，その回答の比率を高くしているは戸中3戸)。農民の意識と

しては，農業者転職訓練が農業経営に役立つとしているのである o 中農上層は，今後の職業訓

練の要求として，農業機械修理の科目をあげている。

表4-41に示すとおり，中農中層，下層は，さらに進んだコースの積みあげと技能士の資格

取得に強い要求をもっている。また，中農下層は，うけたい科目として，測量:という高度な訓

練を要求している(2戸)。この要求は，資的に高度な訓練によって安定した兼業化の志向を示

しているのである。

農業者転職訓練の今後の充実要求は，階麗的に明きらかに異なっている。中農下層の安定兼

業化は，労働者としての専門性志向を強め，中層上層(i，自己の農業経営との関連で技術・技

能の総合性を志向している。



110 教育学部紀要望ー 第29.lj子

(4) 小括

以上，農業者転職訓練の受講理由は，時層的に異なっていた。 中農下層の安定兼業fじのため

と中農上層の一時的出様ぎ， 臼躍い，農業経営に利用との2つに大きく分かれる。今後の農業

者転職訓練の充実の方向についての意見も階層によって異なっている。農民}習の下降分解の一

形態としての安定兼業化は，いうまでもなく労働者的性格を強〈志向し，中農上層は，農業経

営規模拡大にもかかわらず，小農的な技術・技能の総合伎を志向している。

農業者転職訓練は，安定したやとわれ兼業化，離農不安にみられるように階層分解の従進要

国になっているが(地元の建設業資本の「技能労{動力不足j の充廷に役立っていったことも重

要なことである)，政策的意図である完全線農の促進の機能は，巣しているとはいえない。

5. まとめ

以上，農民が自らの学習要求を充足する場として位置づけた，直接農民にたいする公的な農

業技術・技能学習の場(農業改良普及所，農業学園，離農者転職訓練の 3縁類)，および、農協の

営農指導について実態安概括的にみてきた。

これらの白的，内実は必ずしも向性格のものではなし一様にくくることは困難であり，ま

たそれぞれの機能分野に多面性がみられ，一面的に言語りきることはでzきないが，そうしたなか

でも一定の傾向をよみとることができるようにおもう。

2節以下の指摘のように，行政および農機呉メーカーなど農業に基礎を軍〈独占資本の利益

と密接不可分な農業政策の意閣を直接関接にうけて，大型機械化という技術中心主義におちいり

がちな農業改良普及所，上!習農育成を目的とした農業学鼠，農民きりすで策の一環としての要

素をもっている転職訓練，農業政策とは一定の距離をおきながら慕盤整備・構造改善事業等をう

けpれることによって農協経営面に与えうるうまみ放に政策的意図をうけいれがちな農協，い

ずれも農民の主体的生産力形成を歪曲する側面を否定し難くもっている。

しかし客観的にはこれらが農民の学習要求充足の場として， とりわけ技術・技能修得のかけ

がえのない場としての積極面をもっていることも事実である。

農民も一方ではそうした政策的意関と，他方では碓固たる農業政策不在といううずにまき

こまれ，主体形成の側面を見失いがちであり，新しい技術体系への主体的対応の自覚が不充分と

いえる。

狭い技術・技能修得にとどまることなしこうした農民のもつ弱点の認識と，その克服の自

覚化を触発していくことが，農民教育の重姿な課題といえよう。

しかし，農民による主体形成の芽が，水準のちがいこそあれ，それぞれの場で存在するこ

とも指摘されている。

研究会が一定のカ量をもち，農業改良普及所や農協と接している洞爺，年をへるにしたがって

入問者に小規模経営層が増加し，農民的要求が顕在化してきたり，教養学習の増加を望む学園生

の存在など，主体形成へ結合できるきざしのみえる剣淵，そして，休耕中にうけた転職訓練に

よって，より高く広い技術を求めるようになるなど1つの農民の百ざめのみえる転職訓練がそ

の例としてあげられよう。

こうした芽を大切にし，大きくしていくことが重要で・ある， といえよう。第1節の表にしめ

された農民の自主学習への期待の少くないこと，それら諸制度が地方自治体ないし住民自治の

形態をとっていることはその有力な手がかりといってよいであろう。
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注 1学習の内容については回答が一定しておらず，表にまとめることはできないが，およそ次のことがいえ

る。

技術指導(栽培技術)・H ・H ・H ・H ・.......・H ・-…H ・H ・-…改良普及所

経営指導・・・・・......................................................・差是協

青色申告・・…・・・・・・…・....................・…....…....…・・・・・・長華民組合

改良普及所(農業試験場)で学んだ呉体的内幸子を示すと，気象予綴(5人)，防除(5人)，農薬(3人人

総犯(3人入品種(3人)，土地改良(2人)，などが主なものである。

なお， 1961 "1'-，本学部商業教育計題研究部留設が中心、となって網走管内端野町において実施した幾民対

象に調主主においても，農民は農業技術証言の諸情報を講演会，懇談会，視察旅行という面接的な方法では，

改良普及員や賎業試験場から主に得ているという結果がみられる。留[司法努・布地欽治・鈴木秀一「差是

業近代化と農民の生産:意欲第1縦J(北海道大学教育学部康業教育討爵研究務設研究事長含こさ手1，1962if-4 
月)77-78頁

主主2ただし，会社員と公務員では関心度の内容，切笑性も大巾に異なる

注3高会議司員「星雲民の公民銀利用とその主主議J (r北海il1i:大学教育学部紀要」第16号， 1968年)56Ci表6 2 

より

校4r農民は農協をこうみているJ，協同組合経営研究所1959年夏74によると， 1958年の調委託においては，農

協の校術員よりも，農業改良普及員の1]が役だったと答える者が31%あり，前者の方が役立つだとする

者16%を大脳に上廻っている。すなわち，て士別調査の結果とは逆になっている。ただし，都府燥が対象

の調査で北海道は入っていないこと，改良普及所の合併以前の調進であることを考慮、すべきであろう。

また，主主1で述べたように，長義民はこれまで技術指導は主に改良普及所，経営指導は主に差是協からう

けてきたという分業的関係もみられる。

さらに，本章第3節においては，農業青年の経営・技術上の相談裕子として，家族以外では改良普及

艮が圧倒的に多し農協総長をあげた者が少なかったという結果がみられる(表4-23参照)。青年j習は，

まだ経営をまかされている度合が低し営差是指導よりも技術指導磁への志向が強いためと考えられるが

即断はできない。

主主5北海道差是務部農業改良謀「北海道の:tn¥，、手育成対策の概要書J1971年
主主6北海道長義務部農業改良霊長「北海道農業学憾の概要J1971年

注 7r農業者転職訓練は，農業務迭の近代fむを図る総合農政推進の一環として，塁塁主主以外の産業へ就業を希望

する幾業従事者に対し，新たな職業に必婆な能カを詩書発することにより，差是業以外の農業への就業を容

易にするため，農業従事者の実態に却した職業訓練を笑絡することをa的とする。J1970年7月初日，
労働省職業訓練局長通透 r農業者転機訓練笑施要領」より

差是業者転職訓練の対象者は，農業委員会の発行する離農転職者五正鳴を必婆としている。

労働省職業安定行政は，農業者転機対策を重要な課題としている。

最新におけるわが留の農業については，米の生産調繋，大規模・高生産性の近代的農業の育成，差是家

所得の確保等とならんで，離爆の援助・促進をはかることが必要さとされるとともに，他方，農業以外の

産業部門においては，労働力需要きが増大し，労働力不足の度が強まっている。このように農業の内外か

らの農村労働力の他産業への就業が期待されているところであり，この際農村における労働力の他産業

の円滑化をはかり，これらの人々の機業と生活の安定をはかることが，機業安定行政にとってきわめて

重要な議題となっている。 1970年5Fl 58日「労働省職業安定局長J通達
注8農業者転機対策は，市町村単位に農村巡回相談所，農村人材銀行，廃業者転職相談員を設けている。こ

の目的は，農家まで出かけて直接的に転職活動を行うためであり，きらに， E主主主協i苛総合，農業委員会，
市町村良治体との協カ体制jを組むためて、ある。

注9農業就業近代化事業は，自召和44年から会留の農業委員会で実施されるようになった。「専業農家を自立

経営へ移行させるためには，兼業差是家の農地を，所有権だけでなく，寅訟の形て引もいいから移行させる

こと，また生産綴織を含めてでも専業幾家に結ぴつけていくことが必要さであります。このためには，兼

業差是家の側に，その条件が繋っていなくてはならないと思います。兼業農家の条件とは，その最大なも

のが兼業の安定化」であります。そして幾裁については専業農家にまかせ，兼業だけで生活できる状
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態をつく 9あげていくことで、ありますoJ (就業改善穏談美子l緩，全国農業会議「農業就業近代化対策卒業

の意義」より)。農村人材銀行は，農業者転職指談員，離農転車読者および関連する出稼ぎ労働者の把援と

している。この関連する出稼ぎ労働者とは，完全総長主を前援としながら，経過的に出稼労働者となる総

長差転職希望者としている。 (1971年3月26日「労働省織業安定局指導謀長」通逮より)

1972年7月27Bの差是林事務官通達「出稼幾業者営農改善等特別対策事業実施要領」カ支出され出綴ぎ先

での営差是研修対策炉実施されるようになっている。

注10金協建設業協会の会長，江島池藤一氏は， 1974年の総需要号抑制jの中でも，建設業の技能労働力不足を次

のようにのべている。

「いまや建設業をとりまく環境は総需要書抑制j等の後送による受注量の減少を通じ転換期をif!!え，又労

働力の確保など緩めて鴎難な多くの問題に主主題しているといわなければならない。特に技能労働カの不

足がごこ数年の慌に念、激に深刻さを増し.最近でl土工事の施工にも支障を来すという著事態にまで追いつ

、められている。J 19何年7FJ号「職業訓練」誌1974年7FJ-'iま6亥。

注11 r幾家が兼業労働jに従事するということは，農業労働への従事を弱めるか，あるいはまったく従事しな

くなることを意味する。つまり，差是作業過程からの労働の分離を示す。この分離したところに機械がは

いりこみ，機械の所有農家もしくは所有綴織が，農作業から分離した廃家の耕作を担当することになるり

河相一成「農民の貧民化と農業生産J(言語療現代日本資本主義2r経済j青木苦手庖)249 J[ 

あと治fき

われわれは，北海道における農業生産力の形成とその現段階的特徴を，会道的に，またそこ

における諸関連を地域事例について分析した。そこでは，今日的な小農的生産様式に応じた生

産カ形成の，それぞれ独自の地域構造及ぴ階層構造がみられるが，とりわけ大型機械化

体系の急、速な導入にともなう矛盾が顕著にみられる。

われわれは，その大型機械化「一貫」体系の「一貫」性，さらに敷釘するなら，その労働手

段の体系的「一貫」性のみならず，労働対象とのかかわりにおける技術の「総合性J，さらに生

産力形成の主体的契機とのかかわりにおける「全面性」のそれぞれに，現代資本主義のもとにお

ける小農的生産様式と資本主義的生産諸鵠連の矛盾を見出すことができる o その方法論と現状

の概括が第1，2， 3章で追求され，農業技術教育の課題を具体的に明らかにする準備作業が試

みられた。

それにたいして，補章で概観した農業技術・技能教育制度の現状は，それらの矛盾の克服と

かかわりあうところが少いのみか，場合によってはその矛盾の激成の条件とさえなっているこ

とを示す。それを基本的に規定しているのが農工間不均等発展であることはいうまでもない。

複合ウクラッドの場合その矛盾はとくにはげしい。

さらに一一今回はそれにふれられなかったが一一農業技術関連「教育」諸制度をより広くと

りあげてみる場合，矛盾はよりドラスティックに進行していることをつけくわえぎるをえない。

たとえば，既述の農業改良普及制度，農協営農指導制震はそれぞれ改良普及員，営農指導員

にたいしても一定のセンター的な教育制度を備えているし，さらに農業関連独占も陪種施設を

もっている。とくに後者は，農民にたいする独自の技術「教育」をおこなっているが，地方，

自社の営業部員には資本主義的なセールスマン用技術「教育J と，労務管理をあわせおこなっ

ている。それらの性格差は，いわば教育と広告の差と共通の似街非なる様似性をもっ。

したがって，そうした各種の，それぞれの独a目的を有し，それに規定された技術・技能関連
教育の，その「抜術教脊」的性格がどの桂度の共通の本来的教育的舗域を形成しているか，こ

れははなはだ疑関である，というよりは逆に技術「教育」がそれぞれ行政なり，営業の手段として
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イ立寵づけられ，願倒，歪曲されているというのが現状である。

それが農業技術の矛盾，より正確には，現実技術(運用の条件をふくんだ)の矛盾を形成し

ているわけだが，地方，農民の農業技術・技能の習熟，運用の力量も一一大型機械化「一貫J体系導

入の場合にみられるょっに一一一きわめて不十分なレベルのものといわねばならぬ。そのことは，

たとえば，農機具アフターサービス機関利用状況からみた農民の農業機械運用ないし故障の修

理能力からもいえることである(これについては別途に諦査予定であるが，それに関連して，剣

淵農協の農機具修理センターで農民とともに修理しつつ研修している実践例は重要な萌芽を示

す)。

このように，農民的技術・技能教脊は一一一方で、はテヒノロジー倒有の領域と向時に一ーそ

の運用主体の民主主義的，自治的力量の形成と不可分の関係にあると考える。

その点では，第 1章でふれた国際的農業機械独占が世界市場において大きなシェアーをしめ

ている現在，フランス， ドイツの小農においても日本と悶様大型機械化「一貫」体系への移行

がみられるが，そこではフランスにおけるクーマ， ドイツのマシーネンリンクのような農協の

農業機械センターなり，共同利用組織が制度的に形成されていることが，一つの教訓!となろう。

つまり，成人教育としての農民の技術・技能教脊には，プロパーの技術教育と同時に，そう

した現実の生産力形成とのかかわりにおける農民の主体形成が他方では不可分の分野となると

考える。

本論はそうした研究方法の枠組の，いわばスタート台の設定を試みたものである。

なお，本論文の作成にあたっては，社会教育研究グループ全員の討議にもとづき，各自つぎ

の執筆分担をおこなった。

第1童話(美二乞路)，第2章(山田)，第3章1(藤田)， 2 (木村)， 3 (千葉)， 4まとめ(山田)，

第3章1(高倉)， 2 (柳田泰典・研究生)， 3 (兜賢一・研究生)， 4 (神田)， 5まとめ(高倉)， 

あとがき(美土路)

なお，第3A震の資料のソースたる実態調資(研究室調査及び学生調査実習)には全員が参加，

集計分担をおこなっているので，執筆拐当者と集計分析担当者は必ずしも一致しない。とくに

洞爺農業の分析の項には社会教育ゼミナール学生三上英範君の調査，集計結果を一部利用した

ことを附記したい。



 
 
    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 現在のページ
     マスク座標: 横方向, 縦方向オフセット 14.66, 17.79 幅 35.35 高さ 701.73 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
    
            
                
         Both
         1
         CurrentPage
         1
              

       CurrentAVDoc
          

     14.6553 17.786 35.3452 701.7312 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.0g
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     105
     0
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



